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平成２３年３月１１日，東京電力株式会社福島第一原子力発電所（以下「福島第一

原発」という。）は，東北地方太平洋沖地震とこれに伴う津波の襲来によって発災し

た。その結果，大量の放射性物質が放出され，発電所から半径２０ｋｍ圏内の地域は，

警戒区域として立入りが原則禁止され，半径２０ｋｍ圏外の一部の地域も，計画的避

難区域に設定されるなど，避難区域の指定は福島県内の１２市町村に及んだ。このた

め，１４万人を超える住民が避難し，現在も多くの住民が避難生活を余儀なくされて

いる。また，広範な地域に拡散した放射性物質は，子どもを含めた多くの人々に健康

への影響に対する不安を与え，農畜水産物の生産者等に甚大な被害をもたらすととも

に，消費者の不安も招くなど，国民生活に，極めて広範かつ深刻な影響を及ぼしてい

る。 

京都市は，福島第一原発の深刻な事態を教訓とし，万一の原子力災害から，１４７

万人の市民の生命，身体及び財産を守るため，国の法整備等を待つことなく「京都市

原子力発電所事故対応暫定計画」を平成２４年３月に策定し，対応してきたが，同年

９月１８日の原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）の改正，及び同

年１０月３１日の国の原子力災害対策指針の策定並びに翌２５年２月２７日の指針

改定を受けて，平成２５年３月１８日，京都市地域防災計画に，新たに「原子力災害

対策編」を策定し，運用しているところである。 

なお，国の指針については，原子力規制委員会のもと，最新の科学的知見により見

直され，平成２５年６月５日，同年９月５日に改定されている。  

本計画についても改定指針に準拠し改正しており，今後も見直し検討を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに 
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本章では，計画の目的及び性格について明らかにし，原子力災害対策を講じるう

えで準拠するべき国の原子力災害対策指針を明確にするとともに，福島第一原発に

おける事態を十分に踏まえた過酷事故を想定したうえで，本市として原子力災害対

策を重点的に実施すべき地域の範囲を指定し，防災関係機関の役割分担を明確にす

る。 

第

１
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第 1節 計画の目的 
 

この計画は，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号,以下「災対法」という。）及び原子力

災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号，以下「原災法」という。）に基づき，原子力事

業者の原子炉の運転等（原子力損害の賠償に関する法律（昭和３６年法律第１４７号）第２条第１

項に規定する原子炉の運転等をいう。）及び事業所外運搬（以下「運搬」という。）により放射性物

質又は放射線が異常な水準で事業所外（運搬の場合は輸送容器外）へ放出されることにより発生す

る原子力災害の事前対策並びに発生時の緊急事態応急対策及び中長期対策について，京都市並びに

京都府，指定地方行政機関，指定公共機関，指定地方公共機関等の防災関係機関がとるべき措置等

の総合的かつ計画的な原子力防災業務に係る必要な事項を定めることにより，原子力災害から市民

の生命，身体及び財産を保護することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

第２節 計画の性格 

 

2.1 原子力災害対策の基本となる計画 

この計画は，京都市の地域に係る原子力災害対策の基本となるものであり，国の防災基本計画原

子力災害対策編及び京都府の地域防災計画（原子力発電所防災対策計画編）に基づいて作成したも

のであって，指定行政機関，指定地方行政機関，指定公共機関及び指定地方公共機関が作成する防

災業務計画と抵触することがないように，緊密に連携を図った上で作成されたものである。 

京都市及び防災関係機関は，想定される全ての事態に対して対応できるよう対策を講じることと

し，たとえ不測の事態が発生した場合であっても，対処し得るよう柔軟な体制を整備する。 

 

2.2 京都市における他の災害対策との関係 

この計画は，「京都市地域防災計画」の「原子力災害対策編」として定めるものであり，この計

画に定めのない事項については「京都市地域防災計画（一般災害対策編，震災対策編，事故対策編）」

に準拠する。 

 

2.3 計画の修正 

この計画は，災対法第４２条の規定に基づき，毎年検討を加え，修正の必要があると認める場合

にはこれを変更する。 
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第３節 計画の周知徹底 
 

各防災関係機関に対し，計画の周知徹底を図るとともに，特に必要と認められるものについては

市民への周知を図る。また，各防災関係機関においては，この計画の習熟に努めるとともに，必要

に応じて細部の活動計画等を作成する。 

 

 

第４節 計画の作成又は修正に際し準拠するべき指針 

 

この計画の作成又は修正に際しては，原災法第６条の２第１項の規定により，原子力規制委員会

が定める「原子力災害対策指針」（平成２５年９月５日改定）に準拠する。 

 

（参考）原子力災害対策特別措置法【抜粋】 

第１章の二 原子力災害対策指針  

第６条の二  原子力規制委員会は，災害対策基本法第２条第８号に規定する防災基本計画に適合して，

原子力事業者，指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長，地方公共団体，指定公共機関及び指定地

方公共機関その他の者による原子力災害予防対策，緊急事態応急対策及び原子力災害事後対策（次項に

おいて「原子力災害対策」という。）の円滑な実施を確保するための指針（以下「原子力災害対策指針」

という。）を定めなければならない。  

２ 原子力災害対策指針においては，次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  原子力災害対策として実施すべき措置に関する基本的な事項  

二  原子力災害対策の実施体制に関する事項  

三  原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の設定に関する事項  

四  前三号に掲げるもののほか，原子力災害対策の円滑な実施の確保に関する重要事項  

３ （略） 

 

（参考）今後，原子力規制委員会で検討を行うべき課題（原子力災害対策指針） 

※以下の事項は，今後，原子力規制委員会で検討され，その内容を原子力災害対策指針に記載してい

くこととされている。 

① 原子力災害事前対策の在り方 

・ＩＡＥＡ（国際原子力機関）が公表する導出過程に基づく包括的判断基準からのＯＩＬ（運用上の介

入レベル）の算出，ＯＩＬの初期設定値の変更の在り方や放射線以外の人体への影響も踏まえた総合

的な判断に基づくＯＩＬの設定の在り方 

・プルームの影響を考慮したＰＰＡ（プルーム通過時の被ばくを避けるための防護措置を実施する地域）

の導入 

② 緊急時モニタリングの在り方 

・中期モニタリング及び復旧期モニタリングの在り方，防護措置の実施方策に対応した緊急時モニタリ

ングの在り方 

③ 緊急被ばく医療の在り方 

・プルーム通過時に対する防護措置としての安定ヨウ素剤の投与の判断基準の整備，屋内退避等の防護

措置との併用の在り方等 

④ 地域住民との情報共有等の在り方 

・透明性を確保し適切な防災対策の計画及び実施を実現するため，住民の理解や信頼を醸成するための

情報を定期的に共有する場の設定等 
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第５節 計画の基礎とするべき災害の想定 

 

原子力災害対策を重点的に実施すべき地域における原子力施設からの放射性物質の放出形態は，

原子力災害対策指針により，過酷事故を想定し，以下のとおりとする。 

 

5.1 放射性物質の放出形態 

原子炉施設等では，多重の物理的防護壁が設けられているが，これらの防護壁が機能しない場合

は，放射性物質が施設外の周辺環境に放出される。その際，大気への放出の可能性がある放射性物

質としては，気体状のクリプトンやキセノン等の放射性希ガス，揮発性の放射性物質である放射性

ヨウ素のほか，放射性セシウムなど常温で固体の放射性物質を含む大気中に浮遊する微粒子等があ

る。 

放出されたこれらの放射性物質は，プルーム(気体状又は粒子状の物質を含んだ空気の一団)とな

り，移動距離が長くなる場合は，拡散により濃度は低くなる傾向があるものの，風下方向の広範囲

に影響が及ぶ可能性がある。また，特に降雨雪がある場合の地表への沈着，土壌や瓦礫等に付着し

た放射性物質の飛散や流出に特別な留意が必要である。 

実際，平成２３年３月に発生した福島第一原発事故においては，格納容器の一部の封じ込め機能

の喪失，溶融炉心から発生した水素の爆発による原子炉建屋の損傷等の結果，放射性希ガス，放射

性ヨウ素，放射性セシウム等の放射性物質が大量に大気環境に放出された。また，炉心冷却に用い

た冷却水に多量の放射性物質が含まれて海に流出した。したがって，事故による放出形態は必ずし

も単一的なものではなく，複合的であることに十分留意する必要がある。 

 

5.2 被ばくの経路 

被ばくの経路には，大きく「外部被ばく」と「内部被ばく」の２種類がある。これらは複合的に

起こり得ることから，原子力災害対策の実施にあたっては双方を考慮する必要がある。 

 

5.2.1 外部被ばく 

外部被ばくとは，体外から放射線を受ける被ばくのことである。 

 

5.2.2 内部被ばく 

内部被ばくとは，吸入，経口摂取等により放射性物質を体内に取り込み，その放射性物質が生

体内に分布し，体内の組織や臓器が放射線を受ける被ばくのことである。 

 

（参考）関西電力㈱ 大飯原子力発電所の出力規模 

号機 原子炉 定格出力 運転開始 

1 号機 

加圧水型軽水炉

（PWR） 

117.5 万 kW 昭和 54年 3 月 

2 号機 117.5 万 kW 昭和 54年 12 月 

3 号機 118 万 kW 平成 3年 12 月 

4 号機 118 万 kW 平成 5年 2月 
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第６節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域を含む地域の範囲 

 

情報伝達体制の整備，避難計画の策定等，京都市における原子力災害対策を重点的に実施すべき

地域の範囲は，原子力災害対策指針において示されている目安を踏まえ，施設の特性，行政区画，

地勢等地域に固有の自然的，社会的周辺状況や国の放射性物質拡散シミュレーション結果を勘案し，

次のように定める。 

 

6.1 予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ:Precautionary Action Zone） 

原子力施設から概ね半径５ｋｍを目安とされているが，京都市域には該当区域はない。 

 

6.2 緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ:Urgent Protective Action Planning Zone） 

原子力災害対策指針の規定に準拠するとともに，国の放射性物質拡散シミュレーション結果を考

慮し，住民の安全を最大限確保するため，関西電力株式会社大飯発電所（以下「大飯発電所」とい

う。）から半径３２．５ｋｍ圏域を含む地域をＵＰＺとする。 

 

表 1.6.1 緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ） 

                      資料：住民基本台帳（平成 26 年 1月 1 日） 

行政 

区名 
地 域 

世 帯 数

（世帯）

人 口

（人） 

大 飯 発 電 所 か ら 半 径

32.5km 圏内の居住者 

左京区 
久 多 62 100 8 世帯 13 人 

広河原 41 110 11 世帯 18 人 

右京区 京北上弓削町上川行政区 56 120 居住者なし 

計 159 330 19 世帯 31 人 

 

図 1.6.1 緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ） 
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第７節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の区分等に 
応じた防護措置の実施 

 

7.1 原子力施設等の状態に応じた防護措置の実施 

ＰＡＺ以遠においても，国の指示により，原子力施設で発生した事態の規模や時間的推移に応じ

て，段階的に避難措置等の防護措置を実施することとなる。 

京都市は，原子力災害対策指針等に基づく緊急事態区分等に応じて避難等の防護措置を準備し，

実施することになるが，原則，ＵＰＺにおいては，全面緊急事態となった場合には，予防的な防護

措置（屋内退避）を実施する。 

原子力発電所等に

おける事態の区分 

 ・情報収集事態 

緊急事態区分 

・警戒事態 

・施設敷地緊急事態 

・全面緊急事態 

 

7.1.1  緊急事態区分の具体的な判断基準 

原子力災害対策指針では，これらの緊急事態区分に該当する状況であるか否かを原子力事業者

が判断するための基準として，原子力施設における深層防護を構成する各層設備の状態，放射性

物質の閉じ込め機能の状態，外的事象の発生等の原子力施設の状態等に基づき緊急時活動レベル

（Emergency Action Level。 以下「ＥＡＬ」という。）が設定されている。 

各発電用原子炉の特性および立地地域の状況に応じたＥＡＬの設定については，原子力規制委

員会が示すＥＡＬの枠組みに基づき，原子力事業者がそれぞれの防災業務計画（大飯原子力発電

所防災業務計画）に定めている。 

なお，原子力規制委員会が示すＥＡＬの枠組みの内容は，表1.7.1「各緊急事態区分を判断す

るＥＡＬの枠組みについて」のとおりである。 

 

7.1.2 情報収集事態及び緊急事態（警戒事態，施設敷地緊急事態，全面緊急事態）の基本的な考

え方 

  緊急事態の初期対応段階においては，情報収集により事態を把握し，原子力施設の状況や当該

施設からの距離等に応じ，防護措置の準備やその実施等を適切に進めることが重要である。 

  発災直後の情報収集・連絡等については，国の防災基本計画（第１２編 原子力災害対策編）

において，原子力規制委員会は情報収集事態及び警戒事態（原子力災害対策指針に基づく警戒事

態）が発生した時，情報の収集，関係省庁への通報，地方公共団体への連絡及びその後の状況に

ついての情報提供を行うこととされている。 

また，原子力災害対策指針においては，原子力施設の状況に応じて，緊急事態を，警戒事態，

施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の３つに区分し，各区分における，原子力事業者，国及び地

方公共団体のそれぞれが果たすべき役割が定められている。 

（１）情報収集事態 

情報収集事態とは，原子力施設等立地市町村で以下のような自然災害が発生した場合をいう。 

情報収集事態において，国は関係省庁及び関係地方公共団体への連絡や対外公表等を行うこと

とされている。 

≪情報収事態≫ 

原子力施設等立地市町村で震度５弱又は震度５強の地震が発生した場合 

（原子力施設等立地道府県における震度が６弱以上であった場合を除く。） 
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（２）警戒事態 

警戒事態とは，以下のような原子力施設等の立地地域及びその周辺において，大規模自然災

害の発生又は原子力施設における異常事象の発生又はそのおそれがある場合をいう。 

警戒事態は，その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが，

原子力施設における異常事象の発生またはそのおそれがあるため，情報収集や，緊急時モニタ

リング（放射性物質もしくは放射線の異常な放出またはそのおそれがある場合に実施する環境

放射線モニタリングをいう。）の準備を開始するとともに，平常時モニタリングを強化する段

階である。 

この段階では，原子力事業者は，警戒事態に該当する事象の発生及び施設の状況について直

ちに国に連絡しなければならない。 

国は，原子力事業者の情報を基に警戒事態の発生の確認を行い，遅滞なく，地方公共団体，

公衆等に対する情報提供を行わなければならない。 

≪警戒事態≫ 

①原子力施設等立地道府県において，震度６弱以上の地震が発生した場合 

②原子力施設等立地道府県において，大津波警報が発令された場合 

③東海地震注意報が発表された場合 

④原子力施設で重要な故障等が発生した場合 

（原子力災害対策指針の「警戒事態を判断するＥＡＬの枠組み」に基づき，関西電力㈱が大飯発電所防

災業務計画に定めている警戒事態のＥＡＬの事象が発生した場合をいう。） 

⑤その他委員長又は委員長代行（不在等の場合の代行者として委員長が指名する委員を

いう。）が原子力規制委員会原子力事故警戒本部（以下「警戒本部」という。）の設

置が必要と判断した場合 

（３）施設敷地緊急事態 

施設敷地緊急事態は，以下のような原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす

可能性のある事象が生じたため，原子力施設周辺において緊急時に備えた避難等の主な防護措

置の準備を開始する必要がある段階である。 

この段階では，原子力事業者は，施設敷地緊急事態に該当する事象の発生および施設の状況

について直ちに国および地方公共団体に通報しなければならない。 

国は，施設敷地緊急事態の発生の確認を行い，遅滞なく，地方公共団体，公衆等に対する情

報提供を行わなければならない。 

国，地方公共団体および原子力事業者は，緊急時モニタリングの実施等により事態の進展を

把握するため情報収集を強化しなければならない。 

ＵＰＺにおいては，屋内退避の準備を開始する段階である。 

≪施設敷地緊急事態≫ 

・原子力災害対策指針の「施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬの枠組み」に基づき，関西

電力㈱が大飯発電所防災業務計画に定めている施設敷地緊急事態のＥＡＬの事象が発

生した場合 

（原災法第１０条に基づき，関西電力㈱が国，関係公共機関へ通報を行うべき事象が発生した場合をいう。）

（４） 全面緊急事態 

全面緊急事態は，原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象

が生じたため，確定的影響を回避し，確率的影響のリスクを低減する観点から，迅速な防護措

置を実施する必要がある段階である。 

この段階では，原子力事業者は，全面緊急事態に該当する事象の発生および施設の状況につ

いて直ちに国および地方公共団体に通報しなければならない。 

国は，全面緊急事態の発生の確認を行い，遅滞なく，地方公共団体，公衆等に対する情報提
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供を行わなければならない。 

国および地方公共団体は，ＵＰＺ内において，基本的にすべての住民等を対象に屋内退避を

指示するとともに，安定ヨウ素剤の配布・服用準備を行わなければならない。また，事態の規

模，時間的な推移に応じて，ＵＰＺ内においても，ＰＡＺ内と同様，避難等の予防的防護措置

を講じる必要がある。 

≪全面緊急事態≫ 

・原子力災害対策指針の「全面緊急事態を判断するＥＡＬの枠組み」に基づき，関西電力

㈱が大飯発電所防災業務計画に定めている全面緊急事態のＥＡＬの事象が発生した場

合（原災法第１５条の規定により，内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出する事象をいう。） 

 

 

表 1.7.1 各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組みについて【原子力災害対策指針 抜粋】 

加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設（原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分にお

ける措置の概要 

① 原子炉の運転中に原子炉保護回路の 1 チャンネルから原子炉停止信号が発信され，その状

態が一定時間継続された場合において，当該原子炉停止信号が発信された原因を特定できな

いこと。  

② 原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える原子炉冷却材の漏えいが起こり，定

められた時間内に定められた措置を実施できないこと。  

③ 原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての主給水が停止した場合において，電動補助給水ポ

ンプ又はタービン動補助給水ポンプによる給水機能が喪失すること。  

④ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が１系統のみとなった場合で当該母線への電気

の供給が１つの電源のみとなり，その状態が１５分以上継続すること，又は外部電源喪失が

３時間以上継続すること。  

⑤ 原子炉の停止中に１つの残留熱除去系ポンプの機能が喪失すること。  

⑥ 使用済燃料貯蔵槽の水位が一定の水位まで低下すること。  

⑦ 原子炉制御室その他の箇所からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼす可能性が生じるこ

と。  

⑧ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外との通信のた

めの設備の一部の機能が喪失すること。  

⑨ 重要区域において，火災又は溢水が発生し，安全機器等の機能の一部が喪失するおそれが

あること。  

⑩ 燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失するおそれがあること，又は，燃料被覆

管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失すること。  

⑪ 当該原子炉施設等立地道府県において，震度６弱以上の地震が発生した場合。  

⑫ 当該原子炉施設等立地道府県において，大津波警報が発令された場合。  

⑬ オンサイト統括補佐が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障等が発生した場

合。  

⑭ 当該原子炉施設において新規制基準で定める設計基準を超える外部事象が発生した場合

（竜巻，洪水，台風，火山等）。  

⑮ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあることを

認知した場合など委員長又は委 員長代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合。 

体制構築や情報収

集を行い，住民防

護のための準備を

開始する。 
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施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分にお

ける措置の概要 

①原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生す

ること。 

②原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての給水機能が喪失すること。 

③全ての交流母線からの電気の供給が停止し，かつ，その状態が３０分以上（原子炉施設に

設ける電源設備が実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則第５７条第１項及び実用発電用原子炉及びその附属設備の技術基準に関する規則第７２

条第１項の基準に適合しない場合には，５分以上）継続すること。 

④非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に電気を供給する電源が一とな

る状態が５分以上継続すること。 

⑤原子炉の停止中に，全ての残留熱除去系ポンプの機能が喪失すること。 

⑥使用済み燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと又は当該貯蔵槽の水位を維持できないおそ

れがある場合において，当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。 

⑦ 原子炉制御室の環境が悪化し，原子炉の制御に支障が生じること，又は原子炉若しくは使

用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合において，原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態

を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の機能の一部が喪失するこ

と。  

⑧ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外との通信のた

めの設備の全ての機能が喪失すること。  

⑨ 火災又は溢水が発生し，安全機器等の機能の一部が喪失すること。  

⑩ 原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定時間にわたって通常の運転及び停止中

において想定される上昇率を超えること。  

⑪ 炉心の損傷が発生していない場合において，炉心の損傷を防止するために原子炉格納容器

圧力逃がし装置を使用すること。  

⑫ 燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがある

こと，燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがあること，又は燃料被

覆管の障壁若しくは原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがある場合において原子炉格納容

器の障壁が喪失すること。  

⑬ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の判断基準とし

て政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係

る場合を除く。）。  

⑭ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあること等

放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され，又は放出されるおそれがあり，原子力

事業所周辺において，緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実施を開始す

る必要がある事象が発生すること。 

ＰＡＺ内の住民等 

の避難準備，及び

早 期に実施が必

要な住民避難等の

防護措置を行う。
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全面緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分にお

ける措置の概要 

①原子炉の非常停止が必要な場合において，制御棒挿入により原子炉を停止することができ

ない。 

②原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生し

た場合において，全ての非常用炉心冷却装置による当該原子炉への注水ができないこと。 

③原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての注水機能が喪失した場合において，全ての非常用

炉心冷却装置による当該原子炉への注水ができないこと。 

④原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器の設計上の最高使用圧力又は温度に達す

ること。 

⑤全ての交流母線から電気の供給が停止し，かつ，その状態が１時間以上（原子炉施設に設

ける電源設備が実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規

則第５７条第１項及び実用発電用原子炉及びその附属設備の技術基準に関する規則第７２条

第１項の基準に適合しない場合には，３０分以上）継続すること。 

⑥全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し，かつ，その状態が５分以上継続するこ

と。 

⑦炉心損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射線量又は原子炉容器内の出口温度を検知す

ること。 

⑧ 蒸気発生器の検査その他の目的で一時的に原子炉容器の水位を下げた状態で，当該原子炉

から残留熱を除去する機能が喪失し，かつ，燃料取替用水貯蔵槽からの注水ができないこと。 

⑨使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メートルの水位まで低下す

ること，又は当該水位まで低下しているおそれがある場合において，当該貯蔵槽の水位を測

定できないこと。  

⑩ 原子炉制御室が使用できなくなることにより，原子炉制御室からの原子炉を停止する機能

及び冷温停止状態を維持する機能が喪失すること又は原子炉施設に異常が発生した場合にお

いて，原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常

を表示する警報装置の全ての機能が喪失すること。  

⑪ 燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合において，原子炉格納容器の障

壁が喪失するおそれがあること。  

⑫ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態宣言の判断

基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外

運搬に係る場合を除く。）。  

⑬ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放射性物質又

は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され，又は放出されるおそれがあり，原子力

事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある事象が発生すること。 

ＰＡＺ内の住民避

難等の防護措置を

行うとともに，Ｕ

ＰＺ及び必要に応

じてそれ以遠の周

辺地域において，

放射性物質放出後

の防護措置実施に

備えた準備を開始

する。 放射性物質

放出後は，計測さ

れる空間放射線量

率などに基づく防

護措置を実施す

る。 
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7.2 放射性物質が環境へ放出された場合の防護措置の実施 

京都市は，放射性物質が環境へ放出された場合には，ＵＰＺを中心とした緊急時の環境放射線モ

ニタリング（以下「緊急時モニタリング」という。）による測定結果を，防護措置の実施を判断す

る基準である運用上の介入レベル（以下「ＯＩＬ」という。）に照らし，必要な防護措置を実施す

る。なお，ＯＩＬと防護措置については表 1.7.2 のとおりである。 

（参考）運用上の介入レベル（ＯＩＬ）について Operational Intervention Level の略。 

防護措置の実施を判断する基準として，原子力災害対策指針において設定される，空間放射線量率

や環境資料中の放射性物質の濃度等の原則計測可能な値で表される「運用上の介入レベル」のこと。

 

表 1.7.2  ＯＩＬと防護措置について【原子力災害対策指針 抜粋】 

基準の種類 基準の概要と初期設定値 初期設定値※１ 
防護措置の 

概要 

緊
急
防
護
措
置 

ＯＩＬ１ 

地表面からの放射線，再浮遊
した放射性物質の吸入，不注
意な経口摂取による被ばく
影響を防止するため，住民等
を数時間内に避難や屋内退
避等させるための基準 

500 マイクロシーベルト/時 
（地上１mで計測した場合の空間放射線量率※２）

数時間内を目
途に区域を特
定し，避難等を
実施。（移動が
困難な者の一
時屋内退避を
含む） 

ＯＩＬ４ 

不注意な経口摂取，皮膚汚染
からの外部被ばくを防止す
るため，除染を講じるための
基準 

β線：40,000 cpm※３ 
（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

避難基準に基
づいて避難し
た避難者等を
スクリーニン
グして，基準を
超える際は迅
速に除染。 

β線：13,000 cpm※４【１ヶ月後の値】 
（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

早
期
防
護
措
置 

ＯＩＬ２ 

地表面からの放射線，再浮遊
した放射性物質の吸入，不注
意な経口摂取による被ばく
影響を防止するため，地域生
産物※５の摂取を制限すると
ともに，住民等を 1週間程度
内に一時移転させるための
基準 

 
20 マイクロシーベルト/時 
（地上１mで計測した場合の空間放射線量率※２）

１日内を目途
に区域を特定
し，地域生産物
の摂取を制限
するとともに，
１週間程度内
に一時移転を
実施。 

飲
食
物
摂
取
制
限 
※ 

９ 

飲食物に
係るスク
リーニン
グ基準 

ＯＩＬ６による飲食物の摂
取制限を判断する準備とし
て，飲食物中の放射性核種濃
度測定を実施すべき地域を
特定する際の基準 

 
0.5 マイクロシーベルト/時※６ 
（地上１mで計測した場合の空間放射線量率※２）

数日内を目途
に飲食物中の
放射性核種濃
度を測定すべ
き区域を特定。

ＯＩＬ６ 

経口摂取による被ばく影響
を防止するため，飲食物の摂
取を制限する際の基準 
 

核種※７ 
飲料水 
牛乳・乳製品

野菜類，穀
類，肉，卵，
魚，その他 １週間内を目

途に飲食物中
の放射性核種
濃度の測定と
分析を行い，基
準を超えるも
のにつき摂取
制限を迅速に
実施。 

放射性ヨウ素 
300 ベクレル
/kg 

2,000 ベクレ
ル/kg※８ 

放射性セシウム 
200 ベクレル
/kg 

500 ベクレル
/kg 

プルトニウム及び超
ウラン元素のアルフ
ァ核種 

1 ベクレル
/kg 

10 ベクレル 
/kg 

ウラン 
20 ベクレル 
/kg 

100 ベクレル
/kg 

※１ 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり，地上沈着した放射性核種組成が明確になった時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。 
※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用にあたっては，空間放射線量率計測機器の設置場所における線量率と地上１ｍでの線量率との

差異を考慮して，判断基準の値を補正する必要がある。 
※３ 我が国において広く用いられているβ線の入射窓面積が 20cm2の検出器を利用した場合の計数率であり，表面汚染密度は約 120 ベクレル/cm2 相当となる。他の計測

器を使用して測定する場合には，この表面汚染密度より入射窓面積や検出効率を勘案した計数率を求める必要がある。 
※４ ※３と同様，表面汚染密度は約40ベクレル/cm2相当となり，計測器の仕様が異なる場合には，計数率の換算が必要である。 
※５ 「地域生産物」とは，放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された食品であって，数週間以内に消費されるもの（例えば野菜，該当地域の牧草を

食べた牛の乳）をいう。 
※６ 実効性を考慮して，計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。 
※７ その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際，ＩＡＥＡのＧＳＧ－２におけるＯＩＬ６を参考として数値を設定する。 
※８ 根菜，芋類を除く野菜類が対象。 
※９ ＩＡＥＡでは，ＯＩＬ６に係る飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう，飲食物中の放射性核種濃度の測定が開始されるまでの間に暫定的に飲食物摂取

制限を行うとともに，広い範囲における飲食物のスクリーニング作業を実施する地域を設定するための基準であるＯＩＬ３，その測定のためのスクリーニング基準で
あるＯＩＬ５が設定されている。ただし，ＯＩＬ３については，ＩＡＥＡの現在の出版物において空間放射線量率の測定結果と暫定的な飲食物摂取制限との関係が必
ずしも明確でないこと，また，ＯＩＬ５については我が国において核種ごとの濃度測定が比較的容易に行えることから，放射性核種濃度を測定すべき区域を特定する
ための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。 
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第８節 防災関係機関の事務及び業務の大綱 

 

原子力防災に関し，京都市，京都府，指定地方行政機関，自衛隊，指定公共機関，指定地方公共

機関，公共的団体等の防災関係機関が処理すべき事務又は業務の大綱は，京都市地域防災計画（一

般災害対策編，震災対策編，事故対策編）第１章２節に定める「防災関係機関の処理すべき事務及

び業務の大綱」を基本に，次のとおりとする。 

 

表 1.8.1 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

京都市 １ 広報及び教育・訓練 

２ 通信連絡網の整備 

３ 防護資機材及び防護対策資料の整備 

４ 環境条件の把握 

５ 市災害対策本部等の設置 

６ 災害状況の把握及び伝達等 

７ 汚染状況調査の実施及び京都府への協力 

８ 住民等の退避，避難，立入制限，救助・救急活動等 

９ 京都府が行う被ばく者の診断及び措置に対する協力 

10 汚染飲食物の摂取制限等 

11 水道水の水質管理等 

12 緊急輸送及び必需物資の調達 

13 京都府が行う放射性汚染物質の除去に対する協力 

14 制限措置の解除 

15 損害賠償の請求等に必要な資料の整備 

16 京都府が行う原子力防災に対する協力 

17 原災法及び関係法令等に基づく必要な処置 

京都府 １ 広報及び教育・訓練 

２ 通信連絡網の整備 

３ 観測施設及び緊急時医療施設の整備 

４ 環境条件の把握 

５ 防護資機材及び防護対策資料の整備 

６ 京都府災害対策本部等の設置 

７ 災害状況の把握及び伝達等 

８ 放射性物質による汚染状況調査 

９ 住民の避難（広域輸送）及び立入制限等 

10 被ばく者の診断及び措置 

11 汚染飲食物の摂取制限等 

12 緊急輸送及び必需物資の調達 

13 放射性汚染物質の除去 

14 制限措置の解除 

15 損害賠償の請求等に必要な資料の整備 

16 関係市町の原子力防災に対する指示及び指導助言 

17 原災法及び関係法令等に基づく必要な処置 
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機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

指
定
地
方
行
政
機
関 

近畿農政局 １ 農産物・農地の汚染対策及び除染措置の指導 

近畿経済産業局 １ 原子力発電所の防災に関する指導 

近畿総合通信局 １ 電波及び有線電気通信の監理 

２ 災害時における電気通信の確保及び非常通信の運用管理 

３ 非常通信協議会の育成指導 

中部近畿産業保安監督部近畿支部 １ 原子力発電所の防災に関する指導 

第八管区海上保安本部 １ 海難救助，海上における安全及び治安の確保並びに船舶

交通の規制 

２ 海上におけるモニタリングの支援 

３ 海上における緊急輸送 

大阪管区気象台 １ 気象状況等の把握及び解析 

２ 緊急時モニタリングセンターへの支援 

自衛隊 

（陸上自衛隊第７普通科連隊） 

（陸上自衛隊第４施設団） 

（海上自衛隊舞鶴地方総監部） 

（海上自衛隊第２３航空隊） 

１ モニタリングの支援 

２ 緊急輸送の確保 

指
定
公
共
機
関 

日本赤十字社 

（京都府支部） 

１ 緊急時医療センターの支援 

２ 医療救護班の編成及び派遣 

３ 災害救助等の協力奉仕者の連絡調整 

関西電力株式会社 １ 原子力発電所の安全性の確保 

２ 防災上必要な社内教育及び訓練の徹底 

３ 環境条件の把握及び資料の提供 

４ 防災活動体制の整備 

５ 防災業務設備の整備 

  放射線（能）の観測設備機材，通信連絡設備，放射線防

護機材，消防救助用機材等 

６ 連絡通報体制の整備 

７ 汚染拡大防止措置 

８ 原子力事業者防災業務計画に基づく必要な業務の実施 

９ 原災法及び関係法令等に基づく必要な処置 

10 京都府及び関係市町の実施する原子力防災に対する積極

的な全面協力 

指
定
地
方
公
共
機
関 

一般社団法人京都府医師会 １ 緊急時医療センターの支援 

２ 医療救護班の編成及び派遣 

３ 民間医療機関の医療活動の確保及び調整 

一般社団法人京都府歯科医師会 １ 避難所における避難者の健康対策 

２ 遺体の検視，身元確認及び処理に関する協力 

公益社団法人京都府看護協会 １ 災害時における医療救護の実施 

２ 避難所における避難者の健康対策 

一般社団法人京都府薬剤師会 １ 災害時における医療救護に必要な医薬品の提供 

２ 調剤業務及び医薬品の管理 

一般社団法人京都府バス協会 １ 避難住民等の輸送 

一般社団法人京都府トラック協会 １ 緊急物資の輸送 

公
共
的
団
体

農業協同組合 

森林組合 

漁業協同組合 

１ 汚染農産物等の出荷制限等応急対策の指導 

２ 食料供給支援 

３ 有線放送設備等を利用しての広報活動等の協力 
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原子力施設においては，原子力災害の発生を未然に防止するため，「核原料物質，

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」，「原災法」に基づき，原子力災害予防

対策が講じられている。 しかし，原子力災害予防対策を講じているにも関わらず，

原子力災害が発生した場合には，京都市は原子力事業者，国，京都府等と連携し，

災害の状況に応じた最適な防護対策を実施し，住民の健康，生活基盤及び環境への

影響を最小限に抑えられるよう，行動しなければならない。 

これらの行動が，災害の状況に応じて有効に機能するためには，平時から，緊急

時の体制や計画を適切に整備し，訓練等によって円滑に実行できるように，十分な

準備をしておく必要がある。 

本章では，災対法及び原災法に基づき実施する緊急事態応急体制の整備，市民等

に対する知識の普及啓発，防災業務関係者の人材育成，防災訓練の実施等，原子力

災害予防体制の整備及び原子力災害の事前対策について定める。 

第

２

章

原
子
力
災
害
事
前
対
策

 

第２章 原子力災害事前対策 
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第１節 原子力事業者の防災業務計画に関する意見提出 

及び防災要員の現況等の届出の受領 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

1.1 防災業務計画への

意見提出 

行財政局 

（防災危機管理室）

1.1.1 防災業務計画への意見提出 

1.2 原子力防災要員の

現況等の届出の受領 

1.2.1 原子力防災要員の現況等の届出の受領 

 

1.1 防災業務計画への意見提出 

 

1.1.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，関西電力株式会社（以下「関西電力（株）」と

いう。）が作成又は修正しようとする大飯発電所防災業務計画について，原災法第７条第２項の

規定に基づき，京都府から意見聴取を受けた時は,京都市地域防災計画と整合性を保つ等の観点

から，速やかに意見を文書で回答する。 

 

 

1.2 原子力防災要員の現況等の届出の受領 

 

1.2.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，関西電力（株）が京都府に届け出た原子力防災

組織の原子力防災要員の現況，原子力防災管理者又は副原子力防災管理者の選任又は解任，放射

線測定設備及び原子力防災資機材の現況について，原災法第８条第４項，第９条第６項及び第

１１条第４項の規定に基づき，京都府から届出の写しを受領する。 

 

 

 

第２節 立入検査と報告の徴収 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

2.1 立入検査の実施結

果の受領 

行財政局 

（防災危機管理室） 

2.1.1 立入検査の実施結果の受領 

 

2.1 立入検査の実施結果の受領 

 

2.1.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，京都府が行う関西電力（株）からの報告の徴収

及び立入検査の実施結果の概要について，通知を受けるものとする。 
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第３節 原子力防災専門官との連携 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

3.1 原子力防災専門官

との連携 

行財政局 

（防災危機管理室） 

3.1.1 原子力防災専門官との連携 

 

3.1 原子力防災専門官との連携 

 

3.1.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，地域防災計画（原子力災害対策編）の修正，関

西電力㈱の防災体制に関する情報の収集及び連絡，地域ごとの防災訓練の実施，住民に対する原

子力防災に関する情報伝達，事故時の連絡体制，防護対策（避難計画の策定を含む。），広域連携

などを含めた緊急時の対応等について，平常時から原子力防災専門官と密接な連携を図り，実施

する。 

 

 

 

第４節 迅速かつ円滑な災害応急体制の整備 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

4.1 迅速かつ円滑な災

害応急体制の整備 

各局・区役所 4.1.1 防災関係機関，企業等との連携の強

 化 

4.1.2 公共用地等の有効活用 

 

4.1 迅速かつ円滑な災害応急体制の整備 

 

4.1.1 防災関係機関，企業等との連携の強化 

京都市《各局・区役所》は，平常時から防災関係機関，企業等との間で協定を締結するなど連

携強化を進めることにより，災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよ

うに努める。 

 

4.1.2 公共用地等の有効活用 

京都市《各局・区役所》は，避難所，備蓄等の応急体制の整備にあたり，国，京都府と連携し，

公共用地，国有財産の有効活用を図る。 
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第５節 情報の収集・連絡体制等の整備 

京都市は，国，京都府，関西電力（株），その他防災関係機関と原子力防災体制に関する情報の

収集及び連絡を円滑に行うため，次に掲げる事項について体制等を整備しておく。 

 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

5.1 情報の収集・

連絡体制の整備 

行財政局 

（防災危機管理室）

5.1.1 防災関係機関等との連携体制の強化 

5.1.2 機動的な情報収集体制の整備 

5.1.3 情報収集・連絡要員の派遣体制の整備 

5.1.4 非常通信協議会との連携 

5.1.5 移動通信系の活用体制の整備 

5.1.6 関係機関等から意見聴取等ができる仕組み 

の構築 

5.2 情報の分析

整理 

行財政局 

（防災危機管理室）

5.2.1 人材の育成・確保及び専門家の活用体制の整

 備 

5.2.2 原子力防災関連情報の収集・蓄積及び情報の

データベース化等の推進 

5.2.3 防災対策上必要とされる資料の整備，更新，

配備，管理 

5.3 通信手段・経

路の多様化等 

行財政局 

（防災危機管理室）

5.3.1 防災行政無線の整備・拡充 

5.3.2 災害に強い伝送路の構築 

5.3.3 衛星携帯電話等の活用 

5.3.4 災害時優先電話等の活用 

5.3.5 通信輻輳の防止 

施設管理者 
5.3.6 非常用電源等の確保 

5.3.7 通信設備等の保守点検の実施 

 

5.1 情報の収集・連絡体制の整備 

 

5.1.1 防災関係機関等との連携体制の強化 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国，京都府，関西広域連合，関西電力（株），その

他防災関係機関との間において確実な情報の収集・連絡に係る要領を作成し，国，京都府，関西

電力㈱，その他関係機関等に周知するとともに，これらの防災拠点間における情報通信のための

ネットワークを強化する。 

 

5.1.2 機動的な情報収集体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，機動的な情報収集活動を行うため，国及び京都府

と協力し，ヘリコプターや車両など多様な情報収集手段を活用できる体制の整備を図る。 

 

5.1.3 情報収集・連絡要員の派遣体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡の重要性に

鑑み，発災現場の状況等について情報の収集・連絡にあたる要員をあらかじめ指定しておくなど

職員派遣体制の整備を図る。 
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5.1.4 非常通信協議会との連携 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，非常通信協議会と連携し，非常通信体制の整備，

有線・無線通信システムの一体的運用及び応急対策等緊急時の重要通信の確保に関する対策の推

進を図る。 

 

5.1.5 移動通信系の活用体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，関係機関と連携し，移動系防災無線，消防無線，

携帯電話，タクシー無線等の業務用移動通信，警察無線等による移動通信系の活用体制の整備を

図る。 

 

5.1.6 関係機関等から意見聴取等ができる仕組みの構築 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，災害対策本部に意見聴取・連絡調整等のため，関

係機関等の出席を求めることができる仕組みの構築に努める。 

 

 

5.2 情報の分析整理 

 

5.2.1 人材の育成・確保及び専門家の活用体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，収集した情報を的確に分析整理するための人材の

育成・確保に努めるとともに，必要に応じ専門家の意見を活用できるよう必要な体制の整備に努

める。 

 

5.2.2 原子力防災関連情報の収集・蓄積及び情報のデータベース化等の推進 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，平常時より原子力防災関連情報の収集・蓄積に努

める。また，それらの情報について関係機関の利用の促進が円滑に実施されるよう国及び京都府

とともに情報のデータベース化，オンライン化，ネットワーク化についてその推進に努める。 

 

5.2.3 防災対策上必要とされる資料の整備，更新，配備，管理 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国，京都府，関西電力（株）及びその他関係機関

と連携して応急対策の的確な実施に資するため，以下のような大飯発電所に関する資料，社会環

境に関する資料，放射性物質及び放射線の影響予測に必要となる資料，防護資機材等に関する資

料を適切に整備し，定期的に更新するとともに，災害対策本部の設置予定施設及び緊急事態応急

対策等拠点施設（以下「対策拠点施設」という。）に適切に備え付けるとともに，これらを確実

に管理する。 
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表 2.5.1 整備を行うべき資料 

① 大飯発電所に関する資料 ア 大飯発電所防災業務計画 

イ 大飯発電所の施設の配置図 

② 社会環境に関する資料 ア 種々の縮尺の周辺地図 

イ 周辺地域の人口，世帯数 

ウ 周辺一般道路，高速道路，林道，農道，鉄道及びヘリポー

ト等交通手段に関する資料 

エ 避難所及び屋内退避に適するコンクリート建物に関する

資料及びあらかじめ定める避難計画 

オ 周辺地域の配慮すべき施設（幼稚園，学校，診療所，病院，

社会福祉施設等）に関する資料 

カ 拠点となる被ばく医療機関に関する資料 

キ 対策拠点施設周辺地域の飲料水，食料及び機器保守サービ

スの調達方法 

③ 放射性物質及び放射線の

影響予測に関する資料 

ア 周辺地域の気象資料 

イ 線量推定計算に関する資料 

ウ 平常時環境放射線モニタリングに関する資料 

エ 周辺地域の水源地，飲料水供給施設状況等に関する資料 

オ 農林水産物の生産及び出荷状況 

④ 防護資機材等に関する資

料 

 

ア 防護資機材の備蓄・配備状況 

イ 避難用車両の状況 

ウ 安定ヨウ素剤等医療活動用資機材の備蓄・配備状況 

⑤ 緊急事態発生時の組織及

び連絡体制に関する資料 

ア 関西電力（株）を含む防災関係機関の緊急時対応組織に関

する資料 

イ 関西電力（株）との緊急事態発生時の連絡体制(報告基準，

連絡様式，連絡先，連絡手段等) 

ウ 状況確認及び対策指示のための関係機関の連絡体制表 

⑥ 避難に関する資料 ア ＵＰＺにおける各地域の避難計画 

イ 避難所運用体制 

 

 

5.3 通信手段・経路の多様化等 

京都市は，国及び京都府と連携し，原子力防災対策を円滑に実施するため，大飯発電所からの状

況報告や関係機関相互の連絡が迅速かつ正確に行われるよう，緊急時における通信手段及び経路の

多様化を図る。 

また，電気通信事業者に対する移動基地局車両の派遣要請などの緊急措置について，事前調整する

ものとする。 

 

5.3.1 防災行政無線の整備・拡充 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，防災行政無線の整備・拡充に努める。 

 

5.3.2 災害に強い伝送路の構築 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国及び京都府と連携し，災害に強い伝送路を構築
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するため，有線系・無線系，地上系・衛星系等による伝送路の多ルート化及び関連装置の二重化

の推進を図る。 

 

5.3.3 衛星携帯電話等の活用 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，通信衛星を活用した通信手段を確保するため，衛

星携帯電話等の活用に努める。 

 

5.3.4 災害時優先電話等の活用 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，電気通信事業者により提供されている災害時優先

電話等の効果的な活用に努める。 

 

5.3.5 通信輻輳の防止 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，移動通信系の運用においては，通信輻輳時の混信

等の対策に十分留意しておく。 

このため，あらかじめ非常時における運用計画を定めておくとともに関係機関の間で運用方法

について十分な調整を図る。この場合，周波数割当等による対策を講じる必要が生じた時には，

国（総務省）と事前の調整を実施する。 

 

5.3.6 非常用電源等の確保 

京都市《施設管理者》は，庁舎等が停電した場合に備え，耐震性や浸水への対応を考慮した非

常用電源設備の整備を図る。 

 

5.3.7 通信設備等の保守点検の実施 

京都市《行財政局（防災危機管理室），施設管理者》は，通信設備，非常用電源設備等につい

て，保守点検を実施し，適切な管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



原子力災害対策編 第２章 原子力災害事前対策 

- 23 - 

 

第６節 緊急事態応急体制の整備 

京都市は，原子力災害時の応急対策活動を効果的に行うため，以下に揚げる緊急事態応急体制に

係る事項について検討するとともに，あらかじめ必要な体制を整備する。 

また，検討結果等については，第３章「緊急事態応急対策」に反映させる。 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

6.1 警戒態勢をとるため

に必要な体制等の整備 

行財政局（防災危機管理室） 

各局・区役所 

6.1.1 警戒態勢をとるための必要

な体制の整備 

行財政局（防災危機管理室） 

6.1.2 対策拠点施設における立ち

上げ準備体制の整備 

6.1.3 現地事故対策連絡会議への

職員派遣体制の整備 

6.2  災害対策本部の設

置・運営方法の整備 

行財政局（防災危機管理室） 

各局・区役所 

6.2.1 災害対策本部の設置・運営

方法の整備 

6.3 対策拠点施設におけ

る原子力災害合同対策協

議会等の体制の整備 

行財政局（防災危機管理室） 6.3.1 対策拠点施設における原子

力災害合同対策協議会等の体制

の整備 

6.4 長期化に備えた動員

体制等の整備 

各局・区役所 6.4.1 長期化に備えた動員体制等

の整備 

6.5 防災関係機関相互の

連携体制の強化 

防災関係機関 6.5.1 防災関係機関相互の連携体

制の強化 

行財政局（防災危機管理室） 6.5.2 国又は京都府に必要な助言

を求めるための準備 

6.6 消防の相互応援体制

及び緊急消防援助隊の派

遣要請体制の整備 

消防局 6.6.1 消防の相互応援体制及び緊

急消防援助隊の派遣要請体制の

整備 

6.7 自衛隊との連携体制

の整備 

行財政局（防災危機管理室） 6.7.1 自衛隊との連携体制の整備

6.8 広域的な応援協力体

制の拡充・強化 

6.8.1 広域的な応援協力体制の拡

充・強化 

6.9 モニタリング体制等

の整備 

行財政局（防災危機管理室） 

環境政策局 

産業観光局 

保健福祉局 

関係区役所 

消防局 

上下水道局 

6.9.1 環境放射線モニタリング体

制の整備 

行財政局（防災危機管理室） 
6.9.2 緊急時モニタリングへの協

力体制の整備 

6.10 専門家の派遣要請手

続きの整備 

行財政局（防災危機管理室） 6.10.1 専門家の派遣要請手続き

の整備 

6.11 放射性物質による環

境汚染への対処のための

体制整備 

行財政局（防災危機管理室） 

各局・区役所 

6.11.1 放射性物質による環境汚

染への対処のための体制整備 

6.12 複合災害に備えた体

制の整備 

行財政局（防災危機管理室） 6.12.1 複合災害に備えた体制の

整備 

6.13 人材及び防災資機材

の確保等に係る連携 

6.13.1 人材及び防災資機材の確

保等に係る連携 



原子力災害対策編 第２章 原子力災害事前対策 

- 24 - 

 

6.1 警戒態勢をとるために必要な体制等の整備 

 

6.1.1 警戒態勢をとるための必要な体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室），各局・区役所》は，大飯発電所等から以下に掲げる大

飯発電所に係る連絡を受けた場合，速やかに職員の非常参集，情報の収集・連絡が行えるよう，

原子力災害対策のための警戒態勢をとるためのマニュアル等の作成など必要な体制を整備する。 

（１）情報収集事態※１に関する情報連絡 

（２）警戒事態※２発生に関する情報連絡 

（３）施設敷地緊急事態※３発生に関する情報連絡 

（４）全面緊急事態※４の発生及び原子力緊急事態宣言※４発出の連絡 

 

表 2.6.1 京都市の警戒態勢 

災害の状況 
警戒態勢 

設置する本部 本部長 

※１ 

情報収集事

態 

・原子力施設等立地市町村（おおい町）で震度５弱又
は震度５強の地震が発生した場合（原子力施設等立地
道府県において震度が６弱以上であった場合を除
く。） 

原子力災害 

情報連絡本部 

防災危機管

理室長 

※２ 

警戒事態 

・原子力施設等立地道府県（福井県）において，震度
６弱以上の地震が発生した場合及び大津波警報が発
令された場合 
・原子力災害対策指針及び大飯発電所原子力防災業務
計画で定める原子力施設で重要な故障等が発生した
場合 
（原子力災害対策指針の「警戒事態を判断するＥＡＬの枠組
み」に基づき，関西電力㈱が大飯発電所防災業務計画に定め
ている警戒事態のＥＡＬの事象が発生した場合をいう。） 

原子力災害 

警戒本部 
危機管理監 

※３ 

施設敷地緊

急事態 

・原子力災害対策指針の「施設敷地緊急事態を判断す
るＥＡＬの枠組み」に基づき，関西電力㈱が大飯発電
所防災業務計画に定めている施設敷地緊急事態のＥ
ＡＬの事象が発生した場合 
（原災法第１０条に基づき，関西電力㈱が国，関係公共機関
へ通報を行うべき事象が発生した場合をいう。） 

災害対策本部 市長 
※４ 

全面緊急事

態（原子力緊

急事態宣言の

発出） 

・原子力災害対策指針の「全面緊急事態を判断するＥ
ＡＬの枠組み」に基づき，関西電力㈱が大飯発電所防
災業務計画に定めている全面緊急事態のＥＡＬの事
象が発生した場合 
（原災法第１５条の規定により，内閣総理大臣が原子力緊急
事態宣言を発出する事象が発生した場合をいう。） 

 

6.1.2 対策拠点施設における立ち上げ準備体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の連絡等を受

けた場合，直ちに国及び京都府と協力して，対策拠点施設における立ち上げ準備を行えるよう，

原子力災害合同対策協議会の事務局機能班への参画準備等，あらかじめ職員の派遣体制，必要な

資機材等を整備する。 

 

6.1.3 現地事故対策連絡会議への職員派遣体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国が現地事故対策連絡会議を対策拠点施設におい
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て開催する際，これに市の職員を迅速に派遣するため，あらかじめ派遣職員を指定するとともに，

対策拠点施設への派遣手段等を定めておく。 

 

 

6.2 災害対策本部の設置・運営方法の整備 

 

6.2.1 京都市《行財政局（防災危機管理室），各局・区役所》は，市長を本部長とする災害対策本

部を迅速・的確に設置・運営するため，災害対策本部の設置場所，職務権限，本部の組織・所掌

事務，職員の参集配備体制，本部運営に必要な資機材の調達方法等についてあらかじめ定めてお

く。また，必要に応じて，現地災害対策本部についても同様の準備をあらかじめ行う。 

京都市《行財政局（防災危機管理室），各局・区役所》は，迅速な防護対策の実施が必要とな

った場合に備え，防護対策の指示を行なうための体制についてあらかじめ定めておく。この際の

意思決定については判断の遅滞がないよう，意思決定者への情報の連絡及び指示のための情報伝

達方法と，意思決定者不在時の代理者をあらかじめ取り決めておく。 

 

 

6.3 対策拠点施設における原子力災害合同対策協議会等の体制の整備 

 

6.3.1 京都市は，原災法第１５条に基づく原子力緊急事態宣言発出後は，同法第２３条により，

当該原子力緊急事態に関する情報を交換し，それぞれが実施する緊急事態応急対策について相互

に協力するため，国，京都府，他の府内関係市町及び福井県等とともに原子力災害合同対策協議

会を組織するものとする。なお，同協議会は，対策拠点施設に設置することとされている。 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，原子力災害合同対策協議会に派遣する職員及びそ

の派遣方法等について，地域の実情等を勘案し，原子力防災専門官等と連携して定めておく。 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，対策拠点施設において，原子力災害合同対策協議

会のもとにモニタリング情報の把握，医療関係情報の把握，住民避難・屋内退避の状況の把握等

を担う機能班に配置する職員及びその役割，権限等について，あらかじめ原子力防災専門官等と

協議して定めておく。 

（参考）【京都府防災計画 第 2編 第 7章 3．】 

原子力災害合同対策協議会は，国の現地災害対策本部，京都府，府内関係市町及び福井県等のそれぞ

れの災害対策本部の代表者，指定公共機関の代表者及び関西電力（株）の代表者又は代表者から権限

を委任された者から構成され，原子力安全基盤機構，放射線医学総合研究所，日本原子力研究開発機

構等の専門家が必要に応じ出席することとされている。（中略） 

 また，対策拠点施設において，原子力災害合同対策協議会のもとにモニタリング情報の把握，医療

関係情報の把握，住民避難・屋内退避の状況の把握等を担う機能班を設け，国，京都府，府内関係市

町，福井県等及び関西電力（株）等のそれぞれの職員を配置することとされており，京都府はそれぞ

れの機能班に配置する職員及びその役割，権限等について，あらかじめ原子力防災専門官等と協議し

て定めておくものとされている。 

 
 
6.4 長期化に備えた動員体制等の整備 

 

6.4.1 京都市《各局・区役所》は，国，京都府及び関係機関等と連携し，事態が長期化した場合

に備え，職員の動員及び応援体制をあらかじめ整備する。 
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6.5 防災関係機関相互の連携体制の強化 

 

6.5.1 京都市《防災関係機関》は，平常時から原子力防災専門官をはじめとする国，京都府，自

衛隊，警察，消防，指定公共機関，指定地方公共機関，関西電力（株），その他の関係機関と原

子力防災体制について相互に情報交換し，各防災関係機関の役割分担をあらかじめ定め，相互の

連携体制の強化に努める。 

 

6.5.2 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，屋内退避又は避難の勧告又は指示を行う際に，

国又は京都府に必要な助言を求めることができるよう，連絡調整窓口，連絡の方法を取り決めて

おくとともに，連絡先の共有を徹底しておくなど，必要な準備を整えておく。 

 

 

6.6 消防の相互応援体制及び緊急消防援助隊の派遣要請体制の整備 

 

6.6.1 京都市《消防局》は，消防の応援に関する協定の締結を促進するなど，消防相互応援体制

の整備，緊急消防援助隊の充実強化に努めるとともに，他の自治体の緊急消防援助隊の迅速な派

遣要請のための手順，受け入れ体制，連絡調整窓口，連絡の方法の整備に努める。 

 

 

6.7 自衛隊との連携体制の整備 

 

6.7.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，京都府知事に対し，自衛隊への派遣要請を迅速

に行えるよう，あらかじめ要請の手順，連絡調整窓口，連絡の方法を取り決めておくとともに，

連絡先の徹底，受入体制の整備等必要な準備を整えておくよう求める。 

また，適切な役割分担を図るとともに，自衛隊の災害派遣が必要な状況及び分野（救急，救助，

応急医療，緊急輸送等）について，平常時よりその想定を行っておく。 

 

 

6.8 広域的な応援協力体制の拡充・強化 

 

6.8.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国，京都府と協力し，広域的な応援協力体制

の拡充・強化を図るため,市町村間の応援協定締結の促進を図るなど，必要な準備を整える。 

また，京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，関西電力（株）と緊急時における協力の内

容等についてあらかじめ調整を行うほか，京都府，関西広域連合及び他の地方公共団体への応援

要請が迅速に行えるよう，要請の手順，連絡調整窓口，連絡の方法等を取り決めておくとともに，

連絡先の徹底等，必要な準備を整えておく。 

 

 

6.9 モニタリング体制等の整備 

 

6.9.1 環境放射線モニタリング体制の整備 

京都市《環境政策局，産業観光局，保健福祉局，関係区役所，消防局，上下水道局》は，別に

定める計画に基づき，環境放射線モニタリングを行う。 
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また，京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，京都府が実施する平常時の環境放射線モニ

タリングに協力するとともに,モニタリング結果に関する資料等の整理に努める。 

 

6.9.2 緊急時モニタリングへの協力体制の整備 

緊急時モニタリングのために，国の統括の下，緊急時モニタリングセンターが設置される。 

同センターは，国（原子力規制委員会及び関係省庁），関係府県（ＰＡＺを含む府県及びＵＰ

Ｚを含む府県をいう。），原子力事業者及び関係指定公共機関等の要員により構成されるため，

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，緊急時モニタリングに協力するとともに，京都府等

の関係機関との連携体制を構築しておく。 

 

 

6.10 専門家の派遣要請手続きの整備 

 

6.10.1  京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国，関西電力（株）又は京都府より警戒事

態又は施設敷地緊急事態発生の連絡を受けた場合に備え，京都市防災会議専門委員等の専門家か

ら京都市の対応策についての指導・助言を受けるための要領ををあらかじめ定めておくとともに，

関西電力㈱から施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合に備え，必要に応じて，国に対し専門

的知識を有する職員の派遣を要請するための手続きをあらかじめ定めておく。 

 

 

6.11 放射性物質による環境汚染への対処のための体制整備 

 

6.11.1 京都市《行財政局（防災危機管理室），各局・区役所》は，国，京都府，関西電力（株）

及びその他の関係機関とともに，放射性物質による環境汚染への対処について，必要な体制整備

を行う。  

 

 

6.12 複合災害に備えた体制の整備 

 

6.12.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国及び京都府と連携し，複合災害（同時又は

連続して２以上の災害が発生し，それらの影響が複合化することにより，被害が深刻化し，災害

応急対応が困難になる事象）の発生可能性を認識し，備えの充実を図る。 

また，災害対応にあたる要員，資機材等について，後発災害の発生が懸念される場合には，先

発災害に多くを動員し後発災害に不足が生じるなど，望ましい配分ができない可能性があること

に留意しつつ，要員・資機材の投入判断を行うよう対応計画にあらかじめ定めるとともに，外部

からの支援を早期に要請することも定めておく。 

 

 

6.13 人材及び防災資機材の確保等に係る連携 

 

6.13.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，地震等による大規模な自然災害等との複合災

害の発生により，防災活動に必要な人員及び防災資機材が不足するおそれがあることを想定し，

人材及び防災資機材の確保等において，国，京都府,指定公共機関及び関西電力（株）と相互の
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連携を図る。 

 

図 2.6.1 情報収集事態発生時の連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6.2 警戒事態発生時の連絡系統図 
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図 2.6.3 施設敷地緊急事態発生通報時の連絡系統図 
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第７節 避難収容活動体制の整備 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

7.1 ＵＰＺ内におけ

る避難計画の作成 

行財政局（防災危機管理室） 7.1.1 ＵＰＺ内における避難計画の作成 

7.2 避難所等の整備 行財政局（防災危機管理室） 7.2.1 避難所等の把握，設備の整備 

7.2.2 避難誘導用資機材，移送用資機材・

車両等の整備 

区役所 7.2.3 コンクリート屋内退避施設の把握 

行財政局（防災危機管理室） 7.2.4 広域一時滞在に係る手順等の作成 

都市計画局 7.2.5 応急仮設住宅の供給体制の整備 

行財政局（防災危機管理室） 7.2.6 被災者支援の仕組みの整備 

行財政局（防災危機管理室）

保健福祉局 

区役所 

教育委員会 

7.2.7 要配慮者に配慮した避難所等の整備 

 等 

行財政局（防災危機管理室） 7.2.8 備蓄施設の確保及び物資の備蓄 

7.3 避難行動要支援

者等に関する措置 

行財政局（防災危機管理室）

保健福祉局 

区役所 

消防局 

7.3.1 避難行動要支援者に関する情報把

握，避難支援・安否確認体制の整備 

7.3.2 要配慮者の避難誘導・移送体制の整

 備 

7.4 不特定多数の者

が利用する施設に

おける避難計画の

作成 

行財政局（防災危機管理室）

区役所 

消防局 

7.4.1 不特定多数の者が利用する施設にお

ける避難計画の作成 

7.5  病院等医療機

関，社会福祉施設，

学校等施設におけ

る避難計画の作成 

保健福祉局 7.5.1 病院等医療機関における避難計画の

作成 

7.5.2 社会福祉施設における避難計画の作 

 成 

保健福祉局 

教育委員会 

7.5.3 学校等施設における避難計画の作成 

7.6 住民等の避難状

況の確認体制の整

備 

区役所 

消防局 

7.6.1 住民等の避難状況の確認体制の整備 

7.7 居住地以外の市

町村に避難する被

災者に関する情報

を共有する仕組み

の運用 

行財政局（防災危機管理室） 7.7.1 居住地以外の市町村に避難する被災

者に関する情報を共有する仕組みの運用 

7.8 警戒区域を設定

する場合の計画の

策定 

行財政局（防災危機管理室） 

区役所 

消防局 

7.8.1 警戒区域を設定する場合の計画の策 

 定 

7.9 避難所・避難方

法等の周知 

行財政局（防災危機管理室） 

区役所 

消防局 

7.9.1 避難所・避難方法等の周知 

 

7.10 家庭動物の飼

養場所の確保 

行財政局（防災危機管理室） 

保健福祉局 

区役所 

7.10.1 家庭動物の飼養場所の確保 
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7.1 ＵＰＺ内における避難計画の作成 

 

7.1.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国，京都府及び関西電力（株）の協力のもと，

ＵＰＺ内における屋内退避及び避難誘導の計画（以下「避難計画」という。）を作成する。 

避難計画の作成に際しては，原子力災害対策指針に基づき，段階的な避難やＯＩＬに基づく防

護措置を実施するまでの間は屋内退避を行うことを原則とする。 

また，避難先からの更なる避難を避けるため，避難先は防護措置を重点的に実施すべき区域外

とする。 

なお，地域コミュニティの維持に着目し，同一地区の住民の避難先は同一地域に確保するよう，

努めるものとする。 

（参考）【京都府防災計画 第 2編 第 8章 1．（抜粋）】 

京都府は，府内関係市町に対し，国，関係機関及び関西電力（株）の協力のもと，屋内退避及び避難誘導

計画の作成について支援するものとされている。 （中略） 

なお，原子力災害対策指針に基づく広域避難計画作成に当たっての基本的な考え方は次のとおりとされ

ている。 

①国及び府が中心となって関西広域連合又は他の都道府県との調整や市町村の間の調整を図る。（以下略）

 

 

7.2 避難所等の整備 

 

7.2.1 避難所等の把握，設備の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，京都市地域防災計画震災対策編「第２章第７節 避

難所運営体制の整備」に基づき指定する避難所の中から，原子力災害時における避難に適した施

設を把握しておく。 

 また，避難所については，必要に応じ，衛生管理等避難生活の環境を良好に保つための設備の

整備に努める。 

 

7.2.2 避難誘導用資機材，移送用資機材・車両等の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，京都府等と連携し，住民等の避難誘導・移送に必

要な資機材・車両等の整備に努める。 

 

7.2.3 コンクリート屋内退避施設の把握 

京都市《区役所》は，コンクリート屋内退避施設についてあらかじめ調査し，具体的なコンク

リート屋内退避施設の把握に努める。 

 

7.2.4 広域一時滞在に係る避難・受入れ方法等の手順等の作成 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，京都府及び関西広域連合と連携し，大規模広域災

害時に市町村の区域を越える避難（以下「広域避難」という。）が円滑に行われるよう，他の地

方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定を締結するなど，発災時の具体的な避難・受入方法

を含めた手順等を定めるよう努める。 

また，他の市町村からの被災者を受け入れることができるよう，広域一時滞在に対応できる施

設をあらかじめ定めておくよう努める。 

 

7.2.5 応急仮設住宅の供給体制の整備 

京都市《都市計画局》は，国，京都府，企業等と連携を図りつつ，応急仮設住宅の建設に要す

る資機材に関し，供給可能量を把握するなど，調達・供給体制の整備に努める。また，災害に対
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する安全性に配慮しつつ，応急仮設住宅の用地に関し，建設可能な用地を把握するなど，供給体

制の整備に努める。 

 

7.2.6 被災者支援の仕組みの整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，平常時から，被災者支援の仕組みを担当する局区

を明確化し，被災者支援の仕組みの整備等に努める。 

 

7.2.7 要配慮者に配慮した避難所等の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室），保健福祉局，区役所，教育委員会》は，京都府と連携

し，避難所において，要配慮者（高齢者，障害者，外国人，乳幼児，妊産婦，傷病者，入院患者

等をいう。以下，同じ。）に配慮した避難の実施に必要な施設・設備の整備に努めるとともに，

福祉避難所の指定を進める。 

 

7.2.8 備蓄施設の確保及び物資の備蓄 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，備蓄施設の確保及び避難生活に必要な物資等の備

蓄に努めるとともに，避難所等における備蓄のためのスペース，通信設備の整備等に努める。 

 

 

7.3 避難行動要支援者等に関する措置 

 

7.3.1 京都市《行財政局（防災危機管理室），保健福祉局，区役所，消防局》は，ＵＰＺ内の避難

行動要支援者を適切に避難誘導し，安否確認等を行うための措置を定める。 

（１）避難行動要支援者に関する情報の把握 

京都市《保健福祉局》は，平常時より，ＵＰＺ内の避難行動要支援者に関する情報を把握し，

避難行動要援護者名簿を作成する。また，同名簿については居住状況や避難支援を必要とする

事由を適切に反映したものとなるよう定期的に更新する。 

（２）避難行動要支援者の安否確認体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室），保健福祉局，区役所，消防局》は，自主防災組織等

の地域関係団体や民生委員・児童委員等の避難支援関係者となる方に対し，（ＵＰＺ内）の避

難行動要支援者本人の同意を得たうえで，あらかじめ避難行動要支援者に関する情報提供を行

うなど，災害発生後の迅速な避難支援・安否確認体制の充実を図る。 

なお，情報の提供に当たっては，漏えい防止措置を講じ，適切な情報管理を行う。 

（参考） 

○要配慮者（原子力災害対策指針及び防災基本計画（第１２編 原子力災害対策編 要約） 

  高齢者，障害者，外国人，乳幼児，妊産婦，傷病者，入院患者等，避難誘導及び避難所等において

配慮を要するものをいう。 

○避難行動要支援者（改正災害対策基本法 第４９条の１０第１項 要約） 

  高齢者，障害者，乳幼児その他特に配慮を要する者（要配慮者）のうち，災害が発生し，又は災害

が発生するおそれがある場合に，自ら避難することが困難な者であって，その円滑かつ迅速な避難の

確保を図るため特に支援を要するものをいう。 

○避難行動要支援者名簿（改正災害対策基本法 第４９条の１０第１項 要約） 

  避難行動要支援者について避難の支援，安否の確認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災

害から保護するために必要な措置（以下「避難支援等」という。）を実施するための基礎とする名簿

をいう。地域防災計画で定めるところにより，避難行動要支援者名簿を作成しておくこととされてい

る。 
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7.3.2 要配慮者の避難誘導・移送体制の整備 

京都市《行財政局(防災危機管理室)，保健福祉局，区役所》は，ＵＰＺ内の要配慮者及び一時

滞在者への対応を強化するため，必要に応じて避難誘導や搬送・受入体制の整備を行う。 

なお，避難誘導にあたっては，放射線の影響を受けやすい乳幼児等について十分配慮する。 

 

 

7.4 不特定多数の者が利用する施設における避難計画の作成 

 

7.4.1 ＵＰＺ内の不特定多数の者が利用する施設の管理者は，京都市《行財政局（防災危機管理

室），区役所，消防局》と連携し，避難誘導に係る計画の作成及び訓練の実施に努める。 

 

 

7.5 病院等医療機関，社会福祉施設，学校等施設における避難計画の作成 

 

ＵＰＺ内に以下の施設が設置された場合は，避難計画を作成する。 

 

7.5.1 病院等医療機関における避難計画の作成 

病院等医療機関の管理者は，京都市《保健福祉局》と連携し，原子力災害時における避難所（転

院先），避難経路，誘導責任者，誘導方法，患者の移送に必要な資機材の確保，避難時における

医療の維持方法等についての避難計画を作成する。 

 

7.5.2 社会福祉施設における避難計画の作成 

介護保険施設，障害者支援施設等の社会福祉施設の管理者は，京都市《保健福祉局》と連携し，

原子力災害時における避難所，避難経路，誘導責任者，誘導方法，入所者等の移送に必要な資機

材の確保，関係機関との連携方策等についての避難計画を作成する。特に，入所者等の避難誘導

体制に配慮した体制の整備を図る。 

 

7.5.3 学校等施設における避難計画の作成 

学校等施設の管理者は，京都市《保健福祉局，教育委員会》と連携し，原子力災害時における

園児，児童，生徒及び学生の安全を確保するため，避難場所，避難経路，誘導責任者，誘導方法

等についての避難計画を作成する。 

また，京都市《保健福祉局，教育委員会》は，災害発生時における幼稚園・保育所・認定こど

も園等及び小学校の園児又は児童の安全で確実な避難のため，各施設が保護者との間で，災害発

生時における園児の保護者への引渡しに関するルールをあらかじめ定めるよう促す。 

 

 

7.6 住民等の避難状況の確認体制の整備 

 

7.6.1 京都市《区役所，消防局》は，屋内退避，避難の勧告又は指示等を行った場合において，住

民等の避難状況を的確に確認するための体制をあらかじめ整備しておく。 

なお，避難状況の確実な把握に向けて，京都市が指定した避難所等以外に避難した場合には区

の災害対策本部に居場所と連絡先を連絡するよう周知する。 
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7.7 居住地以外の市町村に避難する被災者に関する情報を共有する仕組みの運用 

 

7.7.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，居住地以外の市町村に避難する被災者に対して

必要な情報や支援・サービスを容易かつ確実に受け渡すことができるよう，京都府が整備する被

災者の所在地等の情報を避難元と避難先の市町村が共有する仕組みの円滑な運用を図る。 

 

 

7.8 警戒区域を設定する場合の計画の策定 

 

7.8.1 京都市《行財政局（防災危機管理室），区役所，消防局》は，国及び京都府と連携して警戒

区域を設定する場合，警戒区域設定に伴う広報，立入規制，一時立入等に関する計画を策定する

とともに，必要な資機材や人員等の確保を図る。 

 

 

7.9  避難所等・避難方法等の周知 

 

7.9.1 京都市《行財政局（防災危機管理室），区役所，消防局》は，緊急時における避難をはじ

めとする防護措置等の場所及び方法等について，日頃から住民への周知徹底に努める。なお，避

難時の周囲の状況等によっては，屋内に留まっていた方が安全な場合等やむを得ない時は，屋内

退避による安全確保を講じるべきことについては留意する。 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国，京都府及び関西電力（株）の協力のもと，情

報収集事態及び警戒事態発生後の経過に応じて周辺住民に提供すべき情報について整理してお

く。また，住民等に対し，具体的な避難指示の伝達方法の周知を行う。 

 

 

7.10 家庭動物の飼養場所の確保 

 

7.10.1 京都市《行財政局（防災危機管理室），保健福祉局，区役所》は，京都府と連携して，災

害発生時における家庭動物の飼養場所の確保に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



原子力災害対策編 第２章 原子力災害事前対策 

- 35 - 

 

第８節 緊急輸送活動体制の整備 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

8.1 専門家の現地移送

への協力 

行財政局 

（防災危機管理室）

8.1.1 専門家の現地移送への協力 

8.2 緊急輸送道路の関

連設備の整備 

建設局 

 

8.2.1 緊急輸送道路の関連設備の整備 

 

8.1 専門家の現地移送への協力 

 

8.1.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，京都府が行う放射線医学総合研究所，指定公共

機関等からのモニタリング，医療等に関する専門家の現地への移送に協力する。 

 

 

8.2 緊急輸送道路の関連設備の整備 

 

8.2.1 京都市《建設局》は，京都市の管理する情報板等の道路関連設備について，緊急時を念頭に

おいた整備に努める。 
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第９節 救助・救急及び防護資機材等の整備 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

9.1 救助・救急活動用資

機材の整備 

消防局 9.1.1 救助・救急活動用資機材の整備 

9.2 救助・救急機能の強 

 化 

消防局 9.2.1 救助・救急機能の強化 

9.3 緊急被ばく医療活

動体制等の整備 

保健福祉局 

消防局 

9.3.1 緊急被ばく医療活動体制等の整

 備 

9.4 安定ヨウ素剤の予

防服用体制の整備 

行財政局（防災危機管理室）

保健福祉局 

9.4.1 安定ヨウ素剤の備蓄 

9.4.2 服用等に関する説明書等の準備 

9.4.3 救急医療体制の整備 

9.5 防災業務関係者の

安全確保のための資機

材等の整備 

行財政局（防災危機管理室） 9.5.1 防災業務関係者の安全確保のた

めの資機材の整備 

9.5.2 応急対策時の安全確保のための

国等との密接な情報交換 

9.6 物資の調達，供給活

動体制の整備 

行財政局 

文化市民局 

産業観光局 

保健福祉局 

区役所 

9.6.1 物資の調達，供給活動体制の整 

 備 

 

9.1 救助・救急活動用資機材の整備 

 

9.1.1 京都市《消防局》は，国から整備すべき資機材に関する情報提供等を受け，京都府と協力

し，応急措置の実施に必要な救助・救急用資機材等の整備に努める。 

 

 

9.2 救助・救急機能の強化 

 

9.2.1 京都市《消防局》は，職員の安全確保を図りつつ，効率的な救助・救急活動を行うため，

職員の教育訓練を行い，救助・救急機能の強化を図る。 

 

 

9.3 緊急被ばく医療活動体制等の整備 

 

9.3.1 京都市《保健福祉局，消防局》は，緊急時におけるＵＰＺ内の住民等の健康管理，汚染検

査，除染等の実施体制及び京都府が実施する緊急被ばく医療への協力体制の整備を図る。 

 

 

9.4 安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備 

 

9.4.1 京都市《行財政局（防災危機管理室），保健福祉局》は，京都府と連携し，緊急時に住民

等が避難や屋内退避等を行う際に，安定ヨウ素剤の配布をすることができるよう配布場所，配布

のための手続き，配布及び服用に関与する医師・薬剤師の手配等について，あらかじめ定めると

ともに，配布用の安定ヨウ素剤をあらかじめ適切な場所に備蓄しておく。 
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9.4.2 京都市《行財政局（防災危機管理室），保健福祉局》は，京都府と連携し，避難や屋内退避

等を行う住民等に対して安定ヨウ素剤を配布する際に予防服用の効果，服用対象者，禁忌等につ

いて説明するための説明書等をあらかじめ準備しておく。 

 

9.4.3 京都市《行財政局（防災危機管理室），保健福祉局》は，京都府が整備する安定ヨウ素剤の

服用に伴う副作用の発生に備えた救急医療体制の整備に協力するとともに，体制の整備に努める。 

 

 

9.5 防災業務関係者の安全確保のための資機材等の整備 

 

9.5.1 防災業務関係者の安全確保のための資機材の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国及び京都府と協力し，応急対策を行う防災業務

関係者の安全確保のための資機材をあらかじめ整備する。 

 

9.5.2 応急対策時の安全確保のための国等との密接な情報交換 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，応急対策を行う防災業務関係者の安全確保のため，

平常時より，国，京都府及び関西電力（株）と相互に密接な情報交換を行う。 

 

 

9.6 物資の調達，供給活動体制の整備 

 

9.6.1 京都市《行財政局，文化市民局，産業観光局，保健福祉局，区役所》は，「京都市地域防災

計画震災対策編第２章第１２節及び第１３節」に基づき，必要とされる食料，生活必需品，その

他の物資について，備蓄・調達・輸送等の体制を整備する。 
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第 10 節 住民等への的確な情報伝達体制の整備 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

10.1 住民等への的確

な情報伝達体制の整

備 

行財政局（防災危機管理室） 10.1.1 住民等に提供する情報の整理，情

報伝達の役割等の明確化 

10.1.2 複合災害における情報伝達体制の

確保，必要な施設・装備の整備 

行財政局（防災危機管理室）

総合企画局 

文化市民局 

区役所 

10.1.3 住民相談窓口の設置の方法，体制

等の整備 

行財政局（防災危機管理室）

総合企画局 

保健福祉局 

区役所 

10.1.4 要配慮者等に対する迅速な災害情

報伝達のための体制の整備 

行財政局（防災危機管理室）

総合企画局 

10.1.5 多様なメディアの活用体制の整備

 

10.1 住民等への的確な情報伝達体制の整備 

 

10.1.1 住民等に提供する情報の整理，情報伝達の役割等の明確化 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国及び京都府と連携し，情報収集事態及び警戒事

態発生後の経過に応じて住民等に提供すべき情報について，災害の状況や情報の提供先に応じた

分かりやすく正確で具体的な内容を整理しておく。また，ＵＰＺ内の住民等に対して必要な情報

が確実に伝達され，かつ共有されるように，情報伝達の際の役割等の明確化に努める。 

 

10.1.2 複合災害における情報伝達体制の確保，必要な施設・装備の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，地震等との複合災害における情報伝達体制を確保

するとともに，住民等へ的確な情報を常に伝達できるよう，防災行政無線，衛星携帯電話，その

他必要な施設，装備の整備を図る。 

 

10.1.3 住民相談窓口の設置の方法，体制等の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室），総合企画局，文化市民局，区役所》は，国及び京都府

と連携し，住民等からの問い合わせに対応する住民相談窓口の設置等についてその方法，体制等

の整備に努める。 

 

10.1.4 要配慮者等に対する迅速な災害情報伝達のための体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室），総合企画局，保健福祉局，区役所》は，原子力災害の

特殊性に鑑み，国及び京都府と連携し，要配慮者及び一時滞在者に対し，災害情報が迅速かつ滞

りなく伝達されるよう，周辺住民，自主防災組織等の協力を得ながら，平常時よりこれらの者に

対する情報伝達体制の整備に努める。 

 

10.1.5 多様なメディアの活用体制の整備 

京都市《行財政局（防災危機管理室），総合企画局》は，放送事業者，通信社，新聞社等の報
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道機関と協力し，ソーシャルメディアを含むインターネット上の情報，広報用電光掲示板，ＣＡ

ＴＶ，携帯端末の緊急速報メール機能等，多様なメディアの活用体制の整備に努める。 

 

第 11 節 行政機関の業務継続計画の策定 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

11.1 行政機関の業務継

続計画の策定 

各局・区役所 11.1.1 行政機関の業務継続計画の策定 

 

11.1 行政機関の業務継続計画の策定 

 

11.1.1 ＵＰＺ内の行政機関《各局・区役所》は，庁舎の所在地が避難及び一時移転の対象区域（以

下「避難対象区域」という。）に含まれた場合の退避先をあらかじめ定めておくとともに，業務

継続体制を確保するため，業務継続計画を策定する。 

 

 

第 12 節 原子力防災に関する市民等に対する知識の普及と啓発及び情報発信 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

12.1 原子力防災に

関する知識の普及

と啓発 

行財政局（防災危機管理室） 

総合企画局 

区役所 

消防局 

12.1.1 原子力防災に関する知識の普及と

啓発のための広報活動の実施 

教育委員会 12.1.2 児童，生徒等に対する防災教育 

行財政局（防災危機管理室） 

総合企画局 

保健福祉局 

区役所 

消防局 

12.1.3 要配慮者や男女双方の視点に配慮

した防災知識の普及と啓発の実施 

行財政局（防災危機管理室） 12.1.4 大規模災害に関する資料の収集・

公開及び情報発信 

 

12.1 原子力防災に関する知識の普及と啓発 

 

12.1.1 原子力防災に関する知識の普及と啓発のための広報活動の実施 

京都市《行財政局（防災危機管理室），総合企画局，区役所，消防局》は，国，京都府及び関

西電力（株）と協力して，市民等に対し原子力防災に関する知識の普及と啓発のため広報活動を

実施する。 

＜普及・啓発項目の例示＞ 

ア 放射性物質及び放射線の特性に関すること 

イ 原子力施設の概要に関すること 

ウ 原子力災害とその特性に関すること 

エ 放射線による健康への影響，モニタリング結果の解釈の仕方及び放射線防護に関すること

オ 緊急時に，京都市，国及び京都府等が講じる対策の内容に関すること 

カ コンクリート屋内退避所，避難所等に関すること 
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キ 要配慮者への支援に関すること 

ク 緊急時にとるべき行動 

ケ 避難所での運営管理，行動等に関すること 

 

12.1.2 児童，生徒等に対する防災教育 

京都市《教育委員会》は，教育機関，民間団体等と連携し，児童，生徒等に対する防災教育を

実施する。 

 

12.1.3 要配慮者や男女双方の視点に配慮した防災知識の普及と啓発の実施 

京都市《行財政局（防災危機管理室），総合企画局，保健福祉局，区役所，消防局》が防災知

識の普及と啓発を行うに際しては，要配慮者へ十分に配慮することにより，地域において要配慮

者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに，被災時の男女のニーズの違い等，男女双方

の視点へ十分に配慮するよう努める。 

 

12.1.4 大規模災害に関する資料の収集・公開及び情報発信 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国及び京都府と連携し，過去に起こった大規模災

害の教訓等を後世に伝えていくため，大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料

を広く収集・整理し，保存するとともに，市民等が閲覧できるよう公開に努める。また，必要に

応じ国内外にも広く情報発信するよう努める。 

 

 

第 13 節 防災業務関係者の人材育成 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

13.1 防災業務関係者に対

する研修及び人材育成 

行財政局（防災危機管理室） 13.1.1 防災業務関係者に対する

研修及び人材育成 

 

13.1 防災業務関係者に対する研修及び人材育成 

 

13.1.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国及び京都府と連携し，国，指定公共機関等

が実施する原子力防災に関する研修の積極的な活用を推進する等，人材育成に努める。 

また，京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国，京都府及び防災関係機関と連携し，原

子力防災業務関係者に対する研修を，必要に応じ実施する。 

＜研修項目の例示＞ 

ア 原子力防災体制及び組織に関すること 

イ 原子力施設の概要に関すること 

ウ 原子力災害とその特性に関すること 

エ 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること 

オ モニタリング実施方法，機器に関すること及びモニタリングにおける気象情報や大気

中拡散計算の活用に関すること 

カ 原子力防災対策上の諸設備に関すること 

キ 緊急時に京都市，京都府，国及び関西広域連合等が講じる対策の内容 

ク 緊急時に住民等がとるべき行動及び留意事項に関すること 

ケ 放射線緊急披ばく医療（応急手当を含む）に関すること 

コ その他緊急時対応に関すること 
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第 14 節 防災訓練等の実施 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

14.1 訓練計画の策定 行財政局（防災危機管理室）

区役所 

消防局 

14.1.1 訓練実施計画の企画立案 

行財政局（防災危機管理室） 14.1.2 総合的な防災訓練の企画立案

への参画 

14.2 訓練の実施 行財政局（防災危機管理室）

区役所 

消防局 

14.2.1 要素別訓練等の実施 

行財政局（防災危機管理室） 14.2.2 総合的な防災訓練の実施 

14.3 実践的な訓練の工

夫及び事後評価 

行財政局（防災危機管理室）

区役所 

消防局 

14.3.1 実践的な訓練の工夫及び事後

評価 

 

14.1 訓練計画の策定 

 

14.1.1 訓練実施計画の企画立案 

京都市《行財政局（防災危機管理室），区役所，消防局）》は，国，京都府，関西広域連合，関

西電力（株）等関係機関と連携し，原子力防災活動の要素ごと又は各要素を組み合わせた訓練の

実施計画の企画立案を，必要に応じ京都府と共同又は独自に行う。 

＜防災活動の要素ごとの訓練の例示＞ 

ア 災害対策本部等の設置運営訓練 

イ 対策拠点施設への参集，立ち上げ，運営訓練 

ウ 緊急時通信連絡訓練 

エ 緊急時モニタリング訓練 

オ 緊急被ばく医療訓練 

カ ＵＰＺ内の住民等に対する情報伝達訓練 

キ ＵＰＺ内の住民等の避難訓練 

ク 消防活動訓練・人命救助活動訓練  等 

 

14.1.2 総合的な防災訓練の企画立案への参画 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，原子力防災会議及び原子力規制委員会が原災法第

１３条に基づき行う総合的な防災訓練に，京都市が含まれる場合には，住民避難等の京都市が行

うべき防災対策や複合災害，重大な事故等の全面緊急事態を具体的に想定した訓練シナリオの作

成等，訓練の実施計画の企画立案に共同して参画する。 

 

 

14.2 訓練の実施 

 

14.2.1 要素別訓練等の実施 

京都市《行財政局（防災危機管理室），区役所，消防局》は，計画に基づき，国，京都府，関

西電力（株）等の関係機関と連携し，防災活動の要素ごと又は各要素を組み合わせた訓練を定期

的に実施する。 
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14.2.2 総合的な防災訓練の実施 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，原子力防災会議及び原子力規制委員会が原災法第

１３条に基づき行う総合的な防災訓練の実施計画に基づいて必要に応じ住民の協力を得て，国，

京都府，関西広域連合，関西電力（株）等と共同して総合的な防災訓練を実施する。 

（参考） 

○原災法第１３条（防災訓練に関する国の計画）  

第１３条  第２８条第１項の規定により読み替えて適用される災害対策基本法第４８条第１項の防災

訓練（同項に規定する災害予防責任者が防災計画又は原子力事業者防災業務計画の定めるところにより

それぞれ行うものを除く。）は，内閣総理大臣が内閣府令で定めるところにより作成する計画に基づい

て行うものとする。  

２ 前項の規定により作成する計画は，防災訓練の実施のための事項であって次に掲げるものを含む

ものとする。  

一  原子力緊急事態の想定に関すること。  

二  第１０条，第１５条及び第２３条の規定の運用に関すること。  

三  前二号に掲げるもののほか，原子力災害予防対策の実施を図るため必要な事項  

３ （略） 

 

○災対法第４８条第 1 項 

（防災訓練義務）  

第４８条  災害予防責任者は，法令又は防災計画の定めるところにより，それぞれ又は他の災害予防

責任者と共同して，防災訓練を行なわなければならない。  

２～４ （略）  

 

14.3 実践的な訓練の工夫及び事後評価 

 

14.3.1  京都市《行財政局（防災危機管理室），区役所，消防局》は，訓練の実施に際しては，

現場における判断力の向上につながる実践的なものとなるよう工夫するとともに，各機関の救援

活動等の連携強化を図る。 

また,訓練終了後は，専門家も活用しつつ訓練の評価を実施し，原子力防災体制の改善に取り

組む。 

京都市《行財政局（防災危機管理室），区役所，消防局》は，必要に応じ，訓練方法及び事後

評価の方法の見直しを行う。 

＜実践的な訓練の例示＞ 

ア 参加者に事前にシナリオを知らせない訓練 

イ 訓練開始時間を知らせずに行う訓練 

ウ 机上において想定事故に対する対応や判断を試す訓練 等 

 

＜訓練評価にあたってのチェック項目の例示＞ 

① 災害対策本部設置運営訓練におけるチェック項目 

   ア 職員の非常参集時間 

   イ 担当職員不在の場合の代替措置 

   ウ 通信手段の確保 

   エ 必要な資料の準備状況 

② 住民避難訓練におけるチェック項目 

   ア 住民広報の状況 

   イ 住民への周知の徹底 

   ウ 要配慮者に対する措置状況 

   エ 住民の移送状況 

   オ 避難の確認作業の状況 等 
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第 15 節 核燃料物質等の運搬中の事故に対する対応 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

15.1 核燃料物質

等の運搬中の事

故への対応 

消防局 15.1.1 原子力事業者等との協力，消火，人命

救助，救急活動等の実施 

京都府警察本部 15.1.2 原子力事業者等との協力，人命救助，

避難誘導，交通規制等の実施 

行財政局（防災危機管理室）

区役所 

消防局 

15.1.3 事故現場周辺の住民避難等，市民の安

全を確保するための措置 

 

15.1 核燃料物質等の運搬中の事故への対応 

 

核燃料物質等の運搬の事故については，輸送が行われる都度に経路が特定され，原子力施設のよ

うに事故発生場所があらかじめ特定されないこと等の輸送の特殊性に鑑み，原子力事業者と国が主

体的に防災対策を行うことが実効的であるとされている。 

こうした輸送の特殊性等を踏まえ，防災関係機関においては，京都市地域防災計画事故対策編「第

２章第４節 危険物等事故応急体制の整備」及び「第３章第４節 危険物等事故応急対策計画」に

よるほか，次により対応する。 

 

15.1.1 原子力事業者等との協力，消火，人命救助，救急活動等の実施 

事故の連絡を受けた京都市《消防局》は，直ちにその旨を京都府に報告するとともに，事故の

状況の把握に努め，事故の状況に応じて，消防職員の安全確保を図りながら，原子力事業者等に

協力して，消火，人命救助，救急等必要な措置を実施する。 

 

15.1.2 原子力事業者等との協力，人命救助，避難誘導，交通規制等の実施 

事故の通報を受けた最寄りの警察機関《京都府警察本部》は，事故の状況の把握に努めるとと

もに，事故の状況に応じて，警察職員の安全確保を図りながら，原子力事業者等と協力して，人

命救助，避難誘導，交通規制等必要な措置を実施する。 

 

15.1.3 事故現場周辺の住民避難等，市民の安全を確保するための措置 

京都市《行財政局（防災危機管理室），区役所，消防局》及び京都府は，事故の状況の把握に

努めるとともに，国の指示又は独自の判断により，事故現場周辺の住民避難等，市民の安全を確

保するために必要な措置を講じる。 
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第 16 節 災害復旧への備え 
 

■ 役割分担 

事前対策項目 担当 分担内容 

16.1 災害復旧に備えた

除染に関する資料の収

集・整備等 

行財政局（防災危機管理室） 

各局 

16.1.1 災害復旧に備えた除染に関

する資料の収集・整備等 

 

 

16.1 災害復旧に備えた除染に関する資料の収集・整備等 

 

16.1.1 京都市《行財政局（防災危機管理室），各局》は，災害復旧に資するため，国及び京都府

と協力して放射性物質の除染に関する資料の収集・整備等を図る。 
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原子力災害の発生時においては，限られた時間内に得られる確実性の高い情報

に基づき，住民等の防護措置を的確かつ迅速に講じることが必要である。 

大飯発電所で発生した事故・故障等により放射性物質等が放出され，もしくはそ

のおそれがある場合，関西電力（株）が，施設の被害状況等に基づき該当する緊急

事態区分（警戒事態，施設敷地緊急事態，全面緊急事態）により，国，京都府及び

京都市等に対して緊急事態の通報等を行う。当該通報等を受けた国，京都府及び京

都市は，相互に連携を図りながら，住民に対して迅速かつ的確な情報提供を行い，

避難等の予防的防護措置を実施するなど緊急事態応急対策を講じることとなる。 

本章では，主に本市が関西電力（株）等から緊急事態の通報等を受けた場合にお

ける緊急事態応急対策について定める。 

なお，大飯発電所以外の場合であっても，原子力防災上必要と認められる場合は，

本章に示した対策に準じて対応するものとする。 

第

３

章

緊
急
事
態
応
急
対
策

 

第３章 緊急事態応急対策 
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第 1節 情報の収集・連絡，緊急連絡体制及び通信の確保 
 

■ 実施責任者 ： 行財政局（防災危機管理室） 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

1.1 施設敷地緊急事

態発生等の情報等

を確認し，関係する

防災関係機関等に

連絡する 

行財政局（防災危機管理室） 1.1.1 情報収集事態発生を認知した場合，関

係する指定地方公共機関に連絡する。 

1.1.2 警戒事態発生の情報を受けた場合，

関係する指定地方公共機関に連絡する。 

1.1.3 施設敷地緊急事態発生の通報を受け

た場合，関係する指定地方公共機関に連絡

する。 

1.2 施設敷地緊急事

態等発生後の応急

対策活動情報，被害

情報等を連絡する 

 

本部事務局 1.2.1 情報収集事態，警戒事態発生後の情

報連絡を密にする。 

1.2.2 施設敷地緊急事態発生後の応急対策

活動の情報等の連絡を行う 

1.2.3 全面緊急事態における連絡等（原子

力緊急事態宣言後の応急対策活動情報，被

害情報等の連絡）を行う。 

1.3 一般回線が使用

できない場合に対

処する 

行財政局 

（防災危機管理室） 

1.3.1 一般回線が使用できない場合に対処

する 

1.4 放射性物質又は

放射線の影響の早

期把握のための活

動を行う 

本部事務局 

各部 

1.4.1 緊急時モニタリングに協力し，モニ

タリング情報の迅速な把握に努める 

環境政策部 

産業観光部 

保健福祉部 

消防部 

上下水道部 

区本部 

1.4.2 住民等への影響を迅速に把握するた

め緊急時モニタリングを実施する 

 

1.1 施設敷地緊急事態発生等の情報等を確認し，関係する防災関係機関等に連絡する 

 

1.1.1 情報収集事態発生を認知した場合，発生情報等を確認し，関係する指定地方公共機関に連絡

する 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国（原子力規制委員会）からの連絡等により情報

収集事態の発生を認知した場合，必要な体制をとり，発生情報等を確認し，関係する指定地方公

共機関に連絡する。 

※ 指定地方公共機関への連絡については，京都府と重複しないよう調整する。 

（参考）【防災基本計画 第12編原子力災害対策編 第2章 災害応急対策 第1節 1】 

１ 情報収集事態発生時の連絡等 

○原子力規制委員会は，情報収集事態の発生及びその後の状況について，関係省庁及び関係地方公共団

体（ＰＡＺ内及びＵＰＺ内の地方公共団体）に対し情報提供を行うものとする。 

○原子力規制委員会は，ＰＡＺ内及びＵＰＺ内の地方公共団体に対し，連絡体制の確立等の必要な体制

をとるよう連絡するものとする。 
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1.1.2 警戒事態発生の情報を受けた場合，発生情報等を確認し，関係する指定地方公共機関に連

絡する 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国（原子力規制委員会），京都府もしくは関西電

力（株）から警戒事態発生の連絡を受けた場合，必要な体制をとり，発生情報等を確認し，関係

する指定地方公共機関に連絡する。 

※ 指定地方公共機関への連絡については，京都府と重複しないよう調整する。 

（参考）【防災基本計画 第12編原子力災害対策編 第2章 災害応急対策 第1節 2】 

２ 警戒事態発生時の連絡等 

○警戒事態に該当する自然災害を認知したとき又は原子力事業者等により報告された事象が原子力規制

委員会において警戒事態に該当すると判断した場合は，原子力規制委員会は，原子力規制委員会原子力

事故警戒本部及び原子力規制委員会原子力事故現地警戒本部を設置するとともに，官邸に職員を派遣す

るものとする。 

○原子力規制委員会は，警戒事態の発生及びその後の状況について，関係省庁及び関係地方公共団体に

対して情報提供を行うものとする。 

○原子力規制委員会はＰＡＺ内の地方公共団体に対し，連絡体制の確立等の必要な体制をとるとともに，

被害状況に応じた警戒態勢をとるため，施設敷地緊急事態要避難者（避難行動に通常以上の時間を要し，

かつ，避難により健康リスクが高まらない要配慮者並びに安定ヨウ素剤の事前配布されていない者及び

安定ヨウ素剤の服用が不適切な者のうち施設敷地緊急事態において早期の避難等の防護措置の実施が必

要な者をいう。）の避難準備（避難先，輸送手段の確保等）を要請するものとする。 

○原子力規制委員会，地方公共団体，原子力事業者及び指定公共機関[独立行政法人日本原子力研究開発

機構，独立行政法人放射線医学総合研究所]は，緊急時モニタリングセンターの立上げ準備やモニタリン

グポストの監視強化等緊急時モニタリングの準備を行うものとする。 

○原子力規制委員会は，ＵＰＺ内の地方公共団体に対し，連絡体制の確立等の必要な体制をとるよう要

請するものとし，ＵＰＺ外の地方公共団体（ＰＡＺ外及びＵＰＺ外の区域を管轄する地方公共団体をい

う。）に対し，施設敷地緊急事態要避難者の避難準備（避難先，輸送手段の確保等）に協力するよう要

請するものとする。 

○原子力規制委員会及び原子力事業者は，警戒事態が発生した場合，直ちに官邸[内閣官房]，緊急時対

応センター（原子力規制庁），対策拠点施設，原子力施設事態即応センター（原子力事業者本店等），

緊急時対策所及び指定公共機関を結ぶテレビ会議システムを起動するものとする。 

 

1.1.3 施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合，発生情報等を確認し，関係する指定地方公共

機関に連絡する 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国（原子力規制委員会），京都府及び関西電力（株）

（大飯発電所の原子力防災管理者）から施設敷地緊急事態発生の連絡を受けた場合，必要な体制

をとり，発生情報等を確認し，関係する指定地方公共機関に連絡する。 

※指定地方公共機関への連絡については，京都府と重複しないよう調整する。 

（参考）【防災基本計画 第 12 編原子力災害対策編 第 2章 災害応急対策 第 1節 3（1）】 

３ 施設敷地緊急事態発生時の連絡等 

(1)施設敷地緊急事態発生情報の連絡 

○原子力防災管理者は，施設敷地緊急事態発生後又は発生の通報を受けた場合，直ちに官邸［内閣官房］，

原子力規制委員会，内閣府，関係地方公共団体，関係都道府県の警察本部，所在市町村の消防機関，最

寄りの海上保安部署，原子力脳債専門官等の同時に文書を送信する。さらに，送信後，直ちに主要な機

関等に対してはその着信を確認する。なお，通報を受けた事象に対する事業者への問合せについては，

原則として原子力規制委員会及び関係地方公共団体からのものに限るものとする。 

（中略） 

○原子力規制委員会は，通報を受けた事象について，原子力緊急事態宣言を発出すべきか否かの判断を

直ちに行い，事象の概要，事象の今後の進展の見直し等事故情報等について官邸［内閣官房］，内閣府，

関係地方公共団体及び関係都道府県の警察本部に連絡するものとする。 

○原子力規制委員会は，ＰＡＺ内の地方公共団体に対し，施設敷地緊急事態要避難者の避難や，施設敷

地緊急事態要避難者以外の住民の避難等の防護措置の準備（避難先や輸送手段の確保等）を行うよう要
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請するものとする。 

○原子力規制委員会は，ＵＰＺ内の地方公共団体に対し，屋内退避等の防護措置の準備を行うよう要請

するものとし，ＵＰＺ外の地方公共団体に対しては，避難した施設敷地緊急事態要避難者の受入れ及び

施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難等の防護措置の準備（避難先や輸送手段の確保等）に協力

するよう要請するものとする。 

○原子力規制委員会及び原子力事業者は，施設敷地緊急事態が発生した場合，直ちに官邸〔内閣官房〕，

緊急時対応センター（原子力規制庁），対策拠点施設，原子力施設事態即応センター（原子力事業者本

店等），緊急時対策所及び関係指定公共機関を結ぶテレビ会議システムを通じた各拠点間の連絡体制を

確認するものとする。 

○原子力保安検査官等現地に配置された原子力規制庁の職員は，施設敷地緊急事態発生後，直ちに現場

の状況等を確認し，その結果を関係省庁及び関係地方公共団体に連絡するものとする。 

○所在都道府県及び関係周辺都道府県は，原子力事業者及び原子力規制委員会から通報・連絡を受けた

事項について，関係周辺市町村に連絡するものとする。 

○地方公共団体は，原子力事業者及び原子力規制委員会から通報・連絡（関係周辺市町村の場合は，所

在都道府県又は関係周辺都道府県からの連絡）を受けた事項について，関係する指定地方公共機関に連

絡するものとする。 

 

1.2 施設敷地緊急事態等発生後の応急対策活動情報，被害情報等を連絡する 

 

1.2.1 情報収集事態，警戒事態発生後の情報連絡を行う 

京都市《本部事務局》は，国，京都府，指定地方公共機関との間において，国，関西電力（株）

又は京都府からの連絡事項及び自ら行う応急対策活動の状況等を随時連絡する。 

 

1.2.2 施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動の情報，被害情報等の連絡を行う 

（１）京都市《本部事務局》は，原子力規制委員会（原子力防災専門官を含む。）から情報を得る

とともに，関西電力（株）等から連絡を受けた事項，京都市が行う応急対応活動の状況等を随

時連絡するなど，相互の連絡を密にする。 

（２）京都市《本部事務局》は，指定地方公共機関との間において，関西電力（株）及び京都府か

ら連絡を受けた事項，京都市が行う応急対策活動の状況等を随時連絡するなど，連絡を密にす

る。 

（３）京都市《本部事務局》は，京都府との間において，各々が行う応急対策活動の状況等につい

て相互の連絡を密にする。 

（４）京都市《本部事務局》は，国の現地事故対策連絡会議との連携を密にする。 

（参考）【防災基本計画 第 12 編原子力災害対策編 第 2章 災害応急対策 第 1節 3（2）】 

３ 施設敷地緊急事態発生時の連絡等 

(2)施設敷地緊急事態発生時後の応急対策活動情報，被害情報等の連絡 

○原子力規制委員会は，原子力防災管理者から施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合，直ちに原子

力規制委員会原子力事故対策本部及び原子力規制委員会原子力事故現地対策本部を設置するものとし，

また，関係省庁事故対策連絡会議を設置するものとする。 

○原子力規制委員会，地方公共団体及び原子力事業者は，施設敷地緊急事態が発生した場合，直ちにあ

らかじめ定めた非常参集体制を発動し，官邸，緊急時対応センター（原子力規制庁），対策拠点施設，

原子力施設事態即応センター（原子力事業者本店等），緊急時対策所，後方支援拠点等にそれぞれ非常

参集職員を参集させるものとする。 

○国〔原子力規制委員会，環境省〕は，環境副大臣（又は環境大臣政務官）及び原子力地域安全総括官

を対策拠点施設に，原子力規制庁緊急事態対策監等の職員に加え，必要に応じ，原子力規制委員会委員

を原子力施設事態即応センター（原子力事業者本店等）に派遣するものとする。 

（中略） 

○原子力事業者は，官邸〔内閣官房〕，原子力規制委員会，内閣府，関係地方公共団体，関係都道府県

の警察本部，所在市町村の消防機関，最寄りの海上保安部署，原子力防災専門官等に施設の状況，原子

力事業者の応急対策活動の状況及び事故対策本部設置の状況，被害の状況等を定期的に文書をもって連
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絡するものとする。原子力規制委員会は，連絡を受けた場合，現地事故対策連絡会議に連絡するものと

する。なお，通報を受けた事象に対する事業者への問合せについては，原則として原子力規制委員会及

び関係地方公共団体からのものに限るものとする。 

○原子力規制委員会は，官邸〔内閣官房〕，内閣府，関係省庁，関係地方公共団体等との間において，

原子力事業者及び地方公共団体から連絡を受けた事項，自ら行う応急対策活動状況等を随時連絡するな

ど，相互の連絡を密にするものとする。 

○所在都道府県，関係周辺都道府県は，関係周辺市町村との間において，原子力事業者及び原子力規制

委員会から通報・連絡を受けた事項，自ら行う応急対策活動の状況等を随時連絡するなど，連絡を密に

するものとする。 

○地方公共団体は，指定地方公共機関との間において，原子力事業者及び原子力規制委員会から通報・

連絡（関係周辺市町村の場合は，所在都道府県又は関係周辺都道府県からの連絡）を受けた事項，自ら

行う応急対策活動の状況等を随時連絡するなど，連絡 

を密にするものとする。 

 

1.2.3 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応急対策活動情報，被害情報等の

連絡）を行う 

（１）京都市《本部事務局》は，国の現地対策本部，指定公共機関，京都府，滋賀県，福井県等，

緊急事態応急対策実施区域に係る地方公共団体，指定地方公共機関，関西電力（株）及びその

他関係機関とともに，対策拠点施設において，施設の状況の把握，モニタリング情報の把握，

医療関係情報の把握，住民避難・屋内退避状況の把握等を担う機能班にそれぞれ職員を配置す

ることにより，常時継続的に必要な情報を共有するとともに，京都市が行う緊急事態応急対策

について必要な調整を行う。 

（２）京都市《本部事務局》は，対策拠点施設に派遣した職員に対し，京都市が行う緊急事態応急

対策活動の状況，被害の状況等に関する情報を随時連絡する。 

（参考）【防災基本計画 第12編原子力災害対策編 第2章 災害応急対策 第1節 4】 

（全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応急対策活動情報，被害情報等の連絡）） 

○原子力防災管理者は，全面緊急事態発生後又は発生の通報を受けた場合，直ちに官邸（内閣官房），

原子力規制委員会，内閣府，関係地方公共団体，関係都道府県の警察本部，所在市町村の消防機関，最

寄りの海上保安部署，原子力防災専門官等に同時に文書で送信する。さらに，送信後，直ちに主要な機

関等に対してはその着信を確認する。なお，通報を受けた事象に対する事業者への問合せについては，

原則として原子力規制委員会及び関係地方公共団体からのものに限りものとする。 

○原子力規制委員会は，全面緊急事態が発生したと判断した場合は直ちに関係省庁及び関係地方公共団

体に連絡を行い，関係省庁は官邸，緊急時に緊急時対応センター(原子力規制庁)，対策拠点施設等予め

指定された場所に参集することとなっている職員を参集させるものとする。 

○原子力防災専門官等現地に配置された原子力規制庁の職員は，対策拠点施設において，必要な情報収

集を行うとともに，原子力事業者，緊急事態応急対策実施区域に係る地方公共団体（市町村及び府県），

関係機関等の間の連絡・調整等を行うものとする。 

 

1.3 一般回線が使用できない場合に対処する 

 

1.3.1 京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，地震等の影響に伴い，一般回線が使用できない

場合は，別途整備している防災行政無線並びに衛星通信回線等を活用し，情報収集・連絡を行う。 

（参考）【防災基本計画 第 12 編 原子力災害対策編 第 2 章 災害応急対策 第 1節 4】 

○原子力規制委員会は，関係地方公共団体及び住民に対して，必要に応じ，衛星電話，インターネット

メール，Ｊ－ＡＬＥＲＴ等多様な通信手段を用いて，原子力災害対策本部の指示等を確実に伝達するも

のとする。（所在都道府県及び関係周辺都道府県は，その内容を関係周辺市町村に連絡するものとする。）

【京都府防災計画 第 3編 第 2 章 3．】 

京都府は，伝達された内容を府内市町村及び関西広域連合等に連絡することとされている。 
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1.4 放射性物質又は放射線の影響の早期把握のための活動を行う 

 

1.4.1 緊急時モニタリングに協力し，モニタリング情報の迅速な把握に努める 

京都市《本部事務局，各部》は，事態の進展に応じて，緊急時モニタリングの準備や緊急時モ

ニタリングの実施等について，国や京都府等の関係機関に協力する。 

また，京都府や対策拠点施設に派遣した職員を通じて，屋内退避，避難，飲食物の摂取制限等

各種防護対策に必要なモニタリング情報の迅速な把握に努める。 

 

1.4.2 住民等への影響を迅速に把握するため緊急時モニタリングを実施する 

京都市《環境政策部，産業観光部，保健福祉部，消防部，上下水道部，区本部》は，国の統括

の下，京都府が実施する緊急時モニタリング活動に加え，災害の状況に応じ，別に定める計画に

基づき，緊急時における原子力発電所からの放射性物質の放出による住民及び周辺環境への影響

を迅速に把握するため，市独自での緊急時モニタリングを実施する。 

自ら行った緊急時モニタリング結果については，国，京都府，関係機関とデータを共有し，測

定結果を公表する。 

（参考）【防災基本計画 第 12 編原子力災害対策編 第 2章 災害応急対策 第 1節 5】 

５ 施設敷地緊急事態発生及び全面緊急事態発生後における情報収集活動 

(1)緊急時モニタリング 

○原子力規制委員会は，地方公共団体の協力を得て，緊急時モニタリングセンターを立ち上げ，緊急時

モニタリングを開始する等の初動対応及び必要な動員の指示を行うものとする。 

○原子力規制委員会は，原子力災害対策指針に基づき，緊急時モニタリング実施計画を策定するものと

する。 

○国〔原子力規制委員会，関係省庁〕，地方公共団体，事故に係る原子力事業者及び当該原子力事業者

以外の原子力事業者並びに指定公共機関〔独立行政法人放射線医学総合研究所，独立行政法人日本原子

力研究開発機構〕は，緊急時モニタリングセンターを組織し，緊急時モニタリング実施計画に基づき，

確実かつ計画的に緊急時モニタリングを実施するものとする。海上保安庁等は，その支援を行うものと

する。 

○原子力災害対策本部は，原子力緊急事態宣言後，緊急時モニタリングセンターからの意見等に基づき

緊急時モニタリング実施計画を適宜改訂し，関係機関に対して必要な指示及び調整を行うとともに，地

方公共団体が行う緊急時モニタリングに対して，要請に基づき必要な支援を行うものとする。また，原

子力災害対策 

本部は，初動対応後，必要に応じ，関係省庁，関係地方公共団体，原子力事業者等が緊急時モニタリン

グの実施及び支援に関して調整する会議を開催し，緊急時モニタリング実施計画を適宜改訂するものと

する。 

○緊急時モニタリングセンターは，緊急時モニタリング実施計画及び原子力災害対策本部の指示・要請

に基づき，緊急時モニタリングを実施するものとする。また，緊急時モニタリングセンターは，緊急時

モニタリング結果の妥当性を判断した後，その結果を取りまとめ，原子力災害対策本部に送付するもの

とする。 

○原子力事業者は，施設敷地緊急事態発生の通報を行った後に 

おいても，敷地境界における放射線量の測定等を継続的に実施し，施設からの放射性物質等の放出状況

及び放出見通し等の情報を緊急時モニタリングセンターで定期的に共有するものとする。 

○原子力規制委員会（全面緊急事態においては原子力災害対策本部）は，緊急時モニタリングセンター

による緊急時モニタリングの結果等を，関係省庁の支援を得てとりまとめ，官邸〔内閣官房〕，指定行

政機関及び関係地方公共団体に連絡するものとする。 
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第２節 活動体制の確立 
 

■ 実施責任者 ： 本部長 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

2.1 警戒態勢を確立

する 

行財政局（防災危機管理室）

本部事務局 

2.1.1 情報収集事態発生を認知した場合，

警戒態勢を確立する 

2.1.2 警戒事態発生の連絡を受けた場合，

警戒態勢を確立する。 

2.1.3 施設敷地緊急事態発生の通報を受

けた場合，並びに内閣総理大臣が原子力

緊急事態宣言を発出した場合の警戒事態

を確立する 

2.2 緊急事態応急対

策に備える 

本部事務局 2.2.1 警戒事態又は施設敷地緊急事態発

生の連絡・通報で，緊急事態応急対策に

向けての準備を行う 

2.3 緊急事態応急対

策の実施  

（原子力緊急事態宣言

が発出された場合の

対策等） 

本部事務局 2.3.1 原子力災害合同対策協議会等に出

席し初動活動に従事させる 

本部事務局 2.3.2 専門家の派遣を要請する 

本部長 

本部事務局 

消防部 

2.3.3 応援要請及び職員の派遣要請等を

実施する 

本部長 2.3.4 自衛隊の派遣及び撤収要請等を要

求する 

本部長 

本部事務局 

各部 

2.3.5 防災業務関係者の安全を確保する 

本部事務局 

各部 

2.3.6 原子力被災者生活支援チームと連

携する 
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2.1 警戒態勢を確立する 

 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，情報収集事態を認知した場合，あるいは警戒事態又

は施設敷地緊急事態等の発生の連絡を受けた場合，速やかに職員の非常参集，情報の収集・連絡体

制の確立等必要な体制をとるとともに，国，京都府及び関西電力（株）等関係機関と緊密な連携を

図りつつ，原子力災害対策のための警戒態勢をとる。 

 

表 3.2.1 京都市の警戒態勢 

災害の状況 
警戒態勢 

設置する本部 本部長 

情報収集事

態 

・原子力施設等立地市町村（おおい町）で震度５弱又

は震度５強の地震が発生した場合（原子力施設等立地

道府県において震度が６弱以上であった場合を除く。）

原子力災害 

情報連絡本部 

防災危機管

理室長 

警戒事態 

・原子力施設等立地道府県（福井県）において，震度

６弱以上の地震が発生した場合及び大津波警報が発令

された場合 

・原子力災害対策指針及び大飯発電所原子力防災業務

計画で定める原子力施設で重要な故障等が発生した場

合 

（原子力災害対策指針の「警戒事態を判断するＥＡＬの枠組

み」に基づき，関西電力㈱が大飯発電所防災業務計画に定め

ている警戒事態のＥＡＬの事象が発生した場合をいう。） 

原子力災害 

警戒本部 
危機管理監

施設敷地緊

急事態 

・原子力災害対策指針の「施設敷地緊急事態を判断す

るＥＡＬの枠組み」に基づき，関西電力㈱が大飯発電

所防災業務計画に定めている施設敷地緊急事態のＥＡ

Ｌの事象が発生した場合 

（原災法第１０条に基づき，関西電力㈱が国，関係公共機関

へ通報を行うべき事象が発生した場合をいう。） 
災害対策本部 市長 

全面緊急事

態 

（原子力緊急事

態宣言の発出） 

・原子力災害対策指針の「全面緊急事態を判断するＥ

ＡＬの枠組み」に基づき，関西電力㈱が大飯発電所防

災業務計画に定めている全面緊急事態のＥＡＬの事象

が発生した場合 

（原災法第１５条の規定により，内閣総理大臣が原子力緊急

事態宣言を発出する事象が発生した場合をいう。） 

 

2.1.1 情報収集事態の発生を認知した場合の警戒態勢を確立する 

（１）原子力災害情報連絡本部を設置する。 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，国からの連絡等により情報収集事態の発生を認

知した場合，防災危機管理室長を本部長とする原子力災害情報連絡本部（以下「情報連絡本部」

という。）を設置するとともに，必要に応じ関係局区連絡会議を開催し，情報の収集，連絡体

制の確立等必要な体制をとる。 

なお，情報連絡本部の所掌事務及び関係局区連絡会議の構成は，表 3.2.2 及び表 3.2.3 のと

おりとする。 

（２）情報連絡本部の閉鎖 

京都市《行財政局（防災危機管理室》は概ね以下の基準に基づき，情報連絡本部を閉鎖する。 

ア 情報連絡本部長が大飯発電所の状況等を確認し，安全が確保されていると認めるとき 

イ 原子力災害警戒本部又は災害対策本部が設置されたとき 
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2.1.2 警戒事態発生の連絡を受けた場合の警戒態勢を確立する 

（１）原子力災害警戒本部を設置する。 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，警戒事態発生の連絡を受けた場合，その他市長

が必要と認めた場合は，危機管理監を本部長とする原子力災害警戒本部（以下「警戒本部」と

いう。）を設置し，職員の非常参集，情報の収集，連絡体制の確立等必要な体制をとるととも

に，その旨を京都府に連絡する。 

   なお，警戒本部の構成，所掌事務は表 3.2.4 及び表 3.2.5 のとおりとする。 

（２）警戒本部の閉鎖 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，概ね以下の基準に基づき，警戒本部を閉鎖する。 

ア 警戒本部長が，大飯発電所の事故等が終結し，緊急事態応急対策が完了した又は対策の必

要がなくなったと認めるとき 

イ 災害対策本部が設置されたとき 

 

2.1.3 施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合，及び全面緊急事態が発生し内閣総理大臣が原

子力緊急事態宣言を発出した場合の警戒事態を確立する 

（１）災害対策本部の設置 

京都市《行財政局（防災危機管理室）》は，施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合又は

内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出した場合のほか市長が必要と認めた場合は，市長を

本部長とする災害対策本部を設置するとともに，その旨を京都府に連絡する。 

（２）災害対策本部の組織，配備体制及び参集方法等 

災害対策本部の組織，運営の方法，配備体制，所掌事務等は，京都市災害対策本部条例及び

京都市災害対策本部要網の定めるところによるほか，表 3.2.6 のとおりとする。 

（３）他の災害対策本部との連携 

京都市《本部事務局》は，複合災害が発生した場合において，対策本部が複数設置された場

合は，重複する要員の所在調整，情報の収集・連絡・調整のための要員の相互派遣，合同会議

の開催等に努める。 

（４）災害対策本部の閉鎖 

京都市《本部事務局》は，概ね以下の基準に基づき，災害対策本部を閉鎖する。 

 原子力緊急事態解除宣言がなされたあと，災害対策本部長が，大飯発電所の事故が終結し，

原子力災害中長期対策が完了した又は対策の必要がなくなったと認めるとき 

 

 

2.2 緊急事態応急対策に備える 

 

2.2.1 警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の連絡・通報を受けた場合，以下の応急対策に努め，

緊急事態応急対策に向けての準備を行う 

（１）情報の収集 

京都市《本部事務局》は，警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の連絡を受けた場合，原子力

防災専門官，京都府，関西電力（株）等から情報等を得るとともに，国との連携を図り，事故

状況の把握に努める。 

（２）対策拠点施設の設営準備への協力 

京都市《本部事務局》は，警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の連絡を受けた場合，京都府

と連携し，直ちに対策拠点施設の立ち上げ準備への協力を行う。 

（３）現地事故対策連絡会議への職員の派遣 



原子力災害対策編 第３章 緊急事態応急対策 

- 55 - 

 

京都市《本部事務局》は，国が現地事故対策連絡会議を対策拠点施設にて開催し，これに京

都市の職員の派遣要請があった場合には，あらかじめ定めた職員を対策拠点施設に派遣する。 

（４）国等との情報の共有等 

京都市《本部事務局》は，対策拠点施設に派遣した職員に対し，京都市が行う応急対策の状

況，緊急事態応急対策の準備状況等について随時連絡するなど当該職員を通じて国等との連

絡・調整，情報の共有を図る。 

（５）専門家の派遣を要請する 

京都市《本部事務局》は，施設敷地緊急事態発生の連絡がなされた場合，必要に応じ，あら

かじめ定めた手続きに従い，国に対して専門家の派遣を要請する。 

 

 

 

表 3.2.2 原子力災害情報連絡本部の所掌事務 

担 当 所掌事務 

行財政局(防災危機管理室） 

関係局区連絡会議の開催 

情報の収集 

連絡体制の確立 等 

 

表 3.2.3 関係局区連絡会議の構成 

 環境政策局環境企画部長 

 行財政局総務部長 

座長 行財政局防災危機管理室長 

 総合企画局政策企画室長 

 文化市民局共同参画社会推進部長 

 産業観光局商工部長 

 保健福祉局保健福祉部長 

 都市計画局都市企画部長 

 建設局建設企画部長 

 消防局総務部長 

 交通局企画総務部長 

 上下水道局総務部長 

 市会事務局次長 

 教育委員会事務局総務部長 

 選挙管理委員会事務局次長 

 人事委員会事務局次長 

 監査事務局次長 

 左京区役所副区長 

 右京区役所副区長 

 当番区副区長 

 その他，必要と認める者 

※座長が必要な構成員を招集することとする。 

事務局：防災危機管理室 
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表 3.2.4 原子力災害警戒本部の所掌事務 

担 当 所掌事務 

行財政局(防災危機管理室） 

原子力災害警戒本部の設置，運営 

職員の非常参集 

情報の収集 

連絡体制の確立 

京都府への報告 等 

総合企画局 広報活動 

環境政策局 

保健福祉局 

産業観光局 

上下水道局 

消防局 

区役所 

平常時モニタリングの強化 

緊急時モニタリングへの協力 

 

表 3.2.5 原子力災害警戒本部の体制 

本部長 危機管理監 

本部員 企画監 

地球環境政策監 

人材活性化政策監 

子育て支援政策監 

交通政策監 

環境政策局長 

行財政局長 

総合企画局長 

文化市民局長 

産業観光局長 

保健福祉局長 

都市計画局長 

建設局長 

消防局長 

交通局長 

上下水道局長 

市会事務局長 

教育長 

選挙管理委員会事務局長 

人事委員会事務局長 

監査事務局長 

左京区長 

右京区長 

当番区長 

その他，必要と認める者 

※本部長が必要な構成員を招集することとする。 

事務局：防災危機管理室 
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表 3.2.6 災害対策本部の体制 

１．構成 

本部長 市長 

副本部長 副市長 

本部員 

危機管理監 

企画監 

地球環境政策監 

人材活性化政策監 

子育て支援政策監 

交通政策監 

環境政策局長 

行財政局長 

総合企画局長 

文化市民局長 

産業観光局長 

保健福祉局長 

都市計画局長 

建設局長 

消防局長 

交通局長 

上下水道局長 

市会事務局長 

教育長 

選挙管理委員会事務局長 

人事委員会事務局長 

監査事務局長 

全区長，担当区長  

その他，必要と認める者 

※本部長が必要な構成員を招集することとする。 

事務局：防災危機管理室 
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２ 所掌事務 

 

本部長，本部事務局 （本部設置前における行財政局（防災危機管理室）の所掌事務を含む。） 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

情報の収集・

連絡，緊急連

絡体制及び通

信の確保 

施設敷地緊急事態

等発生情報等の確

認，関係する防災

関係機関等への連

絡 

情報収集事態発生の情報等の確認，指定

地方公共機関への連絡 

3 1 1.1 

警戒事態発生の情報等の確認 3 1 1.1 

施設敷地緊急事態発生の通報等の確認，

関係する指定地方公共機関への連絡 

3 1 1.1 

施設敷地緊急事態

等発生後の応急対

策活動情報，被害

情報等の連絡 

情報収集事態，警戒事態発生後の密な情

報連絡 

3 1 1.2 

施設敷地緊急事態発生後の応急対策活

動情報，被害情報等の連絡の実施 

3 1 1.2 

全面緊急事態における連絡等（原子力緊

急事態宣言後の応急対策活動情報，被害

情報等の連絡）の実施 

3 1 1.2 

一般回線が使用で

きない場合の対処 

一般回線が使用できない場合の対処 3 1 1.3 

放射性物質又は放

射線の影響の早期

把握のための活動 

緊急時モニタリングへの協力，モニタリ

ング情報の迅速な把握 

3 1 1.4 

活動体制の確

立 

警戒態勢の確立 情報収集事態発生時の警戒態勢（原子力

災害情報連絡本部の設置）の確立 

3 2 2.1 

警戒事態発生時の警戒態勢（原子力災害

警戒本部の設置）の確立 

3 2 2.1 

施設敷地緊急事態発生時及び原子力緊

急事態宣言発出時の警戒態勢（災害対策

本部の設置）の確立 

3 2 2.1 

緊急事態応急対策

に備えた対策等 

警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の

連絡・通報を受けた場合，緊急事態応急

対策に向けての準備を行う 

3 2 2.2 

緊急事態応急対策

の実施 

（原子力緊急事態

宣言が発出された

場合の対策等） 

原子力災害合同対策協議会等への出席，

初動活動の実施のための職員派遣 

3 2 2.3 

応援要請及び職員の派遣要請等の実施 3 2 2.3 

自衛隊の派遣及び撤収要請等の要求 3 2 2.3 

防災業務関係者の安全確保，防護資機材

の調達協力要請 

3 2 2.3 

原子力被災者生活支援チームとの連携 3 2 2.3 

住民等に対す

る事故発生及

び避難指示等

の連絡 

住民等に対する事

故発生及び避難指

示等の連絡 

住民等に対する事故発生の連絡及び正

確で分かりやすい情報伝達 

3 3 3.1 

住民等への避難の勧告又は指示等の連

絡 

3 3 3.1 

住民等の避難状況の確認 3 3 3.1 

家庭動物との同行避難の呼びかけ 3 3 3.1 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

避難所等の開設 避難所等の開設，住民等への周知徹底 3 4 4.1 

避難状況の確認，京都府等への報告等 3 4 4.1 

避難者に対する旅館やホテル等への移

動の促進 

3 4 4.1 
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既存住宅のあっせん及び活用による避

難所の早期解消 

3 4 4.1 

広域一時滞在への

対応 

広域一時滞在への対応 3 4 4.3 

警戒区域の設定，

避難の勧告・指示

の実効を上げるた

めの措置 

警戒区域の設定，避難の勧告・指示の実

効を上げるため，防災機関等と連携した

運用体制を確保する 

3 4 4.8 

飲食物，生活必需

品等の調達・供給 

備蓄物資，調達物資及び支援物資の被災

者への供給 

3 4 4.9 

国等への物資の調達要請 3 4 4.9 

緊急輸送活動 緊急輸送活動の実

施 

緊急輸送の順位付け，範囲の設定及び体

制の確立 

3 5 5.1 

緊急輸送のための

交通の確保 

緊急輸送のための交通の確保 3 5 5.2 

救助・救急及

び医療活動 

救助・救急活動に

必要な措置の実施 

消防庁，京都府，関西電力（株）等への

応援要請 

3 6 6.1 

京都府に対する緊急消防援助隊の出動

等の要請 

3 6 6.1 

市民等への迅

速かつ的確な

情報伝達活動 

市民等への迅速か

つ的確な情報伝達

活動の実施 

市民等への的確な情報提供，迅速かつ分

かりやすく正確な広報の実施 

3 7 7.1 

様々な情報伝達手段を活用した広報，定

期的な情報提供の実施 

3 7 7.1 

市民等のニーズ，

要配慮者に配慮し

た情報伝達の実施 

市民等のニーズの把握，正確かつきめ細

かな情報提供の実施 

3 7 7.2 

様々な媒体を活用した的確・適切な情報

提供の実施 

3 7 7.2 

行政機関の業

務継続に係る

措置 

行政機関の庁舎の

退避，業務の継続 

庁舎の退避の住民等への周知 3 10 10.1

退避先における業務の継続 3 10 10.1

放射性物質に

よる環境汚染

への対処 

放射性物質による

環境汚染への対処 

放射性物質による環境汚染への対処に

ついて必要な措置の実施 

4 1 1.1 

風評被害等の

影響の軽減 

放射線被ばくにつ

いての人権侵害の

防止・人権意識の

啓発 

放射線被ばくについての人権侵害の防

止・人権意識の啓発 

4 3 3.4 

被災者等の生

活再建等の支

援 

被災者等の生活再

建等の支援 

被災者等の生活再建等の支援 4 4 4.1 

被災者の自立支援

の実施 

被災者の自立支援の実施 4 4 4.2 

緊急事態解除

宣言後の対応 

原子力災害中長期

対策や被災者の生

活支援の実施 

原子力災害中長期対策や被災者の生活

支援の実施 

4 6 6.1 

各種制限措置

の解除 

各種制限措置の解

除 

各種制限措置の解除 4 7 7.1 

原子力災害中

長期対策実施

区域の設定 

原子力災害中長期

対策実施区域の設

定 

原子力災害中長期対策実施区域の設定 4 8 8.1 
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被災地域住民

に係る記録等

の作成 

応急対策措置状況

等の記録の作成 

応急対策措置状況等の記録の作成 4 9 9.2 

 

環境政策部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

情報の収集・

連絡，緊急連

絡体制及び通

信の確保 

放射性物質による

影響の早期把握の

ための活動 

住民等への影響を迅速に把握するため

の緊急時モニタリングの実施 

3 1 1.4 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

避難所等の開設 避難所の良好な生活環境の維持，衛生状

態の把握等 

3 4 4.1 

被災者の健康及び衛生管理，要配慮者の

支援等 

3 4 4.1 

 

行財政部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

被災者等の生

活再建等の支

援 

災害復興基金の設

立等の検討 

災害復興基金の設立等の検討 4 4 4.3 

 

総合企画部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

住民等に対す

る事故発生及

び避難指示等

の連絡 

住民等に対する事

故発生及び避難指

示等の連絡 

住民等に対する事故発生の連絡及び正

確で分かりやすい情報伝達 

3 3 3.1 

住民等に対して避難に資する情報を提

供 

3 3 3.1 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

要配慮者等への配

慮 

避難誘導及び避難所での生活における

要配慮者への配慮 

3 4 4.5 

市民等への迅

速かつ的確な

情報伝達活動 

市民等への迅速か

つ的確な情報伝達

活動の実施 

市民等への的確な情報提供，迅速かつ分

かりやすく正確な広報の実施 

3 7 7.1 

様々な情報伝達手段を活用した広報，定

期的な情報提供の実施 

3 7 7.1 

市民等のニーズ，

要配慮者に配慮し

た情報伝達の実施 

市民等のニーズの把握，正確かつきめ細

かな情報提供の実施 

3 7 7.2 

様々な媒体を活用した的確・適切な情報

提供の実施 

3 7 7.2 

市民等からの問い

合わせに対応する

体制の整備 

市民等からの問い合わせに対応する体

制の整備 

3 7 7.3 

被災者の安否情報の収集，住民等からの

照会への対応 

3 7 7.3 

自発的支援の

受入れ等 

義援物資・義援金

の受入れ，配付・

配分 

義援物資の受入れ，配付 3 11 11.2
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被災者等の生

活再建等の支

援 

被災者の自立支援

の実施 

被災者の自立支援の実施 4 4 4.2 

文化市民部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

飲食物，生活必需

品等の調達・供給 

備蓄物資，調達物資及び支援物資の被災

者への供給 

3 4 4.9 

自発的支援の

受入れ等 

ボランティアの受

入体制の確保 

ボランティアの受入体制の確保 3 11 11.1

義援物資・義援金

の受入れ，配付・

配分 

義援物資の受入れ，配付 3 11 11.2

義援金の受入れ，配分 3 11 11.2

風評被害等の

影響の軽減 

放射線被ばくにつ

いての人権侵害の

防止・人権意識の

啓発 

放射線被ばくについての人権侵害の防

止・人権意識の啓発 

4 3 3.4 

被災者等の生

活再建等の支

援 

被災者等の生活再

建等の支援 

被災者等の生活再建等の支援 4 4 4.1 

市民等への迅

速かつ的確な

情報伝達活動 

市民等からの問い

合わせに対応する

体制の整備 

市民等からの問い合わせに対応する体

制の整備 

3 7 7.3 

 

産業観光部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

情報の収集・

連絡，緊急連

絡体制及び通

信の確保 

放射性物質又は放

射線の影響の早期

把握のための活動 

住民等への影響を迅速に把握するため

の緊急時モニタリングの実施 

3 1 1.4 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

避難所等の開設 避難者に対する旅館やホテル等への移

動の促進 

3 4 4.1 

飲食物，生活必需

品等の調達・供給 

飲食物，生活必需品等の調達・確保 3 4 4.9 

市民等への迅

速かつ的確な

情報伝達活動 

市民等のニーズ，

要配慮者に配慮し

た情報伝達の実施 

市民等のニーズの把握，正確かつきめ細

かな情報提供の実施 

3 7 7.2 

飲食物の出荷

制限，摂取制

限等 

飲食物の出荷制

限，摂取制限等の

実施，住民等の周

知 

緊急時における飲食物の出荷制限，摂取

制限等の実施 

3 8 8.1 

京都府が行う食品等の汚染状況の調査

への協力及び飲料水の検査 

3 8 8.1 

飲食物の出荷制限，摂取制限等の実施及

びこれらの解除，住民等の周知 

3 8 8.1 

自発的支援の

受入れ等 

義援物資・義援金

の受入れ，配付・

配分 

義援物資の受入れ，配付 3 11 11.2

風評被害等の

影響の軽減 

市内産農産物のモ

ニタリングの実施 

市内産農産物のモニタリングの実施 4 3 3.1 
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観光客・修学旅行

生の減少を防ぐた

めの情報提供の実

施 

観光客・修学旅行生の減少を防ぐための

情報提供の実施 

4 3 3.2 

販売促進・観光誘

致活動の実施 

販売促進・観光誘致活動の実施 4 3 3.3 

被災者等の生

活再建等の支

援 

被災者等の生活再

建等の支援 

被災者等の生活再建等の支援 4 4 4.1 

被災中小企業

に対する支援 

被災中小企業に対

する支援 

被災中小企業に対する支援 4 5 5.1 

 

保健福祉部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

情報の収集・

連絡，緊急連

絡体制及び通

信の確保 

放射性物質又は放

射線の影響の早期

把握のための活動 

住民等への影響を迅速に把握するため

の緊急時モニタリングの実施 

3 1 1.4 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

避難所等の開設 避難所の良好な生活環境の維持，衛生状

態の把握等 

3 4 4.1 

被災者の健康及び衛生管理，要配慮者の

支援等 

3 4 4.1 

避難時の住民等に

対するスクリーニ

ング実施 

避難時における住民等に対するスクリ

ーニングの実施 

3 4 4.2 

安定ヨウ素剤の予

防服用措置 

安定ヨウ素剤の予防服用措置 3 4 4.4 

要配慮者等への配

慮 

避難行動要支援者対する避難支援や安

否確認 

3 4 4.5 

避難誘導及び避難所での生活における

要配慮者への配慮 

3 4 4.5 

救助・救急及

び医療活動 

緊急時における住

民等の健康管理，

スクリーニング，

除染等の実施 

緊急時における住民等の健康管理，スク

リーニング，除染等の実施 

3 6 6.2 

京都府が行う緊急

被ばく医療への協

力 

京都府が行う緊急被ばく医療への協力 3 6 6.3 

市民等への迅

速かつ的確な

情報伝達活動 

市民等のニーズ，

要配慮者に配慮し

た情報伝達の実施 

市民等のニーズの把握，正確かつきめ細

かな情報提供の実施 

3 7 7.2 

飲食物の出荷

制限，摂取制

限等 

飲食物の出荷制

限，摂取制限等の

実施，住民等の周

知 

緊急時における飲食物の出荷制限，摂取

制限等の実施 

3 8 8.1 

京都府が行う食品等の汚染状況の調査

への協力及び飲料水の検査 

3 8 8.1 

飲食物の出荷制限，摂取制限等の実施及

びこれらの解除，住民等の周知 

3 8 8.1 

自発的支援の

受入れ等 

ボランティアの受

入体制の確保 

ボランティアの受入体制の確保 3 11 11.1
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心身の健康相

談体制の整備 

心身の健康相談及

び健康調査を行う

ための体制の整備

及び実施 

心身の健康相談及び健康調査を行うた

めの体制の整備及び実施 

4 2 2.1 

風評被害等の

影響の軽減 

市内産農産物のモ

ニタリングの実施 

市内産農産物のモニタリングの実施 4 3 3.1 

被災者等の生

活再建等の支

援 

被災者等の生活再

建等の支援 

被災者等の生活再建等の支援 4 4 4.1 

 

都市計画部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

避難所等の開設 既存住宅のあっせん及び活用による避

難所の早期解消 

3 4 4.1 

応急仮設住宅の建設，被災者の円滑な入

居の促進 

3 4 4.1 

要配慮者等への配

慮 

避難行動要支援者対する避難支援や安

否確認 

3 4 4.5 

避難誘導及び避難所での生活における

要配慮者への配慮 

3 4 4.5 

被災者等の生

活再建等の支

援 

被災者等の生活再

建等の支援 

被災者等の生活再建等の支援 4 4 4.1 

 

消防部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

情報の収集・

連絡，緊急連

絡体制及び通

信の確保 

放射性物質又は放

射線の影響の早期

把握のための活動 

住民等への影響を迅速に把握するため

の緊急時モニタリングの実施 

3 1 1.4 

活動体制の確

立 

応援要請及び職員

の派遣要請等の実

施 

応援協定等に基づく他市町村への応援

要請，京都府に対する緊急消防援助隊出

動要請の実施 

3 2 2.4 

住民等に対す

る事故発生及

び避難指示等

の連絡 

住民等に対する事

故発生及び避難指

示等の連絡 

住民等への避難の勧告又は指示等の連

絡 

3 3 3.1 

住民等の避難状況の確認 3 3 3.1 

避難場所以外に避難した場合，居場所等

を連絡するよう住民へ周知 

3 3 3.1 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

避難所等の開設 避難時における住民等に対するスクリ

ーニングの実施 

3 4 4.2 

救助・救急及

び医療活動 

救助・救急活動に

必要な措置の実施 

救助及び救急活動のための資機材の確

保等 

3 6 6.1 

京都府に対する緊急消防援助隊の出動

等の要請 

3 6 6.1 
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緊急時における住

民等の健康管理，

スクリーニング，

除染等の実施 

緊急時における住民等の健康管理，スク

リーニング，除染等の実施 

3 6 6.2 

市民等への迅

速かつ的確な

情報伝達活動 

市民等への迅速か

つ的確な情報伝達

活動の実施 

市民等への的確な情報提供，迅速かつ分

かりやすく正確な広報の実施 

3 7 7.1 

様々な情報伝達手段を活用した広報，定

期的な情報提供の実施 

3 7 7.1 

住民等のニーズ，

要配慮者に配慮し

た情報伝達の実施 

市民等のニーズの把握，正確かつきめ細

かな情報提供の実施 

3 7 7.2 

治安の確保及

び火災の予防 

治安の確保及び火

災予防 

火災予防の実施 3 9 9.1 

 

教育部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

風評被害等の

影響の軽減 

放射線被ばくにつ

いての人権侵害の

防止・人権意識の

啓発 

放射線被ばくについての人権侵害の防

止・人権意識の啓発 

4 3 3.4 

 

交通部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

緊急輸送活動 緊急輸送活動の実

施 

緊急輸送体制の確立 3 5 5.1 

 

上下水道部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

情報の収集・

連絡，緊急連

絡体制及び通

信の確保 

放射性物質又は放

射線の影響の早期

把握のための活動 

住民等への影響を迅速に把握するため

の緊急時モニタリングの実施 

3 1 1.4 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

避難所等の開設 被災者の健康及び衛生管理，要配慮者の

支援等 

3 4 4.1 

飲食物の出荷

制限，摂取制

限等 

飲食物の出荷制

限，摂取制限等の

実施，住民等への

周知 

緊急時における飲食物の出荷制限，摂取

制限等の実施 

3 8 8.1 

京都府が行う食品の汚染状況の調査へ

の協力及び飲料水の検査 

3 8 8.1 

飲食物の出荷制限，摂取制限等の実施及

びこれらの解除，住民等への周知 

3 8 8.1 

琵琶湖等の水道水

源の放射性物質に

よる汚染への対応 

水道原水及び水道水の放射能測定体制

の強化 

3 8 8.2 

浄水処理対策の強化 3 8 8.2 

汚泥等のモニタリング，保管等への対策

の実施 

3 8 8.2 

 



原子力災害対策編 第３章 緊急事態応急対策 

- 65 - 

 

各部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

情報の収集・

連絡，緊急連

絡体制及び通

信の確保 

放射性物質又は放

射線の影響の早期

把握のための活動 

緊急時モニタリングへの協力，モニタリ

ング情報の迅速な把握 

3 1 1.4 

活動体制の確

立 

防災業務関係者の

安全確保 

防災業務関係者の放射線防護 3 2 2.3 

原子力被災者生活

支援チームとの連

携 

原子力被災者生活支援チームとの連携 3 2 2.3 

市民等への迅

速かつ的確な

情報伝達活動 

市民等からの問い

合わせに対応する

体制の整備 

市民等からの問い合わせに対応する体

制の整備 

3 7 7.3 

被災者の安否情報の収集，住民等からの

照会への対応 

3 7 7.3 

行政機関の業

務継続に係る

措置 

行政機関の庁舎の

退避，業務の継続 

庁舎の退避の住民等への周知 3 10 10.1

退避先における業務の継続 3 10 10.1

放射性物質に

よる環境汚染

への対処 

放射性物質による

環境汚染への対処 

放射性物質による環境汚染への対処に

ついて必要な措置の実施 

4 1 1.1 

緊急事態解除

宣言後の対応 

原子力災害中長期

対策や被災者の生

活支援の実施 

原子力災害中長期対策や被災者の生活

支援の実施 

4 6 6.1 

各種制限措置

の解除 

各種制限措置の解

除 

各種制限措置の解除 4 7 7.1 

 

区本部 

所掌事務 
記載箇所 

章 節 項 

情報の収集・

連絡，緊急連

絡体制及び通

信の確保 

放射性物質又は放

射線の影響の早期

把握のための活動 

住民等への影響を迅速に把握するため

の緊急時モニタリングの実施 

3 1 1.4 

住民等に対す

る事故発生及

び避難指示等

の連絡 

住民等に対する事

故発生及び避難指

示等の連絡 

住民等への避難の勧告又は指示等の連

絡 

3 3 3.1 

住民等の避難状況の確認 3 3 3.1 

避難場所以外に避難した場合，居場所等

を連絡するよう住民へ周知 

3 3 3.1 

屋内退避，避

難収容等の防

護活動 

避難所等の開設 避難所等の開設，住民等への周知徹底 3 4 4.1 

避難状況の確認，京都府等への報告等 3 4 4.1 

避難所の良好な生活環境の維持，衛生状

態の把握等 

3 4 4.1 

被災者の健康及び衛生管理，要配慮者の

支援等 

3 4 4.1 

男女のニーズの違いや子育て家庭のニ

ーズに配慮した避難所の運営 

3 4 4.1 

避難者に対する旅館やホテル等への移 3 4 4.1 
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動の促進 

既存住宅のあっせん及び活用による避

難所の早期解消 

3 4 4.1 

広域一時滞在への

対応 

広域一時滞在への協力 3 4 4.3 

要配慮者等への配

慮 

避難行動要支援者対する避難支援や安

否確認 

3 4 4.5 

避難誘導及び避難所での生活における

要配慮者への配慮 

3 4 4.5 

飲食物，生活必需

品等の調達・供給 

飲食物，生活必需品等の調達・確保 3 4 4.9 

備蓄物資，調達物資及び支援物資の被災

者への供給 

3 4 4.9 

市民等への迅

速かつ的確な

情報伝達活動 

市民等への迅速か

つ的確な情報伝達

活動の実施 

市民等への的確な情報提供，迅速かつ分

かりやすく正確な広報の実施 

3 7 7.1 

様々な情報伝達手段を活用した広報，定

期的な情報提供の実施 

3 7 7.1 

市民等のニーズ，

要配慮者に配慮し

た情報伝達の実施 

市民等のニーズの把握，正確かつきめ細

かな情報提供の実施 

3 7 7.2 

市民等からの問い

合わせに対応する

体制の整備 

被災者の安否情報の収集，住民等からの

照会への対応 

3 7 7.3 

行政機関の業

務継続に係る

措置 

行政機関の庁舎の

退避，業務の継続 

庁舎の退避の住民等への周知 3 10 10.1

退避先における業務の継続 3 10 10.1

自発的支援の

受入れ等 

ボランティアの受

入体制の確保 

ボランティアの受入体制の確保 3 11 11.1

義援物資・義援金

の受入れ，配付・

配分 

義援物資の受入れ，配付 3 11 11.2

義援金の受入れ，配分 3 11 11.2

放射性物質に

よる環境汚染

への対処 

放射性物質による

環境汚染への対処 

放射性物質による環境汚染への対処に

ついて必要な措置の実施 

4 1 1.1 

心身の健康相

談体制の整備 

心身の健康相談及

び健康調査を行う

ための体制の整備

及び実施 

心身の健康相談及び健康調査を行うた

めの体制の整備及び実施 

4 2 2.1 

被災者等の生

活再建等の支

援 

被災者等の生活再

建等の支援 

被災者等の生活再建等の支援 4 4 4.1 

被災者の自立支援

の実施 

被災者の自立支援の実施 4 4 4.2 

緊急事態解除

宣言後の対応 

原子力災害中長期

対策や被災者の生

活支援の実施 

原子力災害中長期対策や被災者の生活

支援の実施 

4 6 6.1 

被災地域住民

に係る記録等

の作成 

被災地域住民に係

る記録の作成 

被災地域住民に係る記録の作成 4 9 9.1 

応急対策措置状況

等の記録の作成 

応急対策措置状況等の記録の作成 4 9 9.2 
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2.3 緊急事態応急対策の実施 （原子力緊急事態宣言が発出された場合の対策等） 

 

2.3.1 原子力災害合同対策協議会等に出席し，初動活動に従事させる 

京都市《本部事務局》は，原子力緊急事態宣言が発出され，対策拠点施設において原子力災害

合同対策協議会が組織されることとなった場合は，原則として，あらかじめ定めた責任ある判断

を行える職員をこれに出席させ，原子力緊急事態に関する情報を交換し，緊急事態応急対策の実

施に向けた調整を行う。 

また，京都市《本部事務局》は，あらかじめ定めた職員を対策拠点施設に派遣し，初動の緊急

避難における周辺地域での活動体制を確立するとともに，施設の状況の把握，モニタリング情報

の把握，医療関係情報の把握，住民避難・屋内退避の状況の把握等の活動に従事させる。 

 

（参考）【防災基本計画 第 12 編原子力災害対策編 第 2章 災害応急対策 第 1 節 7】 

７ 指定行政機関等の活動体制 

(2)原子力緊急事態宣言後の体制 

一 原子力災害対策本部の設置 

○原子力規制委員会は，全面緊急事態に至ったことにより，原災法第１５条に基づき，原子力緊急事態

が発生していると認める場合，その旨を直ちに内閣総理大臣に上申し，官邸〔内閣官房〕及び内閣府に

原子力緊急事態宣言案及び地方公共団体の長に対する原災法第１５条第３項に基づく指示案を送付する

とともに，当該指示案を関係する地方公共団体の長に伝達するものとする。その際併せて，緊急時モニ

タリングの結果，予測を含めた気象情報，大気中放射性物質拡散計算システムで得られた大気中放射性

物質拡散計算の結果等を提出するものとする。 

○内閣総理大臣による宣言の発出に当たっては，内閣府は，速やかに宣言の公示の手続及び原子力災害

対策本部の設置の手続を行い，原子力規制委員会は，内閣総理大臣の緊急事態応急対策に関する事項の

指示等を地方公共団体に伝達するものとする。 

○内閣総理大臣は，原子力緊急事態宣言を発出し，原子力規制委員会から提示された指示案を踏まえ，

応急対策実施区域を管轄する地方公共団体が行うべき避難又は屋内退避及び安定ヨウ素剤の服用又はそ

の準備に関する指示又は勧告等を含む緊急事態応急対策に関する事項を指示するものとする。 

（中略） 

三 原子力災害現地対策本部の設置 

○原子力災害対策本部は，緊急事態応急対策実施区域において，原子力災害対策本部の事務の一部を行

う組織として，原子力災害対策本部長の定めるところにより，原子力災害現地対策本部（以下「現地対

策本部」という。）を置くものとする。 

○現地対策本部は，原子力災害対策本部の指示の下，関係地方公共団体と連絡調整を行いつつ，周辺住

民の避難の実施を支援するなど，オフサイト対応を中心に災害応急対策に務めるものとする。 （中略）

○現地対策本部は，原則として，環境副大臣（又は環境大臣政務官）を長とし，原子力災害対策本部の

本部員又は職員を構成員とするものとする。 

○現地対策本部は，対策拠点施設において，応急対策実施区域を管轄する都道府県及び市町村の災害対

策本部（又は現地対策本部）とともに，原子力災害合同対策協議会を組織するものとする。原子力災害

合同対策協議会は，現地対策本部長，都道府県及び市町村の各々の災害対策本部の代表者，指定公共機

関の代表者及び原子力事業者の代表者から権限を委任された者等により構成されるものとする。原子力

災害合同対策協議会は，現地対策本部長が主導的に運営するものとする。 

○原子力災害合同対策協議会の会合においては，必要に応じ，指定公共機関〔独立行政法人原子力安全

基盤機構，独立行政法人放射線医学総合研究所，独立行政法人日本原子力研究開発機構〕等の専門家を

出席させ，その知見を十分に活用するよう努めるものとする。 

○原子力災害合同対策協議会の構成員，運営方法，緊急事態応急対策を実施する際の役割分担等につい

ては，あらかじめ地域ごとに国，地方公共団体及び関係機関が協議して定めておくものとする。 

 

2.3.2 応援要請及び職員の派遣要請等を実施する 

（１）応援要請を行う 



原子力災害対策編 第３章 緊急事態応急対策 

- 68 - 

 

京都市《本部事務局，消防部》は，必要に応じ，あらかじめ締結した応援協定等に基づき，

他の市町村等に対し速やかに応援要請を行うとともに，必要に応じ，京都府に対し緊急消防援

助隊の出動を要請する。 

（２）職員の派遣要請等を行う 

市長《本部長》は，緊急事態応急対策又は原子力災害中長期対策のため必要と認めるときは，

指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に対し，職員の派遣を要請し，又は，京都府知事

に対し，指定地方行政機関の職員の派遣についてあっ旋を求める。 

市長《本部長》は，緊急事態応急対策又は原子力災害中長期対策のため必要と認めるときは，

指定行政機関又は指定地方行政機関の長に対し，放射線による人体の障害の予防，診断及び治

療に関する助言，その他の必要な援助を求める。 

 

2.3.3 自衛隊の派遣及び撤収要請等を要求する 

市長《本部長》は，自衛隊の派遣要請の必要があると認める場合は，京都府知事に対し派遣の

要請を要求する。 

また，市長《本部長》は，自衛隊による支援の必要がなくなったと認めるときには，速やかに

京都府知事に対し，撤収要請を要求する。 

 

2.3.4 防災業務関係者の安全を確保する 

京都市《本部事務局》は，緊急事態応急対策に係わる防災業務関係者の安全確保を図る。 

（１）防災業務関係者の安全確保を行う 

防災業務関係者が披ばくする可能性のある環境下で活動する場合には，以下の事項を遵守し，

安全管理を徹底する。 

ア 災害対策本部（又は現地災害対策本部）と現場指揮者との間で連携を密にし，適切な被ば

く管理を行う。 

イ 原子力災害特有の異常心理下での活動において冷静な判断と行動がとれるよう配意する。 

ウ 二次災害発生の防止に万全を期するため，被ばくする可能性のある環境下で作業する場合

の防災業務従事者相互の安全チェック体制を整備する。 

（２）防護資機材調達の協力を要請する 

市長《本部長》は，京都府やその他防災関係機関に対して，必要に応じ，防護服，防護マス

ク，線量計及び安定ヨウ素剤等の防護資機材の調達の協力を要請する。 

（参考） 

【防災基本計画 第 12 編 原子力災害対策 第 2 章 災害応急対策 第 1 節 発災直後の情報の収集・連絡，緊

急連絡体制及び活動体制の確立 11 その他 (1)防災業務関係者の安全確保】 

(1)防災業務関係者の安全確保 

○防災業務関係者の放射線防護については，あらかじめ定められた緊急時の防災業務関係者の放射

線防護に係る基準に基づき行うものとする。 

○国，地方公共団体等は，応急対策活動を行う防災業務関係者の安全確保のための資機材の確保を

図るものとする。 

 

【京都府地域防災計画 第3編 緊急事態応急対策計画 第3章 活動体制の確立 ７ 防災業務関係者の安全確保】

(2) 防護対策 

ア 府現地災害対策本部長，府災害対策支部長，緊急時医療本部長は，緊急時モニタリングセンタ

ー長と連携し，必要に応じその管轄する防災業務関係者に対し，防護服，防護マスク，線量計等

の防護資機材の装着及び安定ヨウ素剤の配備等必要な措置を図るよう指示するものとする。 

また，府現地災害対策本部長は，市町村やその他防災関係機関に対しても，防護服，防護マス

ク，線量計等の防護資機材の装着及び安定ヨウ素剤の配備等必要な措置を図るよう指示するもの

とする。 
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（３） 防災業務関係者の放射線防護を行う 

ア 京都市《本部事務局》は，防災業務関係者の放射線防護については，あらかじめ定められ

た緊急時の防災業務関係者の放射線防護に係る基準に基づき行う。 

イ 京都市《本部事務局，各部》は京都府と連携又は独自に職員の被ばく管理を行う。 

ウ 京都市《本部事務局》は，必要に応じ京都府など関係機関に対し除染等の医療措置を要請

する。 

エ 京都市《本部事務局，各部》は，応急対策活動を行う京都市の防災業務関係者の安全確保

のための資機材を確保する。 

オ 京都市《本部事務局，各部》は，応急対策を行う職員等の安全確保のため，国，京都府及

び関西電力（株）と相互に密接な情報交換を行う。 

 

2.3.5 原子力被災者生活支援チームと連携する 

京都市《本部事務局，各部》は，初期対応段階における避難区域の住民避難完了後の段階にお

いて，国が設置する原子力被災者生活支援チームと連携し，子ども等をはじめとする健康管理調

査等の推進，環境放射線モニタリングの総合的な推進，適切な役割分担のもと汚染廃棄物の処理

や除染等を推進する。 

（参考）【京都府防災計画 第 3編 第 3章 6．】 

原子力災害対策本部長は，原子力施設における放射性物質の大量放出を防止するための応急措置が終

了したことにより避難区域の拡大防止がなされたこと及び初動段階における避難区域の住民避難が概

ね終了したことを一つの目途として，必要に応じて，原子力災害対策本部のもとに，被災者の生活支援

のため，環境大臣及び原子力利用省庁の担当大臣を長とする原子力被災者生活支援チームを設置するこ

ととされている。 
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第３節 住民等に対する事故発生及び避難指示等の連絡 
■ 実施責任者：本部長，区本部長 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

3.1 住民等に対して

事故発生及び避難

指示等を連絡する 

本部事務局 

総合企画部 

3.1.1 多様な通信手段を駆使し，正確でわかりやす

い情報を迅速かつ定期的に伝達する 

本部事務局 

区本部 

消防部 

府警察本部 

3.1.2 屋内退避又は避難のための立退きの勧告又

は指示等の連絡及び注意喚起を行う 

本部事務局 

総合企画部 

区本部 

3.1.3 住民等に対して避難に資する情報を提供し，

及び避難状況を確認する 

消防部 

区本部 

3.1.4 指定した避難所以外に避難した場合，居場所

と連絡崎を連絡するよう住民等に周知する 

本部事務局 3.1.5 飼い主に対して，家庭動物との同行避難を呼

びかける 

 

 

3.1 住民等に対して事故発生及び避難指示等を連絡する 

 

3.1.1 多様な通信手段を駆使し，正確でわかりやすい情報を迅速かつ定期的に伝達する 

京都市《本部事務局，総合企画部》は，国，京都府，関西電力（株）（大飯発電所の原子力防

災管理者を含む）等から警戒事態，施設敷地緊急事態発生の連絡を受けた場合は，多様なメディ

ア等の使用可能な手段を駆使して，住民等に対し正確な情報提供を迅速に，かつ，わかりやすい

内容で行う。また，住民等に対する情報は，下記の項目について定期的に繰り返し伝達する。 

（１）異常事態が生じた施設名及び発生時刻並びに異常事態の内容 

（２）空間放射線量率の計測値等の周辺環境状況及び今後の予測 

（３）地域に応じた住民のとるべき行動についての指示 

 

3.1.2 屋内退避又は避難の勧告又は指示等の連絡及び注意喚起を行う 

（１）施設敷地緊急事態発生時におけるＵＰＺ内住民の屋内退避の準備 

京都市《本部事務局，区本部，消防部》は，大飯発電所における事態が次のいずれかに該当

した場合は，市域のＵＰＺ内における屋内退避の準備を行う。 

ア ＥＡＬに基づく施設敷地緊急事態が発生した場合において，国もしくは京都府から要請が

あった場合 

イ その他本部長が必要と認めた場合 

※施設敷地緊急事態については，第１章 第７節（８ページ）参照 

（２）全面緊急事態発生時におけるＵＰＺ内住民の屋内退避の実施及びＵＰＺ外住民への注意喚起 

  等 

京都市《本部事務局，区本部，消防部，府警察本部》は，大飯発電所における事態が次のい

ずれかに該当した場合は，ＰＡＺ内の避難の実施に併せ，国もしくは京都府の要請又は独自の

判断により市域のＵＰＺ内の住民等に対し，屋内退避の実施やＯＩＬに基づく防護措置の準備

を行うよう勧告又は指示等を実施するとともに，ＵＰＺ外の住民等に対し，必要に応じて屋内

退避を行う可能性がある旨の注意喚起を行う。 
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ア ＥＡＬに基づく全面緊急事態※に至ったことにより，内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言

を発出した場合（緊急事態宣言を発出し，必要な防護措置を指示した場合） 

イ その他本部長が必要と認めた場合 

※全面緊急事態については，第１章 第７章（９ページ）参照 

（３）避難及び一時移転の勧告又は指示の連絡等 

京都市《本部事務局，区本部，消防部，府警察本部》は，大飯発電所における事態が次のい

ずれかに該当した場合には，住民等に対する避難及び一時移転（以下「避難等」という。）の

勧告又は指示の連絡，確認等必要な緊急事態応急対策を実施するとともに，住民避難の支援が

必要な場合には京都府と連携し国及び関西広域連合に要請する。 

ア 事態の規模，時間的な推移に応じて，国から避難等の予防的防護措置を講じるよう指示さ

れた場合 

イ 国及び京都府と連携し，緊急時モニタリング結果や原子力災害対策指針に基づいたＯＩＬ
※の値を踏まえた国の指導・助言，指示及び放射性物質による汚染状況調査に基づき，原子

力災害対策指針の指標を超え，又は超えるおそれがあると認められる場合 

※ＯＩＬについては，第１章 第７節 表 1.7.2（１２ページ）参照 

ウ その他本部長が必要と認めた場合 

    なお，市長《本部長》は，国（内閣総理大臣）から事前に屋内退避又は避難等の勧告又は

指示の案を伝達された場合には，当該指示案に対して速やかに意見を述べる。 

（参考）【防災基本計画 第 12 編 原子力災害対策編 第 2 章 第 2 節 避難，屋内退避等の防護及

び情報提供活動 １．】 

（避難，屋内退避等の防護措置の実施） 

○内閣総理大臣は，原子力緊急事態宣言を発出するとともに，人命の安全を第一にＰＡＺ内の地方公共

団体に対し速やかに避難及び安定ヨウ素剤の服用等の必要な防護措置に関する指示を行うものとする。

○原子力災害対策本部は，ＵＰＺ内の地方公共団体に対し，屋内退避の実施やＯＩＬ（原子力災害対策

指針に基づく運用上の介入レベルをいう。以下同じ。）に，基づく防護措置の準備（避難・一時移転先，

輸送手段，スクリーニング場所の確保等）を行うよう要請するものとする。また，ＵＰＺ外の地方公共

団体に対しては，ＰＡＺ内の地方公共団体から避難してきた住民等の受入れや，ＵＰＺ内の地方公共団

体が行う防護措置の準備への協力を要請するものとする。 

○放射性物質が放出された後は，原子力災害対策本部は，地方公共団体に対し，緊急事態の状況により，

ＯＩＬに基づき緊急時モニタリングの結果に応じて地方公共団体が行う避難，一時移転等の緊急事態応

急対策の実施について，指示，助言等を行うものとする。その際，予測を含めた気象状況や大気中放射

性物質拡散計算等を参考にするものとする。 

 

3.1.3 住民等に対して避難に資する情報を提供し，及び住民等の避難状況を確認する 

（１）住民等に対して避難所の所在等避難に資する情報を提供する 

京都市《総合企画部，区本部》は，住民等の避難誘導にあたっては，住民等に向けて避難や

スクリーニング場所の所在，災害の概要，緊急時モニタリング結果や参考となる気象情報及び

大気中拡散計算結果その他避難に資する情報を提供する。 

また，京都市《本部事務局》は，これらの情報について，原子力災害現地対策本部等及び京

都府に対しても情報提供する。 

（２）住民等の避難状況を確認する。 

京都市《区本部》は，避難のための立退きの勧告又は指示等を行った場合は，戸別訪問，避

難所における確認等あらかじめ定められた方法により住民等の避難状況を確認する。 

また，京都市《本部事務局》は，この確認結果については原子力災害現地対策本部等及び京

都府に情報提供する。 
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3.1.4 指定した避難所以外に避難をした場合，居場所と連絡先の連絡を住民等へ周知する 

  京都市《消防部，区本部》は，避難状況の確実な把握に向けて，京都市が指定したの避難所以

外に避難等をした場合等には，京都市の災害対策本部に居場所と連絡先を連絡するよう，住民等

へ周知する。 

 

3.1.5 飼い主に対して家庭動物との同行避難を呼びかける 

京都市《本部事務局》は災害の実態に応じて，京都府と連携し，飼い主に対して家庭動物との

同行避難を呼びかける。 
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第４節 屋内退避，避難収容等の防護活動 
 

■ 実施責任者 ： 本部長，区本部長 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

4.1 避難所等を開設す

る 

本部事務局 

区本部 

4.1.1 災害の状況に応じ避難所等を開設し，住

民等に対し周知徹底を図る 

本部事務局 

区本部 

4.1.2 住民等の避難状況を確認し，京都府等に

報告・情報提供する 

環境政策部 

保健福祉部 

区本部 

4.1.3 避難所の良好な生活環境の維持及び衛生

状態の把握に努め，必要な措置を講じる 

環境政策部 

保健福祉部 

上下水道部 

区本部 

4.1.4 被災者の健康及び衛生管理，要配慮者の

支援等，必要な措置を講じる 

区本部 4.1.5 男女のニーズの違いや子育て家庭のニー

ズに配慮した避難所の運営に努める 

本部事務局 

産業観光部 

区本部 

4.1.6 被災者の避難・収容状況等を鑑み，旅館

やホテル等への移動を避難者に促す 

本部事務局 

都市計画部 

区本部 

4.1.7 利用可能な既存住宅のあっせん及び活用

等により，避避所の早期解消に努める 

都市計画部 4.1.8 応急仮設住宅を建設し，被災者の円滑な

入居の促進に努める 

4.2 避難の際に住民等

に対するスクリーニン

グを実施する 

保健福祉部 

消防部 

4.2.1 避難の際に住民等に対するスクリーニン

グを実施する 

4.3 広域一時滞在に対

応する 

本部事務局 4.3.1 広域一時滞在について，府内市町村及び

京都府と協議する 

4.3.2 広域一時滞在の受入先の候補について，

京都府に助言を要請する 

本部事務局 

区本部 

4.3.3 広域一時滞在に協力する 

4.4 安定ヨウ素剤の予

防服用措置を講じる 

保健福祉部 4.4.1 安定ヨウ素剤の予防服用措置を講じる 

4.5 要配慮者等に配慮

する 

保健福祉部 

都市計画部 

区本部 

4.5.1 避難行動要支援者に対して避難支援や安

否確認を行う 

4.5.2 避難誘導及び避難所での生活において，

要配慮者に配慮する 

医療機関 4.5.3 避難勧告等があった場合，病院等医療機

関は患者等を他の医療機関に転院させる 

社会福祉施設 4.5.4 避難勧告等があった場合，社会福祉施設

は入所者等を避難させる 

4.6 学校等施設は生徒

等を安全に避難させる 

学校施設 4.6.1 学校等施設は生徒等を安全に避難させる 

4.7 不特定多数の者が

利用する施設は利用者

各施設 4.7.1 地下街，劇場等の興行場，駅，その他の

不特定多数の者が利用する施設において，避難
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を避難させる のための立退きの勧告又は指示等があった場

合，利用者を避難させる 

4.8 警戒区域の設定，避

難の勧告・指示の実効

を上げるための措置を

講じる 

本部事務局 

京都府警察本部 

4.8.1 警戒区域の設定，避難の勧告又は指示の

実効を上げるため，防災関係機関等と連携した

運用体制を確立する 

4.9 飲食物，生活必需品

等を調達し供給する 

産業観光部 

区本部 

4.9.1 被災者の生活の維持のための飲食物，生

活必需品等を調達・確保する 

本部事務局 

文化市民部 

区本部 

4.9.2 備蓄物資，調達物資及び支援物資を被災

者に供給する 

本部事務局 4.9.3 物資の調達が必要な場合は，国等に物資

の調達を要請する 

 

4.1 避難所等を開設する 

 

4.1.1 災害の状況に応じ避難所等を開設し，住民等に対し周知徹底を図る 

京都市《本部事務局，区本部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，京都府と連携し，災

害の状況に応じ避難所及びスクリーニング実施場所等を開設し，住民等に対し周知徹底を図る。

また，必要があれば，指定した避難所以外の施設についても，災害に対する安全性を確認のうえ，

管理者の同意を得て避難所等として開設する。 

 

4.1.2 住民等の避難状況を確認し，京都府等に報告・情報提供する 

京都市《本部事務局，区本部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，京都府と連携し，住

民等の避難状況を確認し，確認結果を京都府に報告するとともに原子力災害現地対策本部に情報

提供する。また，民生委員・児童委員，介護保険サービス事業者，障害福祉サービス事業者等は，

要配慮者の居場所や安否確認に努め，把握した情報について京都市に提供する。 

 

4.1.3 避難所の良好な生活環境の維持及び衛生状態の把握に努め，必要な措置を講じる 

京都市《環境政策部，保健福祉部，区本部》は，京都府の協力のもと，市域が避難対象区域に

含まれた場合，避難所の良好な生活環境の維持に努めるとともに，避難者の健康状態や避難所の

衛生状態の把握に努め，必要な措置を講じる。 

＜生活環境に配慮する事項＞ 

食事供与の状況，トイレの設置状況，プライバシーの確保状況，簡易ベッド等の活用状況，

入浴施設設置の有無及び利用頻度，洗濯等の頻度，医師，保健師，看護師，管理栄養士等に

よる巡回の頻度，暑さ・寒さ対策の必要性，食料の確保，配食等の状況，し尿及びごみ処理

の状況，家庭動物の飼養場所の確保 等 

 

4.1.4 被災者の健康及び衛生管理，要配慮者の支援等，必要な措置を講じる 

京都市《保健福祉部，区本部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，避難所における被災

者の健康状態を十分把握し，必要に応じ救護所等の設置や心のケアを含めた対策を行う。 

特に，要配慮者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行い，必要に応じ福祉避難所又は福祉

施設等での受入れ，子どもの一時預かり，職員等の派遣，車椅子等の手配等を介護保険サービス

事業者，障害福祉サービス事業者，保育サービス事業者，ボランティア団体等の協力を得つつ，

計画的に実施する。 

また，京都市《保健福祉部》は，保健師等による巡回健康相談等を実施する。 

なお，京都市《環境政策部，保健福祉部，上下水道部》は，避難所の生活環境を確保するため，
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必要に応じ，仮設トイレを早期に設置するとともに，被災地の衛生状態の保持のため，清掃，し

尿処理，生活ごみの収集処理等についても必要な措置を講ずる。 

 

4.1.5 男女のニーズの違いや子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努める 

京都市《区本部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，京都府の協力のもと，避難所の運

営における女性の参画を推進し，男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮するとともに,

女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努める。 

＜女性のニーズへの配慮事項＞ 

女性専用の物干し場，更衣室，授乳室の設置や生理用品・女性用下着の女性による配布，

避難所における安全性の確保等 

 

4.1.6 被災者の避難・収容状況等を鑑み，旅館やホテル等への移動を避難者に促す 

京都市《本部事務局，産業観光部，区本部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，京都府

の協力のもと，災害の規模，被災者の避難及び収容状況，避難の長期化等に鑑み，必要に応じて，

旅館やホテル等への移動を避難者に促す。 

 

4.1.7 利用可能な既存住宅のあっせん及び活用等により，避避所の早期解消に努める 

京都市《本部事務局，都市計画部，区本部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，避難者

の健全な住生活の早期確保のために，必要に応じ，応急仮設住宅の迅速な提供，公営住宅，民間

賃貸住宅及び空き家等利用可能な既存住宅のあっせん及び活用等により，避難所の早期解消に努

める。 

 

4.1.8 応急仮設住宅を建設し，被災者の円滑な入居の促進に努める 

京都市《都市計画部》は，応急仮設住宅を建設する必要がある場合，避難者の健全な住生活の

早期確保を図るため，速やかに国及び京都府と協議のうえ建設するとともに，被災者の円滑な入

居の促進に努める。 

また，必要に応じて，応急仮設住宅における家庭動物の飼養に配慮する。なお，応急仮設住宅

の建設資機材が不足する場合には，必要に応じて，国及び京都府に資機材の調達に関して要請す

る。 

 

 

4.2 避難の際に住民等に対するスクリーニングを実施する 

 

4.2.1 京都市《保健福祉部，消防部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，京都府が行うス

クリーニングに加え，避難の際に住民等に対するスクリーニングを実施する。 

（参考）【京都府防災計画 第 3編 第 4章 4．】 

原子力災害対策本部は，原子力災害対策指針を踏まえ，避難の際の住民等に対するスクリーニングを行

う際の基準を決定し，地方公共団体に連絡することとされている。 

京都府［府民生活部，健康福祉部］は，関西電力（株）と連携し，国の協力を得ながら，指定公共機関

の支援のもと，住民等が避難区域等から避難した後に，住民等（避難輸送に使用する車両及びその乗務

員を含む。）のスクリーニング及び除染を行うこととされている。 
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4.3 広域一時滞在に対応する 

 

4.3.1 広域一時滞在について，府内市町村及び京都府と協議する 

京都市《本部事務局》は，市域外への広域的な避難及び避難所，応急仮設住宅等への収容が必

要であると判断した場合は，京都府内の他の市町村への受入れについては当該市町村と直接協議

し，他の都道府県の市町村への受入れについては，京都府に対し当該都道府県との協議を求める。 

（参考）【京都府地域防災計画 第 3編 第 4章 3(2)】 

府[府民生活部]は，市町村から協議要求があった場合，関西広域連合及び他の都道府県と協議を行うも

のとする。 

 

4.3.2 広域一時滞在の受入先の候補について，京都府に助言を要請する 

京都市《本部事務局》は，京都府に対し，必要に応じて，広域一時滞在の受入先候補となる地

方公共団体及び当該地方公共団体における被災住民の受入能力（施設数，施設概要等）等につい

て助言を要請する。 

（参考）【京都府地域防災計画 第 3編 第 4 章 3(3)】 

国は，府から求めがあった場合には，受入先の候補となる地方公共団体及び当該地方公共団体における

被災住民の受入能力（施設数，施設概要等）等，広域一時滞在について助言するものとされており，府

は，市町村から求めがあった場合には，同様の助言を行うものとする。 

 

4.3.3 広域一時滞在に協力する 

京都市《本部事務局，区本部》は，京都府知事又は他の市町村長から被災者の広域一時滞在に

ついて要請を受けた場合は，協力する。 

 

 

4.4 安定ヨウ素剤の予防服用措置を講じる 

 

4.4.1 緊急時における住民等への安定ヨウ素剤の配布及び服用については，原則として，原子力

規制委員会がその必要性を判断し，原子力災害対策本部又は地方公共団体が指示することとされ

ている。 

京都市《保健福祉部》は，京都府と連携し，原子力災害対策本部の指示に基づき，又は，独自

の判断により，服用対象の住民等に対し，原則として医師の関与の下で，安定ヨウ素剤を配布す

るとともに．服用を指示するものとする。 

ただし，時間的制約等により，医師を立ち会わせることができない場合には，薬剤師の協力を

求める等，あらかじめ定める代替の手続きによって配布，服用の指示を行う。 

 

 

4.5 要配慮者等に配慮する 

 

4.5.1 避難行動要支援者について避難支援や迅速な安否確認を行う 

京都市《保健福祉部，都市計画部，区本部》は，発災時には，避難行動要支援者本人の同意の

有無にかかわらず，避難行動支援者名簿を効果的に利用し，避難行動支援者について避難支援や

迅速な安否確認等が行われるよう努める。 

 

4.5.2 避難誘導及び避難所での生活において，要配慮者に配慮する 

京都市《総合企画部，保健福祉部，都市計画部，区本部》は，市域が避難対象区域に含まれた
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場合，京都府及び関係機関と連携し，国の協力を得て，避難誘導及び避難所での生活において，

要配慮者が健康状態を悪化させないこと等に十分配慮し，避難所での健康状態の把握，福祉施設

職員等の応援体制，応急仮設住宅への優先的入居，高齢者，障害者向けの応急仮設住宅の設置等

に努める。 

また，要配慮者に向けた情報の提供についても十分配慮する。 

 

4.5.3 避難勧告等があった場合，病院等医療機関は患者等を他の医療機関に転院させる 

病院等医療機関は，避難の勧告又は指示等があった場合は，医師，看護師，職員の指示・引率

のもと，迅速かつ安全に，入院患者，外来患者，見舞客等を避難又は他の医療機関へ転院させる。 

 

4.5.4 避難勧告等があった場合，社会福祉施設は入所者等を避難させる 

社会福祉施設は，避難の勧告又は指示等があった場合は，職員の指示・引率のもと，迅速かつ

安全に，入所者又は利用者を避難させる。 

 

 

4.6 学校等施設は生徒等を安全に避難させる 

 

4.6.1 学校等施設は，生徒等の在校時に避難の勧告又は指示等があった場合は，教職員の指示・

引率のもと，迅速かつ安全に生徒等を避難させる。また，生徒等を避難させた場合及び生徒等を

保護者の元へ戻した場合は，区本部に速やかに連絡する。 

 

 

4.7 不特定多数の者が利用する施設は利用者を避難させる 

 

4.7.1 地下街，劇場等の興行場，駅，その他の不特定多数の者が利用する施設において，避難の

勧告又は指示等があった場合は，施設の利用者等を避難させる。 

 

 

4.8 警戒区域の設定，避難の勧告・指示の実効を上げるための措置を講じる 

 

4.8.1 京都市《本部事務局，京都府警察本部》は，現地対策本部，京都府，京都府警察本部及び

関係機関等と連携し，警戒区域又は避難の勧告もしくは指示をした区域について，居住者等の生

命又は身体に対する危険を防止するため，外部から車両等が侵入しないよう指導するなど，警戒

区域の設定，避難の勧告又は指示の実効を上げるために必要な措置をとる。 

 

 

4.9 飲食物，生活必需品等を調達し供給する 

 

4.9.1 被災者の生活の維持のための飲食物，生活必需品等を調達・確保する 

京都市《産業観光部，区本部》は，京都府及び関係機関と協力し，被災者の生活の維持のため

必要な食料，飲料水，燃料，毛布等の生活必需品等を調達・確保する。 

なお，物資の調達に際しては，季節や被災地の実情を考慮するとともに，要配慮者のニーズや，

男女のニーズの違い等に配慮する。 
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4.9.2 備蓄物資，調達物資及び支援物資を被災者に供給する 

京都市《本部事務局，文化市民部，区本部》は，備蓄物資，調達物資及び国，他の都道府県等

からの支援物資を被災者に対し供給する。 

 

4.9.3 物資の調達が必要な場合は，国等に物資の調達を要請する 

京都市《本部事務局》は，供給すべき物資が不足し，調達の必要がある場合には，国（物資関

係省庁）又は原子力災害対策本部，京都府，関西広域連合等に物資の調達を要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



原子力災害対策編 第３章 緊急事態応急対策 

- 79 - 

 

第５節 緊急輸送活動 
 

■ 実施責任者 ： 本部長，交通部長 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

5.1 救助・救急活動，避

難者及び物資等の緊急

輸送活動を実施する 

本部事務局 5.1.1 緊急輸送の順位づけを行う 

5.1.2 緊急輸送の範囲を設定する 

本部事務局 

交通部 

防災関係機関 

5.1.3 緊急輸送体制を確立する 

5.2 緊急輸送のための

交通を確保する 

本部事務局 5.2.1 緊急輸送のための交通を確保する 

 

 

5.1 救助・救急活動，避難者及び物資等の緊急輸送活動を実施する 

 

5.1.1 緊急輸送の順位づけを行う 

京都市《本部事務局》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，緊急輸送の円滑な実施を確保

するため必要があるときは，次の順位を原則として，京都府及び防災関係機関と調整のうえ，緊

急輸送を実施する。 

表 3.5.1 緊急輸送の順位 

第１順位 人命救助，救急活動に必要な輸送 

第２順位 避難者の輸送（緊急性の高い区域からの優先的な避難），災害状況の把握・進展

予測のための専門家・資機材の輸送 

第３順位 緊急事態応急対策を実施するための要員，資機材の輸送 

第４順位 住民の生活を確保するために必要な物資の輸送 

第５順位 その他緊急事態応急対策のために必要な輸送 

 

5.1.2 緊急輸送の範囲を設定する 

京都市《本部事務局》における緊急輸送の範囲は，以下のとおりとする。 

＜緊急輸送の範囲＞ 

ア 救助・救急活動，医療・救護活動に必要な人員及び資機材 

イ 負傷者，避難者等 

ウ 緊急事態応急対策要員（原子力災害現地対策本部要員，原子力災害合同対策協議会構成

員，国の専門家，緊急時モニタリング要員，情報通信要員等）及び必要とされる資機材 

エ 避難時集合場所，避難所を維持・管理するために必要な人員，資機材 

オ 食料，飲料水等生命の維持に必要な物資 

カ その他緊急に輸送を必要とするもの 

 

5.1.3 緊急輸送体制を確立する 

（１）京都市《本部事務局，交通部，防災関係機関》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，関

係機関との連携により，輸送の優先順位，乗員及び輸送手段の確保状況，交通の混雑状況等を

勘案し，円滑な緊急輸送を実施する。 

（２）京都市《本部事務局》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，人員，車両等の調達に関し

て，一般社団法人京都府バス協会をはじめとする関係機関のほか，京都府を通じ近畿運輸局等
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の輸送関係省庁に支援を要請するとともに，必要に応じ京都府や関西広域連合等に支援を要請

する。 

（３）京都市《本部事務局》は，（２）によっても人員，車両等が不足するときは，原子力災害合

同対策協議会等の場において，人員等の確保に関する支援を要請する。 

 

 

5.2 緊急輸送のための交通を確保する 

 

5.2.1 京都市《本部事務局，建設部》は，交通規制にあたる京都府警察本部と相互に密接な連絡

をとり，緊急輸送のための交通の確保に必要な措置をとる。 

（参考）【京都府地域防災計画 第 3編 第 7 章 2.】 

第３編 緊急事態応急対策計画  

第７章 緊急輸送活動  

２ 緊急輸送のための交通確保 

(1) 緊急輸送のための交通確保の基本方針 

府警察本部は，緊急輸送のための交通確保については，被害の状況，緊急度，重要度を考慮して，交通

規制を行うものとする。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



原子力災害対策編 第３章 緊急事態応急対策 

- 81 - 

 

第６節 救助・救急及び医療活動 
 

■ 実施責任者 ： 本部長，保健福祉部長，消防部長 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

6.1 救助及び救急活動に必

要な措置を講じる 

消防部 6.1.1 救助及び救急活動のための資機材確保等

の措置を講じる 

本部事務局 6.1.2 消防庁，京都府，関西電力（株）等に応

援を要請する 

本部事務局 

消防部 

6.1.3 緊急消防援助隊の出動等を京都府に要請

する 

6.2 緊急時における住民等

の健康管理，スクリーニン

グ，除染等を実施する 

保健福祉部 

消防部 

6.2.1 緊急時における住民等の健康管理，スク

リーニング，除染等を実施する 

6.3 京都府が行う緊急被ば

く医療に協力する 

保健福祉部 6.3.1 京都府が行う緊急被ばく医療に協力する 

 

6.1 救助及び救急活動に必要な措置を講じる 

 

6.1.1 救助及び救急活動のための資機材確保等の措置を講じる 

京都市《消防部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，救助及び救急活動が円滑に行われ

るよう，必要に応じ京都府又は関西電力（株）その他の民間からの協力により，救助及び救急活

動のための資機材を確保するなどの措置を講じる。 

 

6.1.2 消防庁，京都府，関西電力（株）等に応援を要請する 

京都市《本部事務局》は，市域が避難対象区域に含まれた場合で，災害の状況等から必要と認

められるときは，消防庁，京都府，関西電力（株）等に対し，応援を要請する。この場合，必要

とされる資機材は応援側が携行することを原則とする。 

 

6.1.3 緊急消防援助隊の出動等を京都府に要請する 

京都市《本部事務局，消防部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合で，市内の消防力では

対処できないと判断した場合は，速やかに緊急消防援助隊の出動等を京都府に要請する。 

なお，要請時には以下の事項に留意する。 

（１）救助及び救急の状況及び応援要請の理由，応援の必要期間 

（２）応援要請を行う消防機関の種別と人員 

（３）京都市への進入経路及び集結（待機）場所など 

 

 

6.2 緊急時における住民等の健康管理，スクリーニング，除染等を実施する 

 

6.2.1 京都市《保健福祉部，消防部》は，市域が避難対象区域に含まれた場合，京都府が行うス

クリーニングに加え，緊急時における住民等の健康管理，スクリーニング，除染等を実施する。 
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6.3 京都府が行う緊急被ばく医療に協力する 

 

6.3.1 京都市《保健福祉部》は，京都府が行う緊急被ばく医療に協力する。 

（参考）【京都府防災計画 第 3編 第 8章 2 】 

２ 医療活動等 

(1)府［健康福祉部］は，災害対策本部を設置したときは，関係医療機関等との密接な連携を図りつつ総

合的な判断と統一された見解に基づく医療活動等を実施するため，災害対策本部のもとに，緊急時医療

センターを設置する。  

緊急時医療センターは，次の機関で組織する。 

ア 京都府 

イ 緊急被ばく医療派遣チーム 

ウ 日本赤十字社京都府支部 

エ 社団法人京都府医師会 

(2)緊急時医療センターは，初期被ばく医療機関等からなる医療救護班等を編成し，府災害対策本部の指

示により医療活動等を行う。必要と認められる場合は，府内の二次被ばく医療機関，地域の三次被ばく

医療機関等に対して患者の受入れを要請する。 

また，府は，必要と認められる場合は，国立病院機構病院，京都大学医学部附属病院をはじめ地域の

基幹医療機関に対し，医師，看護師，薬剤師，放射線技師等の人員の派遣及び薬剤，医療機器等の提供

を要請するものとする。 

(3)医療救護班等及び地域緊急医療機関は，必要に応じて放射線医学総合研究所，国立病院及び国立大学

附属病院を中心に，各医療機関より派遣された医療関係者等からなる緊急被ばく医療派遣チームの指導

を受けるなどにより，国，指定公共機関，関西電力（株）等と連携して，災害対応のフェーズや対象区

域等に応じた住民等の汚染検査，除染等を実施するとともに，必要に応じ治療を行うものとする。また，

コンクリート屋内退避所，避難所における住民等の健康管理を行うものとする。 

また，医療救護班等は，原子力災害現地対策本部医療班の医療総括責任者の指示に基づき，汚染や被

ばくの可能性のある傷病者の医療機関や救急組織への搬送・受付を支援するものとする。 

(4)府[府民生活部]は，自ら必要と認める場合又は府内関係市町村等から被ばく者の放射線障害専門病院

等への搬送について要請があった場合は，消防庁に対し搬送手段の優先的確保などの特段の配慮を要請

するものとする。 
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第７節 市民等への迅速かつ的確な情報伝達活動 
 

流言，飛語等による社会的混乱を防止し，市民等の心情の安定を図るとともに，被災地の住民等

の適切な判断と行動を助け，市民等の安全を確保するためには，正確かつ分かりやすい情報の速や

かな公表と伝達，広報活動が重要である。また，市民等から，問合せ，要望，意見などが数多く寄

せられるため，適切な対応を行える体制を整備する。 

 

■ 実施責任者 ： 本部長，総合企画部長 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

7.1 市民等へ迅速かつ

的確な情報伝達を実施

する 

本部事務局 

総合企画部 

消防部 

区本部 

7.1.1 市民等への的確な情報提供，広報を迅速かつ

分かりやすく正確に行う 

7.1.2 様々な情報伝達手段を活用した広報の実施，

定期的な情報提供に努める 

本部事務局 7.1.3 市民等への情報の公表，広報活動は，内容を

確認したうえで実施する 

7.2 市民等のニーズ，要

配慮者に配慮した情報

伝達を実施する 

本部事務局 

総合企画部 

産業観光部 

保健福祉部 

消防部 

区本部 

7.2.1 市民等のニーズを把握し，正確かつきめ細や

かな情報を提供する 

本部事務局 

総合企画部 

7.2.2 様々な媒体を活用して的確・適切な情報提供

を行う 

7.3 市民等からの問い

合わせに対応する体制

を整備する 

総合企画部 

各部 

各区本部 

7.3.1 市民等からの問い合わせに対応する体制を

整備する 

7.3.2 被災者の安否情報を収集し，市民等からの照

会に対し，可能な限り対応する 

 

7.1 市民等へ迅速かつ的確な情報伝達を実施する 

 

7.1.1 市民等への的確な情報提供，広報を迅速かつ分かりやすく正確に行う 

京都市《本部事務局，総合企画部，消防部，区本部》は，放射性物質及び放射線による影響は

五感に感じられないなどの原子力災害の特殊性を勘案し，緊急時における市民等の心理的動揺あ

るいは混乱をおさえ，異常事態による影響をできるかぎり低くするため，次に揚げる事項につい

て，市民等に対する的確な情報提供，広報を迅速かつ分かりやすく正確に行う。 

（１）事故が発生した施設名，発生時刻及び事故の内容 

（２）事故の状況と今後の予測 

（３）地域に応じた住民等のとるべき行動についての指示 

 

7.1.2 様々な情報伝達手段を活用した広報の実施，定期的な情報提供に努める 

京都市《本部事務局，総合企画部，消防部，区本部》は，市民等への情報提供にあたっては，

国及び京都府と連携し，情報の一元化を図るとともに，情報の発信元を明確にし，あらかじめわ

かりやすい例文を準備する。また，利用可能な様々な情報伝達手段を活用し，繰り返し広報する。

さらに，情報の空白時間がないよう，定期的な情報提供に努める。 
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7.1.3 市民等への情報の公表，広報活動は，内容を確認したうえで実施する 

京都市《本部事務局》は，原子力災害合同対策協議会の場を通じて，十分に内容を確認したう

えで，市民等に対する情報の公表，広報活動を行う。 

その際，その内容について原子力災害対策本部，原子力災害現地対策本部，指定行政機関，公

共機関，京都府，関係市町村等及び関西電力㈱等と相互に連絡をとりあう。 

 

 

7.2 市民等のニーズ，要配慮者に配慮した情報伝達を実施する 

 

7.2.1 市民等のニーズを把握し，正確かつきめ細やかな情報を提供する 

京都市《本部事務局，総合企画部，産業観光部，保健福祉部，消防部，区本部》は，市民等の

ニーズを十分把握し，市民等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を提供する。なお，その際，住

民等の心情の安定並びに要配慮者，観光客等一時滞在者，在宅での避難者，応急仮設住宅として

供与される賃貸住宅への避難者，所在を把握できる広域避難者等に配慮した伝達を行う。 

＜伝達する情報の例示＞ 

ア 原子力災害の状況（原子力発電所等の事故の状況，モニタリングの結果，参考として

の気象情報や放射性物質の大気中拡散計算結果等） 

イ 農林畜水産物の放射性物質調査の結果及び出荷制限等の状況 

ウ 京都市が講じている施策に関する情報 

エ 交通規制の情報 

オ 避難経路や避難所等の情報 

カ 安否情報 

キ 医療機関等の情報 

ク 被災者の生活支援に関する情報 

 

7.2.2 様々な媒体を活用して的確・適切な情報提供を行う 

京都市《本部事務局，総合企画部》は，情報伝達にあたって，掲示板，広報誌等によるほか，

テレビ，ラジオ等の放送事業者，通信社，新聞社等の報道機関の協力を得る。また，安否情報，

交通情報，各種問合せ先等を入手したいというニーズに応じるため，インターネット等を活用し，

的確な情報を提供できるよう努める。 

なお，被災者のおかれている生活環境，居住環境等が多様であることに鑑み，情報を提供する

際に活用する媒体に配慮する。特に，避難所等にいる被災者は，情報を得る手順が限られている

ことから，被災者の生活支援に関する情報については，紙媒体でも情報提供を行うなど，適切に

情報提供を行うよう努める。 

 

 

7.3 市民等からの問い合わせに対応する体制を整備する 

 

7.3.1 市民等からの問合せに対応する体制を整備する 

京都市《総合企画部，各部》は，国，京都府及び関係機関等と連携し，必要に応じ，速やかに

市民等からの問合せに対応する相談窓口の設置，人員の配置等体制を整備する。 

また，市民等のニーズを見極めたうえで，情報の収集・整理・発信を行う。 

 

7.3.2 被災者の安否情報を収集するとともに，被災者の安否に関する住民等からの照会に対し，

できる限り対応するよう努める 

（１）京都市《各区本部》は，避難所等に安否情報掲示板を設置する。 
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（２）京都市《総合企画部，各部，各区本部》は，被災者に対し，京都市防災ポータルサイト（京

都市防災危機管理情報館）を通じて，グーグル㈱との協定に基づく安否情報発信・検索システ

ム（以下「システム」という。）への登録を勧奨するとともに，システムの活用を広報する。 

（３）被災者本人がシステムへ登録できない等の事情がある場合は，情報を得た職員が登録するも

のとする。この場合，被災者の権利利益を不当に侵害することがないよう配慮する。 

（４）京都市《各部，各区本部》は，被災者の安否について住民等から照会があった場合は，シス

テムの活用を説明するとともに，必要に応じて，登録の内容について回答する。 
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第８節 飲食物の出荷制限，摂取制限等 
 

■ 実施責任者 ： 産業観光部長，保健福祉部長，上下水道部長 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

8.1 緊急時における

飲食物の出荷制限，

摂取制限等を実施す

る 

産業観光部 

保健福祉部 

上下水道部 

8.1.1 緊急時における飲食物の出荷制限，摂取制限を実

施する 

保健福祉部 

上下水道局 

8.1.2 京都府が行う食品の汚染状況の調査への協力及び

飲料水の検査を実施する 

産業観光部 

保健福祉部 

上下水道部 

8.1.3 飲食物の出荷制限，摂取制限等及びこれらの解除

を実施するとともに住民等に周知する。 

8.2 琵琶湖等の水道

水源の放射性物質に

よる汚染に対応する 

上下水道部 8.2.1 水道原水及び水道水の放射能測定体制を強化する 

8.2.2 浄水処理対策の強化を図る 

8.2.3 汚泥等のモニタリング，保管等の対策を講じる 

 

8.1 緊急時における飲食物の出荷制限，摂取制限等を実施する 

 

8.1.1 緊急時における飲食物の出荷制限，摂取制限を実施する 

放射性物質が放出された後，国（内閣総理大臣又は原子力災害対策本部長）は，原子力災害対

策指針におけるＯＩＬに基づき，一時移転対象地域の地域生産物の出荷制限・摂取制限を実施す

るよう関係地方公共団体に指示等するものとされている。 

京都市《産業観光部，保健福祉部，上下水道部》は，国の指示等に基づき，当該対象地域にお

いて，地域生産物の出荷制限及び摂取制限を実施する。 

 

8.1.2 京都府が行う食品の汚染状況の調査への協力及び飲料水の検査を実施する 

国（原子力災害対策本部）はＯＩＬに基づき，緊急時モニタリングの結果に応じて，飲食物の

放射性核種濃度の測定を行うべき地域を特定し，都道府県（京都府）における検査計画・検査実

施，飲食物の出荷制限等について関係機関に要請するとともに，状況に応じて，摂取制限も措置

するものとされている。 

食品については，京都市《保健福祉部》は，必要に応じ，京都府が行う食品の放射性物質によ

る汚染状況の調査に協力する。 

また，飲料水については，京都市《上下水道部》は，原子力災害対策指針に基づいた飲食物に

係るスクリーニング基準を踏まえ，国及び京都府からの放射性物質による汚染状況の調査の要請

を受け，又は独自の判断により，飲料水の検査を実施する。 

 

8.1.3 飲食物の出荷制限，摂取制限等及びこれらの解除を実施するとともに住民等に周知する 

京都市《産業観光部，保健福祉部，上下水道部》は，国及び京都府の指導・助言及び指示に基

づき，代替飲食物の供給等に配慮しつつ，飲食物の出荷制限，摂取制限等及びこれらの解除を実

施する。 

国（内閣総理大臣又は原子力災害対策本部長）から京都市域内を対象区域とする飲食物の摂取

制限（及びその解除）の指示等があった場合は，京都市《本部事務局，産業観光部，上下水道部》
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は，国から指示等された当該地域における測定結果に基づく摂取制限（及びその解除）の内容に

ついて，住民等に周知する。 

また，京都市《産業観光部》は，出荷制限（及びその解除）の指示等があった場合は，京都府

と連携し，飲食物の出荷制限（及びその解除）について関係機関に要請する。 

 

（参考）【京都府地域防災計画 第 3 編緊急事態応急対策計画 第 6 章 飲食物の出荷制限，摂取制限等 】 

第 6章 飲食物の出荷制限，摂取制限等 

１ 府［健康福祉部，農林水産部］は，住民等に対する屋内退避又は避難のための立ち退きの勧告又は指

示の連絡，確認等必要な緊急事態応急対策を実施する場合，併せて，当該勧告等の対象地域において，

地域生産物の出荷制限及び摂取制限を実施するものとする。 

２ 府［健康福祉部，農林水産部］は，原子力災害対策指針に基づいたスクリーニング基準を踏まえ，国

からの放射性物質による汚染状況の調査の要請を受け，又は独自の判断により，飲食物の検査を実施

する。 

３ 府［健康福祉部，農林水産部］は，原子力災害対策指針に基づいたＯＩＬの値や食品衛生法上の基準

値を踏まえた国の指導・助言及び指示に基づき，飲食物の出荷制限，摂取制限等及びこれらの解除を

実施するものとする。 

 

表 3.8.1 ＯＩＬと防護措置について【原子力災害対策指針より抜粋】 
基準の種類 基準の概要と初期設定値 初期設定値※１ 防護措置の概要 

早

期

防

護

措

置 

ＯＩＬ２ 

地表面からの放射線，再浮遊し

た放射性物質の吸入，不注意な

経口摂取による被ばく影響を

防止するため，地域生産物※３

の摂取を制限するとともに，住

民等を1週間程度内に一時移転

させるための基準 

20 マイクロシーベルト/時 

（地上１mで計測した場合の空間放射線量率※２） 

１日内を目途に

区域を特定し，

地域生産物の摂

取を制限すると

ともに，１週間

程度内に一時移

転を実施。 

飲

食

物

摂

取

制

限 
※

７ 

飲食物に

係るスク

リーニン

グ基準 

ＯＩＬ６による飲食物の摂取

制限を判断する準備として，飲

食物中の放射性核種濃度測定

を実施すべき地域を特定する

際の基準 

0.5 マイクロシーベルト/時※４ 

（地上１mで計測した場合の空間放射線量率※２） 

数日内を目途に

飲食物中の放射

性核種濃度を測

定すべき区域を

特定。 

ＯＩＬ６ 

経口摂取による被ばく影響を

防止するため，飲食物の摂取を

制限する際の基準 

核種※５ 
飲料水 

牛乳・乳製品 

野菜類，穀類，肉，

卵，魚，その他 
１週間内を目途

に飲食物中の放

射性核種濃度の

測定と分析を行

い，基準を超え

るものにつき摂

取制限を迅速に

実施。 

放射性ヨウ素 
300 ベクレル

/kg 

2,000ベクレル

/kg※６ 

放射性セシウム
200 ベクレル

/kg 

500 ベクレル

/kg 

プルトニウム及

び超ウラン元素

のアルファ核種

1ベクレル 

/kg 
10ベクレル/kg

ウラン 
20 ベクレル

/kg 

100 ベクレル

/kg 
※１ 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり，地上沈着した放射性核種組成が明確になった時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設

定値は改定される。 

※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用にあたっては，空間放射線量率計測機器の設置場所における線量率と地上１
ｍでの線量率との差異を考慮して，判断基準の値を補正する必要がある。 

※３ 「地域生産物」とは，放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された食品であって，数週間以内に消費されるもの（例えば野菜，

該当地域の牧草を食べた牛の乳）をいう。 
※４ 実効性を考慮して，計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。 
※５ その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際，ＩＡＥＡのＧＳＧ－２におけるＯＩＬ６を参考として数値を設定する。 

※６ 根菜，芋類を除く野菜類が対象。 
※７ ＩＡＥＡでは，ＯＩＬ６に係る飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう，飲食物中の放射性核種濃度の測定が開始されるまでの間に暫

定的に飲食物摂取制限を行うとともに，広い範囲における飲食物のスクリーニング作業を実施する地域を設定するための基準であるＯＩＬ３，その

測定のためのスクリーニング基準であるＯＩＬ５が設定されている。ただし，ＯＩＬ３については，ＩＡＥＡの現在の出版物において空間放射線量
率の測定結果と暫定的な飲食物摂取制限との関係が必ずしも明確でないこと，また，ＯＩＬ５については我が国において核種ごとの濃度測定が比較
的容易に行えることから，放射性核種濃度を測定すべき区域を特定するための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。 
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8.2 琵琶湖等の水道水源の放射性物質による汚染に対応する 

 

8.2.1 水道原水及び水道水の放射能測定体制を強化する 

京都市《上下水道部》は，平常時における水道原水及び水道水のモニタリングに加え，原子力

発電所の事故により琵琶湖等の水が放射性物質により汚染された，又は汚染のおそれがある場合，

別に定める計画に基づき，水道原水及び水道水の放射能測定体制を強化する。また，滋賀県をは

じめとする近隣自治体や関西広域連合と連携して必要な対応をとる。 

 

8.2.2 浄水処理対策の強化を図る 

京都市《上下水道部》は，水道原水が放射性物質により汚染された場合又は汚染のおそれがあ

る場合，モニタリング担当部局等の関係機関から情報を得ながら，必要な浄水処理を講じる。 

 

8.2.3 汚泥等のモニタリング，保管等の対策を講じる 

京都市《上下水道部》は，上下水道施設において，放射性物質を含む原水及び下水の処理に伴

い発生する汚泥等について，廃棄物担当部局等の関係機関と連携しながら，モニタリング，保管

等の対策を講じる。 
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第９節 治安の確保及び火災の予防 
 

■ 実施責任者 ： 消防部長，京都府警察本部長 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

9.1 治安の確保及び火災

予防に努める 

消防部 

京都府警察本部 

9.1.1 治安の確保及び火災予防に努める 

 

9.1 治安の確保及び火災予防に努める 

 

9.1.1 京都市《消防部，京都府警察本部》は，避難の勧告又は指示等を行った地域及びその周辺

において，パトロール等による警戒活動を行うとともに，住民等に対して生活の安全に関する情報

の提供等を実施し，治安の確保，及び火災予防に努める。 

 

 

 

第 10 節 行政機関の業務継続に係る措置 
 

■ 実施責任者 ： 本部長，区本部長，各部長 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

10.1 行政機関の庁舎を退

避し業務を継続する 

本部事務局 

各部 

区本部 

10.1.1 庁舎の退避を住民等に周知する 

10.1.2 退避先において業務を継続する 

 

10.1 行政機関の庁舎を退避し業務を継続する 

 

10.1.1 庁舎の退避を住民等に周知する 

京都市《本部事務局，各部，区本部》は，庁舎の所在地が避難対象区域に含まれた場合，あら

かじめ定めた退避先へ退避するとともに，その旨を住民等へ周知する。 

なお，行政機関においては住民等の避難，学校等においては生徒等の避難を優先した上で退避

を実施する。 

 

10.1.2 退避先において業務を継続する 

京都市《本部事務局，各部，区本部》は，あらかじめ定めた業務継続計画に基づき，緊急事態

応急対策をはじめとして，退避後も継続する必要がある業務については，退避先において継続し

て実施する。 
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第 11 節 自発的支援の受入れ等 
 

大規模な災害発生が報道されると，国内・国外から多くの善意の支援申し入れが寄せられるが，

京都市は，京都市地域防災計画震災対策編「第３章第２４節 ボランティアとの連携協力計画」及

び「第４章第２節 市民生活の復旧計画」によるほか，適切に対応する。 

 

■ 実施責任者 ： 文化市民部長，保健福祉部長，区本部長 

 

■ 役割分担 

応急対策項目 担当 分担内容 

11.1 ボランティアの受

入体制の確保に努める 

文化市民部 

保健福祉部 

区本部 

11.1.1 ボランティアの受入体制の確保に努める 

11.2 義援物資，義援金を

受け入れ，配付，配分を

行う 

総合企画部 

文化市民部 

産業観光部 

区本部 

11.2.1 義援物資を受け入れ，配付を行う 

文化市民部 

区本部 

11.2.2 義援金を受け入れ，配分を行う 

 

11.1 ボランティアの受入体制の確保に努める 

 

11.1.1 京都市《文化市民部，保健福祉部，区本部》は，国，京都府及び関係団体と相互に協力し，

ボランティアに対する被災地のニーズの把握に努めるとともに，ボランティアの受付，調整等そ

の受入体制を確保するよう努める。ボランティアの受入に際しては，被ばくに留意し，高齢者介

護や外国人との会話力等ボランティアの技能等が効果的に活かされるよう配慮するとともに，必

要に応じて活動拠点を提供する等，ボランティア活動の円滑な実施が図られるよう支援に努める。 

 

 

11.2 義援物資，義援金を受け入れ，配付，配分を行う 

 

11.2.1 義援物資を受け入れ，配付を行う 

京都市《総合企画部，文化市民部，産業観光部，区本部》は，京都府及び関係機関等の協力を

得ながら，国民，企業等からの義援物資について，受入れを希望するもの及び希望しないものを

把握し，その内容のリスト及び送り先を報道機関等を通じて国民に公表する。なお，現地の需給

状況を勘案し，同リストを逐次改定するよう努める。 

また，国民，企業等は義援物資を提供する場合には，被災地のニーズに応じた物資とするとと

もに，品名を明示するなどの梱包等にも配慮し，被災地において迅速かつ円滑な仕分け配送がで

きるよう努める。 

 

11.2.2 義援金を受け入れ，配分を行う 

京都市《文化市民部，区本部》は，義援金の受入れを行い，京都府と十分協議のうえ，使用

方法を定めるとともに，出来る限り迅速な配分に努める。 
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原子力災害が発生した場合には，避難区域等が設定され，多くの住民が避難生活

を送ることとなる。長期間に及ぶ避難，屋内退避等に伴うストレス等が，被災者の

健康状態に影響を与え，さらに将来の潜在的な健康影響への懸念を大きくしてい

る。また，風評被害による社会的・経済的な活動への深刻な影響や，根拠のないう

わさや偏見等による人権侵害による影響も懸念され，緊急事態応急対策が終了した

後も，被災者及び被災地の実態を踏まえたきめ細かい対応を適切に講じていくこと

が必要である。 

本章では，緊急事態応急対策が終了した後の対策として，特に，原災法第１５条

第４項の規定に基づき原子力緊急事態解除宣言が発出された場合の中長期的な復

旧・復興対策について定める。 

第

４

章

原
子
力
災
害
中
長
期
対
策

 

第４章 原子力災害中長期対策 
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第１節 放射性物質による環境汚染への対処 
 

■ 実施責任者 ： 本部長，各部長，区本部長 

 

■ 役割分担 

中長期対策項目 担当 分担内容 

1.1 放射性物質による環

境汚染への対処について

必要な措置を実施する 

本部事務局 

各部 

区本部 

1.1.1 放射性物質による環境汚染への対処に

ついて必要な措置を実施する 

 

1.1 放射性物質による環境汚染への対処について必要な措置を実施する 

 

1.1.1 京都市《本部事務局，各部，区本部》は，国，京都府，関西電力（株）及びその他の関係

機関とともに，放射性物質による環境汚染への対処について必要な措置を実施する。 

 

 

 

第２節 心身の健康相談体制の整備 
 

■ 実施責任者 ： 保健福祉部長 

 

■ 役割分担 

中長期対策項目 担当 分担内容 

2.1 心身の健康相談及び

健康調査を行うための体

制を整備し実施する 

保健福祉部 

区本部 

2.1.1 心身の健康相談及び健康調査を行うた

めの体制を整備し実施する 

 

 

2.1 心身の健康相談及び健康調査を行うための体制を整備し実施する 

 

2.1.1 京都市《保健福祉部，区本部》は，国が行う放射性物質による汚染状況調査や，原子力災

害対策指針に基づき，国及び京都府とともに，市民等に対する心身の健康相談及び健康調査を行

うための体制を整備し実施する。 
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第３節 風評被害等の影響の軽減 
 

京都市は国及び京都府と連携し，原子力災害による風評被害等の未然防止に努めるとともに，科

学的根拠に基づいて，農林水産業，地場産業の産品等の適切な流通が確保されるよう，また，観光

客の来訪の減少が防止できるよう広報活動を行うなど風評被害等の対策に努める。 

 

■ 実施責任者 ： 本部長，文化市民部長，産業観光部長，保健福祉部長，教育部長 

 

■ 役割分担 

中長期対策項目 担当 分担内容 

3.1 市内産農産物のモニタ

リングを実施する 

産業観光部 

保健福祉部 

3.1.1 市内産農産物のモニタリングを実施

する 

3.2 観光客・修学旅行生の減

少を防ぐため情報提供を行

う 

産業観光部 

 

3.2.1 観光客・修学旅行生の減少を防ぐた

め情報提供を行う 

3.3 販売促進・観光誘致活動

を実施する 

産業観光部 3.3.1 販売促進・観光誘致活動を実施する 

3.4 放射線被ばくについて

の人権侵害の防止，人権意

識の啓発に取り組む 

本部事務局 

文化市民部 

教育部 

3.4.1 放射線被ばくについての人権侵害の

防止，人権意識の啓発に取り組む 

 

3.1 市内産農産物のモニタリングを実施する 

 

3.1.1 京都市《産業観光部，保健福祉部》は，放射能汚染への不安による消費者の買い控えや市

場での取引拒否，価格低下等の風評被害を軽減するため，市内産農産物の安全を確認するモニタ

リングを実施する。モニタリング結果は，新聞，テレビ，ラジオ，ホームページ等，多様なメデ

ィアを活用して，迅速に公表し，市内産農産物の安全性を全国に情報発信する。 

 

 

3.2 観光客・修学旅行生の減少を防ぐため情報提供を行う 

 

3.2.1 京都市《産業観光部》は，京都のまちが放射能汚染されているとの風評により，世界，全

国からの観光客及び修学旅行生が減少することを防ぐため，京都市，国及び京都府等が実施する

モニタリング結果を踏まえ，新聞，テレビ，ラジオ，ホームページ等，多様なメディアを活用し，

安心して京都のまちを訪れられることを世界，全国に情報発信する。また，旅行客，修学旅行生

の誘致に大きな役割を果たす旅行エージェント，旅行雑誌，学校等に対して個別に情報提供を行

う。 

 

 

3.3 販売促進・観光誘致活動を実施する 

 

3.3.1 京都市《産業観光部》は，市内産農産物，地場産品等，京都産品の販売促進イベント，観

光客誘致プロモーションを展開することにより，京都経済の復興を図る。 
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3.4 放射線被ばくについての人権侵害の防止，人権意識の啓発に取り組む 

 

3.4.1 京都市《本部事務局，文化市民部，教育部》は，原子力発電所事故による避難者に対して，

根拠のないうわさや偏見等による人権侵害が起こらないよう，放射能に関する正しい知識を普及

するとともに，避難者との日々のくらしの中で互いの違いを認めあい，人権を尊重し合えるよう，

人権意識の啓発に努める。 

また，小中学校において日常的に実施されている災害への備えや避難方法等の防災教育に，原

子力発電所事故や放射能汚染等に関する正しい知識の習得を盛り込むなど，放射線被ばくについ

ての人権侵害をなくす観点も含め一層の充実に努める。 
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第４節 被災者等の生活再建等の支援 
 

■ 実施責任者 ： 本部長，行財政部長，総合企画部長，文化市民部長，保健福祉部長， 

都市計画部長，区本部長 

■ 役割分担 

中長期対策項目 担当 分担内容 

4.1 被災者等の生活再建

を支援する 

本部事務局 

文化市民部 

産業観光部 

保健福祉部 

都市計画部 

区本部 

4.1.1 被災者等の生活再建を支援する 

4.2 被災者の自立を支援

する 

本部事務局 

総合企画部 

区本部 

4.2.1 被災者の自立を支援する 

4.3 災害復興基金の設立

等を検討する 

行財政部 4.3.1 災害復興基金の設立等を検討する 

 

4.1 被災者等の生活再建を支援する 

 

4.1.1 京都市《本部事務局，文化市民部，産業観光部，保健福祉部，都市計画部，区本部》は，

国及び京都府と連携し，被災者等の生活再建に向けて，住まいの確保，生活資金等の支給やその

迅速な処理のための仕組みの構築に加え，生業や就労の回復による生活資金の継続的確保，コミ

ュニティの維持回復，心身のケア等生活全般にわたってきめ細かな支援に努める。 

 

 

4.2 被災者の自立を支援する 

 

4.2.1 京都市《本部事務局，総合企画部，区本部》は，国及び京都府と連携し，被災者の自立に

対する援助，助成措置について，広く被災者に広報するとともに，できる限り総合的な相談窓口

等を設置する。 

また，京都市以外の市町村へ避難した被災者に対しても，避難先の市町村と協力し，必要な情

報やサービスを提供する。 

 

 

4.3 災害復興基金の設立等を検討する 

 

4.3.1 京都市《行財政部》は，京都府と連携し，被災者の救済及び自立支援や，被災地域の総合

的な復旧・復興対策等をきめ細かに，かつ，機動的，弾力的に進めるために，特に必要があると

きは，災害復興基金の設立等，機動的，弾力的な推進の手法について検討する。 

 

 

 

 

 

 



原子力災害対策編 第４章 原子力災害中長期対策 

- 97 - 

 

第５節 被災中小企業等に対する支援 
■ 実施責任者 ： 産業観光部長 

 

■ 役割分担 

中長期対策項目 担当 分担内容 

5.1 被災中小企業等を支

援する 

産業観光部 5.1.1 被災中小企業等を支援する 

 

5.1 被災中小企業等を支援する 

 

5.1.1 京都市《産業観光部》は，被災中小企業に対して，国，京都府，金融機関等の関係機関と

連携し，被災した設備の復旧資金や経営安定化を図るための運転資金等を対象とした低利の融資制

度を創設する。 

また，被災農林業者に対しては，国，京都府及び政府系金融機関等が実施する，施設の復旧及び

経営安定化を図るための運転資金等を対象とした低利融資に係る情報提供を行う。 

さらに，被災中小企業等及び被災農林業者に対する援助，助成措置について広く被災者に広報する

とともに，相談窓口を設置する。 

 

 

 

第６節 緊急事態解除宣言後の対応 
■ 実施責任者 ： 本部長，各部長，区本部長 

 

■ 役割分担 

中長期対策項目 担当 分担内容 

6.1 原子力災害中長期対

策や被災者の生活支援

を実施する 

本部事務局 

各部 

区本部 

6.1.1 原子力災害中長期対策や被災者の

生活支援を実施する 

 

6.1 原子力災害中長期対策や被災者の生活支援を実施する 

 

6.1.1 京都市《本部事務局，各部，区本部》は，内閣総理大臣が原子力緊急事態解除宣言を発出

した場合においても，引き続き存置される原子力災害現地対策本部及び原子力被災者生活支援チ

ームと連携して，原子力災害中長期対策や被災者の生活支援を実施する。 

（参考）【京都府防災計画 第 4編 第 2章 】 

関西電力（株）は，原子力緊急事態宣言が発出されていた場合にあっては，原子力緊急事態解除宣言が

公示され，京都府，福井県及び関係市町の災害対策本部が廃止された後，原子力災害事後対策が終了して

通常組織で対応が可能と判断したときに，原子力防災対策を解除することができることとされている。 

また，原子力緊急事態宣言が発出されていない場合にあっては，発生事象の原因除去及び被害の拡大防

止措置行い，原子力防災専門官の助言を受けて，京都府，福井県及び関係市町の意見も聞いたうえで，事

象が収束したと判断したときには，原子力防災体制を解除することができることとされている。 

京都府［府民生活部］は，大飯発電所から原子力防災体制を解除することにつき意見聴取があった場合

において，専門家の意見も聴いたうえで回答するとともに，引き続き存置される現地対策本部及び原子力

被災者生活支援チームと連携して原子力災害事後対策や被災者の生活支援を実施することとされている。
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第７節 各種制限措置の解除 
 

■ 実施責任者 ： 本部長，各部長 

 

■ 役割分担 

中長期対策項目 担当 分担内容 

7.1 各種制限措置の解除を

行う 

本部事務局 

各部 

7.1.1 各種制限措置の解除を行う 

 

7.1 各種制限措置の解除を行う 

 

7.1.1 京都市《本部事務局，各部》は，京都府と連携を図り，緊急時モニタリング等による地域

の調査，国が派遣する専門家等の判断，国の指導・助言及び指示に基づき，緊急事態応急対策とし

て実施された，立入制限，飲食物の出荷制限，摂取制限等各種制限措置の解除を行う。 

また，解除実施状況を確認する。 

（参考）【京都府地域防災計画 第4編 原子力災害中長期計画 第6章 各種制限措置の解除】 

１ 府［府民生活部，文化環境部，健康福祉部，農林水産部，建設交通部］及び府警察本部は，緊急時

モニタリング等による地域の調査，国が派遣する専門家等の判断，国の指導・助言及び指示に基づき，

原子力災害応急対策として実施された，立ち入り制限，交通規制，飲食物の出荷制限，摂取制限等各

種制限措置の解除を関係機関に指示するものとする。また，解除実施状況を確認するものとする。 

なお，この場合に，府は京都府原子力防災専門委員から情報等の解析及び各種制限措置の解除等に

ついての助言を受けるものとする。 

２ 府警察本部は，必要に応じて実施した交通規制の解除を行うものとする。 

 

 

 

第８節 原子力災害中長期対策実施区域の設定 
 

■ 実施責任者 ： 本部長 

 

■ 役割分担 

中長期対策項目 担当 分担内容 

8.1 原子力災害中長期対策

実施区域を設定する 

本部事務局 8.1.1 原子力災害中長期対策実施区域を設

定する 

 

8.1 原子力災害中長期対策実施区域を設定する 

 

8.1.1 京都市《本部事務局》は，国及び京都府と協議のうえ，状況に応じて原子力災害中長期対

策実施区域における避難区域等の設定を見直す。 
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第９節 被災地域住民に係る記録等の作成 
 

■ 実施責任者 ： 本部長，区本部長 

 

■ 役割分担 

中長期対策項目 担当 分担内容 

9.1 被災地域住民の記録

を作成する 

区本部 9.1.1 被災地域住民の記録を作成する 

9.2 災害対策措置状況等

の記録を作成する 

本部事務局 

区本部 

9.2.1 災害対策措置状況等の記録を作

成する 

 

9.1 被災地域住民の記録を作成する 

 

9.1.1 京都市《区本部》は，避難及び屋内退避の措置を行った住民等が，災害時に当該地域に所

在した旨を証明し，また，避難所等においてとった措置等をあらかじめ定められた様式により記

録する。 

 

 

9.2 災害対策措置状況等の記録を作成する 

 

9.2.1 京都市《本部事務局，区本部》は，被災地の汚染状況図，緊急事態応急対策措置及び原子

力災害中長期対策措置を記録する。 
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原子力災害対策編に係る用語解説 

 

 あ  

ＩＡＥＡ（International Atomic Energy Agency） 

 「国際原子力機関（ＩＡＥＡ：International Atomic Energy Agency）」の略称 

 国際連合傘下の自治機関であり，原子力の平和利用を促進し，軍事転用されることを防止す

ることを目的とした国際機関である。 

 

安定ヨウ素剤 

放射性ではないヨウ素をヨウ化カリウムの形で製剤したもの。 

原子力発電所等の事故で環境中に放出された放射性ヨウ素が，呼吸や飲食により体内に吸収されると，

甲状腺に蓄積され，放射線障害が生じる可能性がある。安定ヨウ素剤を予め服用し，甲状腺を安定ヨウ

素で満たすことで，事故時に体内に吸収された放射性ヨウ素が甲状腺に取り込まれず，大部分が体外に

排出されることになるので，放射性ヨウ素の摂取による内部被ばくの低減に関して効果がある。 

安定ヨウ素剤の効果は投与時期に大きく依存し，放射性ヨウ素吸入直前の投与が最も効果が大きい。 

また，安定ヨウ素剤は副作用の可能性があるので注意を要する。 

 

ＥＡＬ（Emergency Action Level ： 緊急時活動レベル） 

 「緊急時活動レベル（ＥＡＬ：Emergency Action Level）」をいう。 

 避難や屋内退避等の防護措置を実施するために，原子力施設の状況に応じて対策するように，事前に

定めた判断基準をいう。 

 原子力施設における緊急事態区分に該当する状況であるか否かを原子力事業者が判断するための基

準として，原子力災害対策指針において設定される，深層防護を構成する各層設備の状態，放射性物質

の閉じ込め機能の状態，外的事象の発生等の原子力施設の状態等に基づき設定される「緊急時活動レベ

ル」のことである。【原子力災害対策指針】 

 

一時移転(temporary relocation) 

緊急の避難が必要な場合と比較して空間放射線量率等は低い地域ではあるが，日常生活を継続した場

合の無用の被ばくを低減するため，一定期間のうちに当該地域から離れるために実施する防護措置 

ＵＰＺにおける避難計画の作成においては，ＯＩＬの値に基づく避難方法（evacuation か temporary 

relocation か）の選択手続き及びそれぞれの避難方法に基づく具体的な実施措置内容について定めるも

のとする。 

【原子力災害対策指針】 

 

一時滞在者 

「観光客や旅行者等，一時的に市域内に滞在している者」のこと。 

 

防災行政無線 

防災行政無線は，都道府県及び市町村が「地域防災計画」に基づき，それぞれの地域における防災，

応急救助，災害復旧に関する業務に使用することを主な目的として，併せて，平常時には一般行政事務

に使用できる無線局のことである。  

市町村防災行政無線は，「同報通信用 (同報系防災行政無線)」と「移動通信用 (移動系防災行政無



原子力災害対策編に係る用語解説 

- 104 - 

 

線)」の２種類に大別される。  

○同報系防災行政無線 

 屋外拡声器や戸別受信機を介して，市町村役場(行政機関)から住民等に対して直接・同時に防災情報

や行政情報を伝えるシステムである。 

○移動系防災行政無線 

 車載型や携帯型の移動局と市町村役場との間で通信を行うもので，同報系が市町村役場(行政機関)と

住民との通信手段であるのに対して，移動系は主として行政機関内の通信手段といえる。 

【総務省ホームページ】 

 

衛星携帯電話 

人工衛星に直接アクセスすることで，一般的な携帯電話の電波が届かないエリアでも通話やデータ通

信が可能な携帯電話のこと。 

 

ＯＩＬ 

 「運用上の介入レベル（ＯＩＬ：Operational Intervention Level）」という。 

 防護措置の実施を判断する基準として，原子力災害対策指針において設定される空間放射線量率や環

境資料中の放射性物質の濃度等の原則計測可能な値で表される「運用上の介入レベル」のことである。 

国，地方公共団体及び原子力事業者は，緊急時モニタリングを迅速に行い，その測定結果を防護措置

を実施すべき基準（ＯＩＬ）に照らして，必要な措置（避難や一時移転，飲食物の摂取制限など）の判

断を行い，これを実施することが必要となる。 

【原子力災害対策指針】 

 

屋内退避 

原子力災害時に住民が放射線被ばく及び放射性物質の吸入を低減するため，建物内に退避すること。 

 

 か  

過酷事故 

設計上想定していない事態が起こり，安全設計の評価上想定された手段では適切な炉心の冷却又は反

応度の制御ができない状態になり，炉心溶融又は原子炉格納容器破損に至るような事故のこと。 

 

核燃料物質 

「核燃料物質」とは，ウラン，トリウム等原子核分裂の過程において高エネルギーを放出する物質をい

う。【原子力基本法】 

 

関西広域連合 

関西の２府５県が結集し，平成２２年１２月１日，関西広域連合が設立され，府県域を越える広域課

題に取り組んでいる。 

防災，観光・文化振興，産業振興，医療，環境保全，資格試験・免許等，職員研修の７分野の広域事

務が行われている。 

【関西広域連合ホームページ】 

 

核種（放射性核種） 
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 すべての物質は原子からできており，固有の原子番号・質量数によって区分される原子核を核種とい

う。 

 核種のうち，放射能をもつものを放射性核種（放射性同位体）と呼ぶ。 

 放射性核種は，一般に過剰なエネルギーを持ち不安定であるため，過剰なエネルギーを放射線として

放出し，安定な別の物質（核種）に変わる（壊変）する性質をもっている。 

【公益財団法人 原子力安全研究協会(原子力規制庁委託事業者)ホームページ】  

 

業務継続計画 

人，物，情報及びライフライン等利用できる資源に制約がある状況下において，応急業務及び継続性

の高い通常業務を特定し，優先業務の継続に必要な資源の確保・配分，そのための事務手続きの簡素化，

指揮命令系統の明確化等について，必要な措置を講じ，災害時においても適切な業務執行を実施するこ

とを目的として策定する計画。 

 

緊急時モニタリング 

「緊急時環境放射線モニタリング」のことをいう。 

緊急時環境放射線モニタリングは，放射性物質を大量に保有又は取り扱う原子力発電所等で異常事態

が発生し，施設外へ放射性物質が大量に放出されたとき，又はそのおそれがあるときに，施設周辺環境

の放射線及び放射性物質に関する情報を迅速に得るために緊急時実施されるモニタリングである。 

 

緊急時対応センター（ＥＲＣ Emergency Response Center） 

 原子力施設で災害が発生した場合に，政府の対策拠点となる機関で，原子力緊急事態が発生した時に

は国の原子力災害対策本部の事務局が設置される。 

 原子力緊急事態が発生した場合に，プラント（原子力施設）情報や放射性物質の拡散情報に関する予

測・モニタリング結果を収集し，これを基に，避難指示等の住民の防護対策の立案や物資等の緊急輸送

の調整等に当たる拠点として原子力規制委員会に設置される。 

 

緊急消防援助隊 

 国内で大規模災害が発生し，一つの都道府県ではその災害に対処できないとき，消防庁長官の要請に

より出動し，被災地の市町村長の指揮の下で活動する組織である。 

【消防組織法】 

 

緊急被ばく医療 

原子力災害や放射線事故により被ばくした者，あるいは汚染を伴う傷病者に対する医療処置。発災事

業所内での救護施設，近傍の医療機関などで行われる初期被ばく医療と，地域の基幹的な病院で行われ

るより専門的な二次被ばく医療，さらに専門的な三次被ばく医療の三段階で構築される。被ばく医療を

行う医療機関は，都道府県または国があらかじめ指定する。 

 

空間放射線量率 

対象とする空間の単位時間当たりの放射線量のこと。 

放射線の量を物質が放射線から吸収したエネルギー量（吸収線量）で表せば，線量率の単位は，Gy/h

（グレイ/時）となる。その場合，空間放射線量率は空気吸収線量率ともよばれる。また，身体への影

響を考慮した実効線量で表すこともあり，その場合，線量率の単位は Sv/h（シーベルト/時）となる。 
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原子力発電所等では，周辺環境の安全を確かめるため，モニタリングステーションまたはモニタリン

グポストを施設周辺に設置し，環境中の空気吸収線量率を連続して測定している。表示単位は一般的に

nGy/h（ナノグレイ/時）あるいは μSv/h（マイクロシーベルト/時）が用いられている。 

 

警戒区域 

災害の発生した現場や周辺地域などにおいて，住民の生命や健康に対し危険が予想される場合に，法

的に立ち入りの制限が行われる区域で，災害対策基本法に基づき発令される。 

 

原子力規制委員会 

平成２３年３月１１日の東日本大震災に伴い発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故を契機

に，原子力規制委員会設置法が成立し，平成２４年９月１９日に環境省の外局として「原子力規制委員

会」が新たに発足した。 

原子力規制委員会は，国家行政組織法第３条第２項に基づいて設置された独立性の高い委員会（３条

委員会とも言われる。）であり，国民の生命，健康及び財産の保護，環境の保全並びに国の安全保障を

目的に活動している。 

原子力規制委員会は，任期５年の委員長及び４人の委員で構成され，放射線利用，核燃料サイクル，

原子炉等に関する規制に関連する研究開発の推進のため，（１）原子炉安全専門審査会，（２）核燃料

安全専門審査会，（３）放射線審議会，（４）独立行政法人評価委員会を設置している。 

また，東京電力福島第一原子力発電所の事故に関し，「特定原子力施設監視・評価検討会」を設置し，

事故施設の運営計画について安全性等を確認し，必要な規制を行っている。 

 

原子力緊急事態宣言 

原子力発電所等において施設内の異常な事態により，放射性物質又は放射線が原子力災害対策特別措

置法第１５条に定められた異常な水準で施設外へ放出される状態，又はそのおそれのある事態及びＥＡ

Ｌの「全面緊急事態」に至った場合，内閣総理大臣が同法第１５条第２項に基づき，発出する緊急事態

宣言のこと。 

この宣言により，国においては原子力災害対策本部（本部長：内閣総理大臣）の設置，原子力事業者，

国の各機関，関係自治体等に対する必要な指示等を行うとともに，原子力災害現地対策本部（本部長：

副大臣）をオフサイトセンターに設置し，原子力災害合同対策協議会が組織される。 

 

原子力災害合同対策協議会 

内閣総理大臣から原子力緊急事態宣言があったとき，国と地方公共団体等の連携強化のためオフサイ

トセンターに設けられる協議会。情報の共有化を図り，応急対策などを協議する組織。原子力災害現地

対策本部，都道府県災害対策本部，市町村災害対策本部並びに指定公共機関及び原子力事業者等で構成

される。 

 

原子力災害対策指針 

原子力規制委員会が原子力災害対策特別措置法に基づき，防災基本計画に適合して，原子力事業者，

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長，地方公共団体，指定公共機関及び指定地方公共機関その

他の者による原子力災害予防対策，緊急事態応急対策及び原子力災害事後対策の円滑な実施を確保する

ために定めた指針。 
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原子力災害対策特別措置法 

平成１１年９月に起きたＪＣＯ臨界事故の教訓などから，原子力災害対策の抜本的強化を図るために，

同年１２月に制定された法律。 

同法では，迅速な初期動作の確保，国と地方自治体との有機的連携の確保，国の緊急時対応体制の強

化，原子力事業者（原子力発電所の設置者等）の責務を明確化している。また，原子力災害の予防に関

する原子力事業者の責務，内閣総理大臣の原子力緊急事態宣言の発出及び原子力災害対策本部の設置並

びに緊急事態応急対策の実施，その他原子力災害に関する事項についての措置を定めている。 

 

原子力被災者生活支援チーム 

原子力発電所等の施設における放射性物質の大量放出を防止するための応急措置が終了したことに

より避難区域の拡大防止がなされたこと，及び初動段階における避難区域の住民避難が概ね終了したこ

とを一つの目途として，原子力災害対策本部の下に，被災者の生活支援を行うために設置される組織。 

内閣府のもとに，経済産業大臣及び原子力担当大臣を長として組織される。 

 

原子力防災会議 

原子力防災会議とは，原子力災害対策指針に基づく施策の実施や平時からの原子力防災対策に関する

総合調整等を推進するために，原子力基本法に基づき内閣に常設されている組織である。 

 

原子力防災管理者 

担当する原子力事業所の原子力防災業務を統括・管理する最高責任者。 

原子力防災要員の呼集，応急措置の実施，放射線防護器具・非常用通信その他の資機材の配置，原子

力防災訓練，防災教育等を行う。原子力災害対策特別措置法第９条第１項の規定に基づき，原子力事業

者は事業所ごとに原子力防災管理者を選任することを義務づけている。 

 

原子力防災専門官 

原子力災害対策特別措置法第３０条の規定により，オフサイトセンターに駐在し，内閣総理大臣指定

の原子力事業所に係る業務を担当する専門官。 

平常時は，原子力事業者の防災業務計画や地方自治体の原子力防災計画に対する指導・助言，オフサ

イトセンターにおける防災資機材の整備，原子力防災訓練の企画調整と実施などを行う。 

緊急事態発生時は，初動においては現地事故対策連絡会議の議長を務め，当該施設の状況把握，オフ

サイトセンターの立ち上げ，原子力事業者や関係機関の対応状況に関する情報の集約，地方自治体など

への説明と助言などを行う。 

 

現地災害対策本部 

原子力緊急事態宣言発出後，国が直ちにオフサイトセンターに設置する対策本部。 

 

現地事故対策連絡会議 

原子力発電所等の施設で特定事象が発生した場合に，現地で情報共有や応急対策準備の検討を行い，

警戒体制を整えるための連絡会議。 

原子力防災専門官，自治体職員，原子力事業者等で構成される。原子力緊急事態宣言の発出後は，原

子力災害現地対策本部に移行する。 
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健康管理調査 

放射線による健康への影響調査，医療の提供など，外部被ばく線量調査や事故時１８歳以下の子ども

に対する甲状腺検査等を総括して健康管理調査という。また，健康管理調査において個人線量計等によ

る被ばく線量の推計・把握・評価なども行う。 

福島県で実施している県民健康管理調査としては，子ども等に対する個人線量計による外部被ばく測

定，甲状腺検査及びホールボディカウンターによる内部被ばく測定などが実施されている。 

県民健康管理調査や個人線量把握の結果等から事故による放射線の健康への影響や子どもや妊婦等

への支援及び医療に関する施策の在り方が検討されている。 

【復興庁ホームページ】 

 

広域一時滞在 

市町村の地域に係る災害が発生し，被災住民の生命若しくは身体を災害から保護し，又は居住の場所

を確保することが困難な場合において，当該被災住民について同一都道府県内の他の市町村の区域にお

ける一時的な滞在を「広域一時滞在」という。 

市町村長は，広域一時滞在の必要があると認める場合，当該被災住民の受入れについて，他の市町

村の市町村長と協議する。 

【災害対策基本法】 

 

広域避難 

 広域的に拡散する危害事象（自然災害，原子力災害など）から身を守るための地域を超えた回避

行動をいう。 

 

 

 さ  

シーベルト（Ｓｖ） 

 生体の被ばくによる生物学的影響の大きさを表す単位である。 

 単位としては，Ｓｖのほか，ｍＳｖ（ミリシーベルト １０－３Ｓｖ），μＳｖ（マイクロシーベルト 

１０－６Ｓｖ）などが用いられる。 

 

Ｊ－ＡＬＥＲＴ（ジェイ－アラート） 

Ｊ－ＡＬＥＲＴとは，「全国瞬時警報システム」のことであり，通信衛星と市町村の同報系防災行政

無線等を利用し，緊急情報を住民へ瞬時に伝達するシステム。 

 

指定行政機関 

災害対策基本法に基づき，内閣総理大臣が指定する行政機関。 

災害対策基本法に基づいて指定される指定行政機関は，内閣府，国家公安委員会，警察庁，金融庁，

消費者庁，総務省，消防庁，法務省，外務省，財務省，文部科学省，文化庁，厚生労働省，農林水産省，

経済産業省，資源エネルギー庁，中小企業庁，国土交通省，国土地理院，気象庁，海上保安庁，環境省，

原子力規制委員会，防衛省の２４機関。 

 

指定公共機関 

国や地方公共団体と協力して緊急事態などに対処する機関。 
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医療・電気・電気通信・放送・ガス・運送事業者等で，災害対策基本法で指定されている。 

 

指定地方行政機関 

指定行政機関の地方支分部局及びその他の国の地方行政機関で，政令で定められた組織。 

 

指定地方公共機関 

都道府県の区域内において，電気，ガス，運輸，通信，医療など公益的事業を営む法人。 

当該法人から意見を聴いて知事が指定する。 

 

除染 

 放射性物質汚染が生じた場合，放射性物質あるいは放射性物質が付着したものを除去し，もしくは遮

蔽物で覆うなどして，人の生活環境の線量を下げることをいう。 

 

深層防護（多重防護） 

原子力施設の安全性確保の基本的考え方の１つ。多重防護ともいう。 

原子力施設の安全対策を多段的に構成しており，次の３段階からなる。①異常発生防止のための設計，

②万一異常が発生しても事故への拡大を防止するための設計，③万一事故が発生しても放射性物質の異

常な放出を防止するための設計。 

 

スクリーニング 

原子力災害の際に避難所等において，身体表面に放射性物質が付着しているかどうかを調べること。 

 

ソーシャルメディア 

インターネット上で展開される情報メディアであり，個人による情報発信や個人間のコミュニケーシ

ョン，人と人との結びつきを利用した情報流通等といった社会的な要素を含んだメディアのこと。 

 

 た  

対策拠点施設（オフサイトセンター） 

原子力災害発生時に避難住民等に対する支援など種々の応急対策の実施や支援に関与する国，地方自

治体，（独）放射線医学総合研究所，（独）日本原子力研究開発機構などの関係機関及び専門家など様々

な関係者が一堂に会して情報を共有し，防護対策を検討する拠点となる施設。 

 

 は  

ＰＡＺ（Precautionary Action Zone：予防的防護措置を準備する区域） 

原子力規制委員会が制定した原子力災害対策指針において，「原子力災害対策重点区域」として新た

に設定された区域の一つ。急速に進展する事故においても放射線被ばくによる確定的影響等を回避する

ため，ＥＡＬ（緊急時活動レベル）に応じて，即時避難を実施する等，放射性物質の環境への放出前の

段階から予防的に防護措置を準備する区域。 

ＰＡＺの範囲は，原子力発電所等の施設から概ね半径５ｋｍの区域を目安とするとされている。 
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ＰＰＡ（Plume Protection Planning Area：プルーム通過時の被ばくを避けるための防護措置を実施す

る地域） 

ＵＰＺ（緊急時防護措置を準備する区域）外においても，放射性プルーム通過時には放射性ヨウ素の

吸入による甲状腺被ばく等の影響があることが想定される。その影響等を避けるため，屋内退避，安定

ヨウ素剤の服用等の防護措置の実施を準備する必要がある地域のこと。 

具体的な範囲については，今後，原子力規制委員会において，検討のうえ指針に反映される予定。 

 

非常通信協議会 

総務省が中心となり国，地方公共団体，電気通信事業者等の防災関係機関で構成される協議機関。 

 

避難 

空間放射線量率等が高い又は高くなるおそれのある地点から速やかに離れるため緊急で実施する防

護措置【原子力災害対策指針】 

 

複合災害 

同時に又は連続して２つ以上の災害が発生し，それらの影響が複合化することにより，被害が深刻化

し，災害応急対応がより困難になる事象のこと。 

 

プルーム（放射性プルーム） 

気体状又は粒子状の放射性物質を含んだ空気の一団のこと。 

 

ベクレル（Ｂｑ） 

放射性物質が１秒間に崩壊する原子の個数（放射能）を表す単位をいう。 

Ｂｑのほか，kＢｑ（キロベクレル １０３Ｂｑ），MＢｑ（メガベクレル １０６Ｂｑ），GＢｑ (ギ

ガベクレル １０９Ｂｑ），TＢｑ（テラベクレル, １０１２Ｂｑ）などが用いられる。 

 

防災業務関係者 

住民に対する広報・指示伝達，住民の避難誘導，交通整理，環境放射線モニタリング，医療措置，原

子力発電所等の施設内において災害に発展する事態を防止する措置等の災害応急対策活動を実施する

者，及び放射性汚染物の除去等の災害復旧活動を実施する者。 

 

放射性ヨウ素 

放射能をもつヨウ素で数種類のものがある。特にヨウ素－131（半減期 8.06 日），ヨウ素－133（半

減期 20.8 時間）は，ウランの核分裂によって生成され，原子力発電所等の事故では，最も注目される

放射性核種。 

 

 や  

ＵＰＺ（Urgent Protective action Planning Zone：緊急時防護措置を準備する区域） 

原子力規制委員会が制定した原子力災害対策指針において，「原子力災害対策重点区域」として新た

に設定された区域の一つ。確率的影響のリスクを最小限に抑えるため，ＥＡＬ（緊急時活動レベル），

ＯＩＬ（運用上の介入レベル）に基づき，緊急時防護措置を準備する区域。 

ＵＰＺの範囲は，原子力発電所等の施設から概ね半径３０ｋｍを目安とするとされている。 
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〔参考文献等〕 

・原子力安全・保安院「原子力災害用語集」 

・公益財団法人 原子力安全技術センター「原子力防災基礎用語集」 

・一般財団法人 高度情報科学技術研究機構「原子力百科事典ＡＴＯＭＩＣＡ」 

・公益財団法人 原子力安全研究協会 

・原子力安全委員会 「原子力発電所に係る防災対策を重点的に充実すべき地域に関する考え方」

・公益財団法人 原子力安全技術センター「原子力防災研修講座テキスト」 

・原子力規制委員会 原子力災害対策指針  

・一般財団法人 日本原子力文化振興財団「原子力・エネルギー図面集」 

・原子力規制委員会 初動対応マニュアル 

・内閣府 「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説」 

・総務省消防庁 「Ｊ-ＡＬＥＲＴの概要」 

・ＩＴ用語辞典 「ｅ－Ｗｏｒｄｓ」 
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京都市環境放射線モニタリング計画 

 

第１ 目的 

この計画は，京都市地域防災計画 原子力災害対策編（以下「原子力災害対策編」という。）第

２章第６節に定める環境放射線モニタリング（以下「モニタリング」という。）に必要な事項を定

めるものである。 

京都市は，国及び京都府が主体となって実施するモニタリング活動に加え，この計画に基づき，

平常時におけるモニタリング（以下「平常時モニタリング」という。）を行うとともに，緊急時に

おける原子力発電所からの放射性物質又は放射線の放出による住民及び周辺環境への影響を迅速

に把握するため，緊急時におけるモニタリング（以下「緊急時モニタリング」という。）を実施す

る。 

 

第２ 平常時モニタリング 

１ 大気（空間放射線） 

本市域内８箇所の定点及びその他必要と認める場所について空間放射線測定を行うととも

に，測定したデータを収集する。  

なお，測定場所，測定担当，測定方法及び測定回数は＜表１＞のとおりとする。 

＜表１ 大気（空間放射線）のモニタリング＞ 

府が実施す

るモニタリ

ング 

測定場所 測定担当 測定方法 測定回数 

久多小学校跡地(左京区) 

京都府 

モニタリングポ

スト(府が設置)

による自動測定

連続測定 

(１分毎に測定)
府庁(上京区) 

府保健環境研究所(伏見区) 

 

市が実施す

るモニタリ

ング 

測定場所 測定担当 測定方法 測定回数 

左京区花脊出張所 

環境政策局 

当該区役所・

出張所 

可搬式サーべイ

メータによる測

定 

週１回 

右京区京北出張所 

京都市役所 

山科区役所 

西京区役所 

その他必要と認める場所 必要に応じ 

【担当局区等：環境政策局，当該区役所・出張所】 

 

２ 水道水 

  別に定める「京都市水道対策計画」に基づき，以下のとおり実施する。 

  【担当局区等：上下水道局】 

（１）水道事業 
水道原水及び市内給水栓水の放射性物質の測定を実施する。 

事業名 測 定 対 象 及び 採 水 箇 所 測定回数 

水道事業 

水道原水 琵琶湖疏水第２疏水取水口 

月 1 回 水道水 
（市内給水栓水） 

上下水道局九条営業所（蹴上浄水場系） 
上下水道局左京営業所（松ケ崎浄水場系） 
東向公園（新山科浄水場系） 
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（２）地域水道事業及び京北地域水道事業 
水道原水及び浄水場内給水栓水の放射性物質の測定を実施する。 

事業名 測 定 対 象 及び 採 水 箇 所 測定回数 

地域水道事業 
及び 

京北地域水道事業 

水道原水 
（水源地） 

久多浄水場（深層地下水） 
広河原・花脊浄水場（深層地下水） 
弓削浄水場（表流水及び深層地下水） 

３箇月に 
１回 

大原第１浄水場（伏流水・高野川）＊ 
京北中部浄水場（表流水・桂川） 

水道水 
（浄水場内） 

久多浄水場 
広河原・花脊浄水場 
弓削浄水場 
大原第１浄水場 
京北中部浄水場 

＊大原簡易水道の採水箇所は，伏流水を水道原水としている大原第１浄水場を対象とする。 
 
ア 久多簡易水道，広河原・花脊簡易水道及び弓削簡易水道 

久多，広河原・花脊及び弓削の各簡易水道の浄水場は，大飯原子力発電所に係るＵＰＺ

（緊急時防護措置を準備する区域）に指定された範囲内にある水道施設であることから，

モニタリングの対象とする。 
イ その他の簡易水道等 

大原簡易水道及び京北地域水道事業の大部分は，表流水又は伏流水を水道原水としてお

り，水質は，桂川水系（上桂川）及び鴨川水系（高野川）に代表されることから，両水系

のうち，給水人口の多い京北中部簡易水道及び大原簡易水道について，放射性物質の測定

を定期的に実施する。 
 

３ 農産物等（京都市内産） 

市内産の米，野菜等の農産物の放射能検査を実施するとともに，測定したデータを収集する。 

なお，主な品目（産地），測定時期，測定担当，測定方法は＜表４＞のとおりとする。 

 

＜表４ 農産物（京都市内産）のモニタリング＞ 

品目（主な産地） 測定時期 測定担当 測定方法 

たけのこ（伏見区深草） ４月 ・農産物の採取 

（産業観光局） 

・測定 

（保健福祉局） 

ゲルマニウム半導体検

出器によるによる放射

性核種（ヨウ素 131，

セシウム 134，セシウ

ム 137）の測定 

ほうれんそう（右京区京北） ５月 

じゃがいも（北区上賀茂） ６月 

なす（西京区川岡） ７月 

とうがらし（山科区南部） ８月 

かぼちゃ（右京区京北） ９月 

ねぎ（左京区大原） 10 月 

きゃべつ（南区久世） 11 月 

みぶな（伏見区久我） 12 月 

だいこん（右京区京北） １月 

みずな（左京区修学院） ２月 

小松菜（右京区嵯峨） ３月 

※ 品目及び産地等については，変更の可能性がある。 

【担当局区等：産業観光局，保健福祉局】 
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４ 河川水及び底質土 

６河川７地点の定点で河川水及び底質土について放射能検査を実施するとともに，測定した

データを収集する。 

なお，測定場所，測定時期，測定担当，測定方法は＜表５＞のとおりとする。 

 ＜表５ 河川水及び底質土のモニタリング＞ 

測定場所※ 測定時期 測定担当 測定方法 

鴨川  出町橋 

河川水８月 

底質土８月 
環境政策局 

ゲルマニウム半導体検出器に

よる放射性核種（ヨウ素 131，

セシウム 134，セシウム 137）

の測定 

高野川 河合橋 

桂川  西大橋 

    宮前橋 

天神川 西京極橋 

宇治川 観月橋 

小畑川 京都府長岡京市   

    境界点 

※ 測定場所は，市が定める環境基準点とする。ただし，宇治川は，環境基準点が市外のため，環境基準

補助測定点で測定する。 

【担当局区等：環境政策局】 

 

第３ 緊急時モニタリング 

１ 緊急時モニタリングの目的 

 （１）原子力災害による環境放射線の状況に関する情報収集 

（２）ＯＩＬに基づく防護措置の実施の判断材料の提供 

 （３）原子力災害による住民等と環境への放射線影響の評価材料の提供 

 ＊初期対応段階のモニタリング（初期モニタリング）では，（２）のＯＩＬに基づく防護措置に関する判断に必要な

項目のモニタリングが優先される。 

 

２ 緊急時モニタリングにおける役割 

 （１）国の役割 

国は緊急時モニタリングを統括し，実施方針の策定，緊急時モニタリング実施計画及び動

員計画の作成，実施の指示及び総合調整，データの収集と公表，結果の評価並びに事態の進

展に応じた実施計画の改定等を行う他，海域や空域等の広域モニタリングを実施する、 

 （２）地方公共団体（京都府）の役割 

   地方公共団体（京都府）は，地域における知見を活かして，緊急時モニタリング計画の作

成や原子力災害対策重点区域等における緊急時モニタリングを実施する。 

 （３）京都市の役割 

   京都市は，国の総括の下，京都府が実施する緊急時モニタリング活動に協力する。 

 （４）原子力事業者の役割 

原子力事業者は，放出源の情報を提供するとともに，施設周辺地域等の緊急時モニタリン

グに協力する。 

 

３ 緊急時モニタリングの実施 （図１参照） 

（１）警戒事態における体制 

   国，地方公共団体及び原子力事業者は，警戒事態から緊急時モニタリング実施の準備を行

う。 

（２）施設敷地緊急事態における体制 

施設敷地緊急事態において，国は原子力施設立地地域に，緊急時モニタリングの実施に必

要な機能を集約した緊急時モニタリングセンターを立ち上げ，国，地方公共団体及び原子力
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事業者は，緊急時モニタリングセンターの指揮の下，速やかに緊急時モニタリングを開始す

る。 

緊急時モニタリングの実施にあたっては，国，地方公共団体及び原子力事業者は，目的を

共有し，それぞれの責任を果たしながら，連携することとされている（原子力災害対策指針）。 

 

 

４ 緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ Emergency Monitoring Center）への派遣 

京都市は，国の統括の下，京都府が実施する初期対応段階の緊急時モニタリングについて，

京都府から職員の派遣要請があった場合には，緊急時モニタリングセンターに職員を派遣する

など，京都府が実施する緊急時モニタリング活動に協力する。 
 

 

５ 市独自のモニタリングの実施 

京都市は，京都府が実施する緊急時モニタリング活動に協力するとともに，次のとおり独自

の緊急時モニタリングを実施し，測定結果を速やかに防災危機管理室に報告する。 

（１）大気（空間放射線） 

大気（空間放射線）における緊急時モニタリングは＜表６＞のとおりとする。 

＜表６ 大気（空間放射線）モニタリング＞ 

  状況 

 

 

 

実施内容 

市内のモニタリングポス

トにおいて平常時の範囲

（～０．２マイクロシーベ

ルト／時）を超える環境放

射線が測定された場合 

警戒事態発生に関す

る連絡を受けた場合 

施設敷地緊急事態・

全面緊急事態発生の

連絡を受けた場合 

市長が必要

と認めた場

合 

モニタリング

監視体制の強

化※１ 

○ ○ ○ ○ 

機動的モニタ

リングの実施
※２ 

  ○ ○ 

※１ 平常時モニタリングの回数を毎日１回以上に増やし，監視体制を強化することをいう。 

※２ 可搬式測定機器を必要に応じ機動的に，測定値の高い地域を中心に移動配備し，重点的にモニタリ

ングを行うことをいう。 

【担当局区等：環境政策局，当該区役所・出張所，消防局】 

（２）水道水 

原子力発電所において放射性物質の漏えい又はそのおそれがある事故が発生した時は，次の

とおり緊急時モニタリングを実施し，その結果をすみやかに公表する。併せて，京都府，滋賀

県をはじめとする周辺自治体のモニタリング情報等を随時確認し，広域的な状況把握に努める。 
【担当局区等：上下水道局】 

  ア 水道事業 
    緊急時には，水道原水及び水道水のモニタリング頻度を１日１回に強化し，状況に応じ

て浄水処理過程の調査を実施する。 
  イ 地域水道事業及び京北地域水道事業 
    緊急時には，水道原水及び水道水のモニタリング頻度を１日１回に強化する。さらに，

モニタリング結果等を基に，他の簡易水道をモニタリング対象箇所に追加する。 
（３）農産物等（京都市内産）及び河川水，底質土 

   農産物等（京都市内産）及び河川水，底質土の緊急時モニタリングは，京都府が実施する

緊急時モニタリングに協力して行う。 
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第４ モニタリング結果の公表  

平常時及び緊急時に実施したモニタリングの結果は，市ホームページにより公表する。ま

た，緊急時には，あらゆる広報媒体を通じて迅速な公表に努める。 

【担当局区等：モニタリングを担当する各局，行財政局防災危機管理室】 

 

＜参考 市及び府が整備・維持するモニタリング機器＞（平成２６年１月現在） 

区分 型式名称 測定対象 測定範囲 台数＜管理者＞

府 

＜固定式モニタリング＞ 

モニタリングポスト（日立アロ

カメディカル㈱製ＭＡＲ－22） 

一般大気中における

空間放射線量（γ線）

バックグラウンド～

10 マイクログレイ

／時 

３台 

＜府＞ 

市 

＜可搬式モニタリング＞ 

シンチレーションサーベイメー

タ（日立アロカメディカル㈱製

ＴＣＳ－172Ｂ） 
一般大気中における

空間放射線量（γ線）

バックグラウンド～

30 マイクロシーベ

ルト／時 

２台 

＜環境政策局＞ 

＜可搬式モニタリング＞ 

シンチレーションサーベイメー

タ（日立アロカメディカル㈱製

ＴＣＳ－172Ｂ） 

６台 

＜行財政局＞ 

 
ゲルマニウム半導体検出器（キ

ャンベラジャパン ㈱製ＧＣ

4018） 
食品，環境中の試料等

（飲料水，土壌等） 

1ベクレル／㎏ 

以上（上限なし） 

１台 

＜保健福祉局＞ 

ゲルマニウム半導体検出器（セ

イコー・イージ―アンドジー㈱

製ＧＥＭ20Ｐ４） 

1ベクレル／㎏ 

以上 

１台 

＜上下水道局＞ 

ガイガー・ミュラー計数管（日

立アロカメディカル㈱製ＪＤＣ

－125） 

液体（固体）中の全β

線 

0.3 ベクレル／  

以上 

１台 

＜上下水道局＞ 
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図１ 緊急事態区分と緊急時モニタリング（初動対応） 

事態 警戒事態 施設敷地緊急事態・全面緊急事態 備考 

放射性物質の放出等  放出      沈着  

モニタリン
グの実施内
容 

モニタリングの段階 
平常時モニタリングの強化 
緊急時モニタリングの準備 

緊急時モニタリングの実施  

モニタリングの概要 
対応準備及び施設異常有無の確
認 

汚染範囲及び放出量・放出核種の把握  

詳
細

固定観測局(*2) 
  

 

可搬型モニタリングポ
スト等(*2) 

 
 

 

モニタリングカーによ
る測定(*2) 

 
 実施範囲を順次拡大

局所的汚染を把握 

サーベイメータによる
測定(*2) 

 
 実施範囲を順次拡大 

局所的汚染を把握 

航空機モニタリング
(*1) 

 
 詳細航空機モニタリング 

局所的汚染を把握 

海域モニタリング(*1)   必要に応じて実施 

飲食物中の放射性物質
濃度の測定(*2) 

 
 

 

環境試料中の放射性物
質濃度の測定(*2) 

  可能な範囲で実施。ダストモニタ
等一部は連続して実施 

放出源モニタリング 
敷地内・施設周辺のモニ
タリング(*3) 

 

  

 
ＯＩＬに基
づく防護措
置（原子力災
害対策本部に
おいて判断） 

ＯＩＬ１    

ＯＩＬ２    

ＯＩＬ６    

(*1)国が実施するもの，(*2)地方自治体及び緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ）が実施するもの，(*3)原子力事業者が実施するもの

実施 

実施 

緊急時モード切替・送信確認

緊急時モード切替・送信確認

設置

出動準備

電池・台数確認

出動準備

出動準備

測定準備

測定準備

実施 

実施 

実施 

実施 

実施 

実施 

 

 

 

実施 
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京都市水道対策計画 

 

第１ 目的 

この計画は，水道事業等について，京都市地域防災計画 原子力災害対策編（以下「原子力災

害対策編」という。）第２章第６節に定める環境放射線モニタリング，第３章第８節に定める琵琶

湖等の水道水源の放射性物質による汚染への対応，また，水道水の摂取制限及び制限時における

広報体制等に関して，必要な事項を定めるものである。 

 

第２ モニタリングの実施 

１ 測定方法 

上下水道局所有のゲルマニウム半導体検出器を用いて，放射性核種３種類（ヨウ素 131，セ

シウム 134，セシウム 137）の測定を行う。 

 

２ 平常時モニタリングの実施 

次のとおり，平常時モニタリングを実施し，その結果を公表する。 

（１）水道事業 

水道原水及び市内給水栓水の放射性物質の測定を実施する。 

事業名 測 定 対 象 及び 採 水 箇 所 測定回数 

水道事業 

水道原水 琵琶湖疏水第２疏水取水口 

月 1回 
水道水 

（市内給水栓水） 

上下水道局九条営業所（蹴上浄水場系） 

上下水道局左京営業所（松ケ崎浄水場系） 

東向公園（新山科浄水場系） 

 

（２）地域水道事業及び京北地域水道事業 

水道原水及び浄水場内給水栓水の放射性物質の測定を実施する。 

事業名 測 定 対 象 及び 採 水 箇 所 測定回数 

地域水道事業 

及び 

京北地域水道事業 

水道原水 

（水源地） 

久多浄水場（深層地下水） 

広河原・花脊浄水場（深層地下水） 

弓削浄水場（表流水及び深層地下水） 

３箇月に 

１回 

大原第１浄水場（伏流水・高野川）＊ 

京北中部浄水場（表流水・桂川） 

水道水 

（浄水場内） 

久多浄水場 

広河原・花脊浄水場 

弓削浄水場 

大原第１浄水場 

京北中部浄水場 

＊ 大原簡易水道の採水箇所は，伏流水を水道原水としている大原第１浄水場を対象とする。 

ア 久多簡易水道，広河原・花脊簡易水道及び弓削簡易水道 

久多，広河原・花脊及び弓削の各簡易水道の浄水場は，大飯原子力発電所に係るＵＰＺ

（緊急時防護措置を準備する区域）に指定された範囲内にある水道施設であることから，

モニタリングの対象とする。 

イ その他の簡易水道等 

大原簡易水道及び京北地域水道事業の大部分は，表流水又は伏流水を水道原水としてお

り，水質は，桂川水系（上桂川）及び鴨川水系（高野川）に代表されることから，両水系

のうち，給水人口の多い京北中部簡易水道及び大原簡易水道について，放射性物質の測定

を定期的に実施する。 
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（参考）地下水（深井戸）の安全性について 

本市の簡易水道の水源として，多く用いられている深井戸については，厚生労働省からの通知「水道水中

の放射性物質に係る管理目標値の設定等について」（平成２４年３月５日付）によれば，次の理由により，

放射性物質の影響が現れる蓋然性は低いとされている。 

○ 降下した放射性核種の大部分は地表面のごく浅い層に捕捉され，地下水に到達する放射性セシウム

はごくわずかであること。 

○ 放射性ヨウ素の半減期が短いこと（８日間）。 

なお，東京電力福島第一原子力発電所の事故の事例でも，深井戸を利用する周辺 12 水道事業者等におい

て，放射性ヨウ素及び放射性セシウムの濃度はすべて検出下限値未満であったことが，報告されている。 

（厚生労働省「水道水における放射性物質対策検討会」（平成２３年６月）による。） 

 

３ 緊急時モニタリングの実施 

原子力発電所において放射性物質の漏えい又はそのおそれがある事故が発生した時は，次の

とおり緊急時モニタリングを実施し，その結果をすみやかに公表する。併せて，京都府，滋賀

県をはじめとする周辺自治体の環境放射線モニタリング情報等を随時確認し，広域的な状況把

握に努める。 

（１）水道事業 

緊急時には，水道原水及び水道水のモニタリング頻度を１日１回に強化し，状況に応じて浄

水処理過程の調査を実施する。 

（２）地域水道事業及び京北地域水道事業 

緊急時には，水道原水及び水道水のモニタリング頻度を１日１回に強化する。さらに，環境

放射線モニタリング結果等を基に，他の簡易水道をモニタリング対象箇所に追加する。 

 

第３ 浄水処理の強化 

水道原水のモニタリング結果等に異常が認められた場合は，厚生労働省による「水道水におけ

る放射性物質対策検討会」を踏まえた事務連絡「水道水中の放射性物質の低減方策について」（平

成２３年６月２１日付，厚生労働省）に基づき，水道水中の放射性物質（放射性ヨウ素及び放射

性セシウム）について，次のとおり低減方策を行う。 

・放射性セシウム： 凝集剤の増量，ちんでん処理水に凝集剤を添加してろ過する「二段凝集処理」など，

凝集ちんでん及び急速ろ過処理の強化を図ることにより，ろ過水濁度の管理を徹底し

除去に努める。 

・放射性ヨウ素： 弱前塩素処理に加え活性炭処理の併用により除去に努める。 

なお，その他水質監視，連絡調整，浄水処理等に係る必要な対応については，「京都市上下水道

局 水道事業に係る水質汚染に関する措置要綱」等に準じて対処する。 

 

第４ 水道水摂取制限及び制限時における広報体制について 

１ 水道水の摂取制限 

（１）原子力緊急事態宣言が発出されていない場合 

厚生労働省の通知（平成２４年３月５日付）に基づき，水道水中の放射性セシウムの濃度

が管理目標値を超過した場合，原因の究明を行い，適切に措置する。また，管理目標値を長

期間超過すると見込まれる場合には，摂取制限等の措置を講じる。 

（２）原子力緊急事態宣言が発出された場合 

水道水の放射性物質が，原子力災害対策指針が定める指標（ＯＩＬ６）を超えた場合は，

国及び京都府の指導，助言，指示等に基づき，摂取制限等の必要な措置を講じる。 
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２ 水道水の摂取制限時における広報体制 

水道水の摂取制限等の措置を講じた場合における広報については，「京都市上下水道局危機

管理計画」及び「京都市上下水道局震災対策計画」に規定する広報計画を準用し，市災害対策

本部を通じ，報道関係機関の協力を得て，発災直後から市民への速やかな情報提供を行うとと

もに，２４時間体制で市民からの問合せ及び報道関係機関等の取材に対応する。また，市災害

対策本部を始め，京都府，滋賀県，日本水道協会等を通じ，原発事故の詳細な情報，放射性物

質の拡散状況，他都市からの応援の見込み等，事故対応に必要な情報収集に努める。 

 

第５ 水道水の摂取制限下における代替水の確保について 

水道水の摂取制限下における代替水の確保について，本市が取り組むべき対応を以下のよう

に定める。 

１ 市民による備蓄の活用 

平時から市民一人ひとりが水の備蓄（一人１日３リットルを３日分程度）に取り組むよう，

その必要性を啓発するとともに，発災時はこれを活用できるよう，市民の自助としての備蓄を

促す。また，上下水道局が作製している災害用備蓄飲料水「京の水道 疏水物語」について普

及のための周知活動を行う。 

 

２ 応急給水槽，配水池における放射性物質に汚染されていない水の確保 

災害時の飲料水確保を目的に，上下水道局の施設（市内４箇所）の地下に設置している応急

給水槽や市内各所の配水池において，放射性物質に汚染されていない水道水を一定量確保する

ことに努める。 

 

 

 

 

３ 災害時協力井戸の活用 

市内６１８箇所（うち久多２箇所，広河原１箇所，平成２６年１月１日現在）登録されてい

る災害時協力井戸を活用し，生活用水の確保を図る。 

 

４ 民間企業との協定，覚書による飲料水の供給 

「災害時における飲料の提供協力に関する協定書」，「災害時における水の供給に関する覚書」

に基づき，飲料水を供給する 

 

５ 給水車等による水の運搬，他水道事業体からの応援 

他都市等との災害時相互応援協定に基づき応援要請を行い，放射性物質に汚染されていない

水道水の確保及び運搬について協力を求める。 

 

第６ 大都市，近隣自治体との連携，応援体制について 

水道水の摂取制限を実施した際に必要と想定される他都市からの応援受入れについては，本市

（上下水道局）が締結している他都市との災害時相互応援協定に基づき，これを行う。 

なお，滋賀県及び大津市とは，琵琶湖水質等に関して定期的に情報交換を行うとともに，水質

異常が発生した時などには，連携して対処する。また，淀川水質汚濁防止連絡協議会等とも情報

共有を図り，対応する。 

（参考）上下水道局が締結している他都市等との相互応援協定（水道関係） 

協定 参加事業体等 

１９大都市水道局災害相互応援に関する覚書 全国の政令市のうち１８市と東京都 

（参考）緊急時の水道水確保量 

・ 応急給水槽： ３５６ｍ３ 

・ 配水池：４６，４８３ｍ３ 
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災害時における日本水道協会関西地方支部内の相互応援

に関する協定 

日本水道協会関西地方支部に属する各水道事業

体 

日本水道協会京都府支部水道災害相互応援に関する覚書 京都府支部に属する各水道事業体 
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原子力災害避難計画 

 

第１ 目的 

この計画は，京都市地域防災計画原子力災害対策編（以下「原子力災害対策編」という。）第２

章第７節に定める緊急時防護措置を準備する区域（以下「ＵＰＺ」という。）内における屋内退避

及び避難誘導のために必要な事項を定めるものである。 

なお，この計画はＵＰＺ内を対象としたものであるが，原子力災害対策編が想定する以外の原

子力発電所事故又は地域についても，必要に応じ，この計画に準じるものとする。 

 

第２ 避難等の実施区分 

避難等の実施区分は，次のとおりとする。 

１ 屋内退避 

  放射性物質の吸引抑制や中性子線及びガンマ線を遮へいするため，家屋内に退避することに

より，被ばくの低減を図る防護措置をいう。 

屋内退避は，住民等が比較的容易に採ることができる対策であり，放射性物質の吸引抑制や中性子線及びガ

ンマ線を遮へいすることにより被ばくの低減を図る防護措置である。屋内退避は，避難の指示等が国等から行

われるまで放射線被ばくのリスクを低減しながら待機する場合や，避難又は一時移転を実施すべきであるが，

その実施が困難な場合，国及び地方公共団体の指示により行うものである。特に，病院や介護施設においては

避難より屋内退避を優先することが必要な場合があり，この場合，一般的に遮へい効果や建屋の気密性が比較

的高いコンクリート建屋への屋内退避が有効である。 

 ・ ＰＡＺにおいては，全面緊急事態に至った時点で，原則として避難を実施するが，避難よりも屋内退避

が優先される場合に実施することがある。 

 ・ ＵＰＺにおいては，段階的な避難やＯＩＬに基づく防護措置を実施するまでは屋内退避を原則実施しな

ければならない。 

 ・ ＵＰＺ外においては，ＵＰＺと同様に，事態の進展等に応じて屋内退避を行う必要がある。このため，

全面緊急事態に至った時点で，必要に応じて住民等に対して屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を

行わなければならない。 

 上記の屋内退避の実施に当たっては，プルームが長時間又は断続的に到来することが想定される場合には，

その期間が長期にわたる可能性があり，屋内退避場所への屋外大気の流入により被ばく低減効果が失われ，ま

た，日常生活の維持にも困難を伴うこと等から，避難への切替えを行うことになる。特に，住民等が避難すべ

き区域においてやむを得ず屋内退避をしている場合には，衣料品等も含めた支援物資の提供や取り残された

人々の放射線防護について留意するとともに，必要な情報を絶えず提供しなければならない。 

（出典：原子力災害対策指針） 

 

２ 避難又は一時移転 

  住民等が一定量以上の被ばくを受ける可能性がある場合に，放射性物質又は放射線の放出源

から離れることにより，被ばくの低減を図る防護措置をいう。 

避難は，空間放射線量率が高い又は高くなるおそれのある地点から速やかに離れるため緊急で実施するもの

であり，一時移転は，緊急の避難が必要な場合と比較して空間放射線量率は低い地域ではあるが，日常生活を

継続した場合の無用の被ばく低減するため，一定期間のうちに当該地域から離れるために実施するものである。

避難場所等については，事前にモニタリングにより汚染の状況を確認するとともに，そこに移動してきた住民

等の内部被ばくの抑制や皮膚被ばくの低減等の観点から，スクリーニングとその結果に応じて除染を行うこと

が必要である。 

 具体的な避難及び一時移転の措置は，原子力災害対策重点区域の内容に合わせて，以下の通り講じるべきで

ある。 

 ・ ＰＡＺにおいては，全面緊急事態に至った時点で，原則として全ての住民等に対して避難を即時に実施

しなければならない。 

 ・ ＵＰＺにおいては，原子力施設の状況に応じて，段階的に避難を行うことも必要である。また，緊急時
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モニタリングを行い，数時間内を目途にＯＩＬ１を超える区域を特定し避難を実施する。その後も継続的

に緊急時モニタリングを行い，１日以内を目途にＯＩＬ２を超える区域を特定し一時移転を実施しなけれ

ばならない。 

 ・ ＵＰＺ外においては，放射性物質の放出後についてはＵＰＺにおける対応と同様，ＯＩＬ１及びＯＩＬ

２を超える地域を特定し，避難や一時移転を実施しなければならない。 

 上記の避難及び一時移転の実施に当たっては，原子力規制委員会が把握した環境放射線モニタリング結果等

を踏まえ，気象予測や大気中拡散予測の結果を参考にしつつ，国の原子力災害対策本部は，輸送手段，経路，

避難所の確保等の要素を考慮して避難の必要性の判断を行った上で，その指示を，地方公共団体を通じて住民

等に混乱がないよう適切かつ明確に伝える方策を準備しておかなければならない。このためには，各種の輸送

手段，経路等を考慮した避難計画の立案が必要である。（以下略） 

（出典：原子力災害対策指針） 

 

第３ 避難等の勧告又は指示の判断基準 

 避難等の勧告又は指示の判断基準は，次のとおりとする。 

１ 屋内退避 

  大飯発電所における事態が次のいずれかに該当した場合 

（１）ＥＡＬに基づく全面緊急事態に至ったことにより，内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言（原

災法第１５条事象）を発出した場合（緊急事態宣言を発出し，必要な防護措置を指示した場

合） 
（２）その他本部長が必要と認めた場合 
 
２ 避難又は一時移転 

  大飯発電所における事態が次のいずれかに該当した場合 
（１）事態の規模，時間的な推移に応じて，国から避難指示等の予防的防護措置を講じるよう指

示された場合 
（２）国及び京都府と連携し，緊急時モニタリング結果や原子力災害対策指針に基づいたＯＩＬ

の値を踏まえた国の指導・助言，指示及び放射性物質による汚染状況調査に基づき，原子力

災害対策指針の指標を超え，又は超えるおそれがあると認められる場合 
（３）その他本部長が必要と認めた場合 

【参考資料１－１】「緊急事態区分とＥＡＬについて（原子力災害対策指針）」 

【参考資料１－２】「ＯＩＬと防護措置について（原子力災害対策指針）」 

 

第４ 避難等の実施 

１ 屋内退避 

（１）情報伝達の実施 

ア 国の災害対策本部長（内閣総理大臣）が，屋内退避の勧告又は指示を実施することとし

た場合は，ただちにＵＰＺ内の住民をはじめ該当地域内にある者（以下「住民等」という。）

に対する屋内退避の勧告又は指示を行うとともに，ＵＰＺ外の住民等に対し，必要に応じ

て，屋内退避の勧告又は指示を行う可能性がある旨の注意喚起を行う。さらに，自衛隊，

京都府警察本部等の関係機関に勧告又は指示の内容を伝達し，必要に応じ協力を要請する。 

イ 各部及び避難対象区域を含む区の区災害対策本部（以下「区本部」という。）は，次の事

項を実施する。 

（ア）総合企画部 

    ａ 新聞，テレビ，ラジオ等，報道機関に対して，屋内退避の勧告又は指示を行った旨

を連絡するとともに，報道について協力を依頼する。 

    ｂ インターネット等の情報通信手段により，屋内退避の勧告又は指示の内容を広報す

る。 

（イ）区本部 
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    ａ 電話等により，住民等に対し避難等の勧告又は指示の内容を伝達する。 

    ｂ 関係する自主防災組織に対し，屋内退避の勧告又は指示の内容を伝達するとともに，

住民等への伝達を要請する。 

    ｃ 公用車両等により，住民等に対し屋内退避の勧告又は指示の内容を伝達する。 

（ウ）消防部 

    ａ 消防車両，ヘリコプター等により，住民等に対し屋内退避の勧告又は指示の内容を

伝達する。 

ｂ 特に，屋内退避を要する区域内の林業従事者やハイカー等の一時滞在者に対しては，

ヘリコプターを活用し上空からの伝達を重点的に行うとともに，屋内退避の方法につ

いて必要な情報伝達を行う。 

（２）避難時集合場所の開設準備 

屋内退避の対象区域を含む区の区災害対策本部長（以下「区本部長」という。）は，事態の

進展に伴う避難及び一時移転の勧告又は指示に備えるという観点から，必要に応じ，原則と

して市地域防災計画資料編「資料３－７－１」に定める避難所（以下「避難所」という。）又

はあらかじめ指定した施設の中から，避難及び一時移転をするために一時的に集合する場所

（以下「避難時集合場所」という。）を開設するための準備を開始する。 

【参考資料２】「避難時集合場所指定状況」 

（３）屋内退避の勧告又は指示時の住民等への指導事項は，次のとおりとする。 

ア 自宅，職場，最寄りの公共施設等の建物内に退避すること。 

イ 外から建物内に退避した時は顔や手足を洗い，うがいをすること。 

ウ 窓，扉等すべての開口部を閉鎖すること。 

エ すべての空調設備及び換気を停止すること。 

オ 指示があるまで外出しないこと。 

カ できる限り窓際を離れ，屋内の中央にとどまること。 

キ 新聞，テレビ，ラジオ，インターネット等により正しい情報を得るよう努めるとともに

デマ，風評に惑わされないよう努めること。 

ク 地域生産物（放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された食品であっ

て，数週間以内に消費されるもの（例えば野菜，該当地域の牧草を食べた牛の乳）をいう。）

の摂取をしないこと。 

ケ 屋内退避を要する区域外にある者は，当該区域に立ち入らないこと。 

 

２ 避難又は一時移転 

（１）情報伝達の実施 

情報伝達の実施要領は，前１（１）に準じるものとする。この場合，「屋内退避」は「避難

又は一時移転」に読み替えるものとする。 

（２）避難時集合場所の開設 

   避難又は一時移転の対象区域を含む区の区本部長は，ただちに避難時集合場所を開設する。 

【参考資料２】「避難時集合場所指定状況」 

（３）避難者の受入れ，避難状況の把握等 

   区本部長は，開設する避難時集合場所ごとに避難誘導責任者を指名し，次の措置をとらせ

る。 

ア 開設しようとする避難時集合場所へ赴き，避難時集合場所の所有者，管理者又は占有者

の協力を得て避難時集合場所を開設するとともに，避難時集合場所としての使用の可否を

確認し，その結果を区本部長に報告する。 

イ 地元自治会等の協力を得て，避難を要する者（以下「避難者」という。）を把握するとと

もに，要配慮者（高齢者，乳幼児，身体障害者，知的障害者，病人，妊婦，日本語がわか

らない外国人など災害に対して迅速に必要な情報を得たり，行動をとることが困難な者で，
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災害時に特に配慮を要する者をいう。以下同じ。）の状況を把握し，必要な措置をとる。 

ウ 市本部及び区本部との情報伝達手段を確保するとともに，緊密な連携をとり，災害状況

の把握に努める。 

エ 避難者のスムーズな受入れを行うとともに，把握した避難者の避難状況を確認するよう

努める。 

オ 受け入れた避難者の状況を把握し，区本部に報告する。 

カ 避難者の集合状況を把握するため，「避難者名簿」（別記様式）を作成し，管理する。 

キ 受け入れた避難者に対し，正確な情報を提供するとともに適切な指示を行い，不安の除

去及び要望の把握に努める。 

ク その他必要な措置を行う。 

（４）自治会等への協力要請 

区本部長は，自治会等地域の各種団体に対し，住民相互の避難誘導及び避難誘導責任者が

到着するまでの間の避難時集合場所の開設，その他避難者が迅速かつ安全に避難するための

協力を要請する。 

（５）避難所の指定，開設指示 

本部長は，災害の状況を勘案して，原則として避難所の中から，避難者を収容するための

避難所を選定するとともに，関係する区本部長に対し，当該避難所の開設，避難誘導の実施，

避難者の受入れ及び避難所の運営等を指示する。 

（６）避難所の開設，運営 

避難所の開設，運営等に係る事項は，京都市地域防災計画一般災害対策編第３章災害応急

対策計画第７節「避難所の開設・運営」に準じるものとする。 

（７）緊急輸送の実施 

ア 緊急輸送車両等の手配 

本部長は，直ちにＵＰＺごとに緊急輸送に必要な車両及び緊急輸送を行う者（以下「緊

急輸送車両等」という。）を手配するとともに，避難者の緊急輸送を依頼する。 

緊急輸送車両等の手配要領は，原則として次のとおりとする。 

（ア）ＵＰＺ付近にある公用車両を活用する。 

（イ）ＵＰＺ付近にある民間事業者等の協力を要請する。 

（ウ）交通部の保有するバス等を活用する。 

（エ）京都府バス協会にバス輸送の協力を要請する。 

【参考資料３】「ＵＰＺ付近における公用車両等の状況」 

イ 避難経路 

避難経路は【別図】のとおりとする。ただし，災害，気象，その他の状況によりこれに

よりがたい場合は，緊急輸送を行う者が適切に判断する。 

【別図】「避難経路図等」 

（８）スクリーニング及び除染の実施 

   本部長は，京都府等と連携し，避難及び一時移転の対象となった住民等に対し，その移動

先において汚染拡大の防止等のために，スクリーニングを行い，原子力災害対策指針の定め

る基準値を超えた場合には除染を行う。 

  ア スクリーニング及び除染場所の設置 

    本部長は，スクリーニング及び除染を行う場所を選定するとともに，保健福祉部長及び

消防部長にスクリーニング及び除染の実施を指示する。 

    スクリーニングの場所は，原則として避難所に近接する場所に設置する。 

  イ スクリーニングの種類 

  （ア）体表面スクリーニング 

  （イ）物品のスクリーニング 

（９）避難及び一時移転の勧告又は指示時の住民等への指導事項は，次のとおりとする。 
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ア 速やかに最寄りの避難時集合場所へ集合すること。ただし，時間的猶予又は地理的状況

等により避難時集合場所に集合するよりも自ら避難区域外に移動することが合理的である

場合は，避難時集合場所に集合することなく，自ら避難すること。 

イ 避難時集合場所が使用できない場合は，避難時集合場所に集合することなく，緊急輸送

車両等が到着するまでの間，コンクリート建屋又は自宅等の屋内で待機するか，もしくは

自ら避難すること。 

  ウ 必要に応じ自家用車等を使用するとともに，可能な限り近隣者と乗り合わせること。 

  エ 地域生産物の摂取をしないこと。 

  オ マスク及び外衣を着用し，素肌の露出をできるかぎり避けること。 

  カ 携行品は最小限にとどめること。 

  キ 自宅，勤務場所等の火気，電気，施錠等の状況を確認すること。 

  ク 避難者相互に助け合うとともに，避難誘導責任者，緊急輸送を行う者，区本部管理担当

者（市地域防災計画に定める区本部管理担当者をいう。）等の指示に従うこと。 

  ケ 京都市及び京都府等が必要に応じて実施する緊急医療措置及び健康調査等に協力するこ

と。 

  コ 避難対象区域外にある者は，当該区域内に立ち入らないこと。 

  サ 自ら避難した場合は，区本部又は自主防災組織に自らの避難状況を報告すること。 

（10）避難状況の確認 

   区本部長は，避難者の避難状況を確認するとともに，避難者に対し必要な情報提供，措置

等を行う。 

 

第５ 安定ヨウ素剤の予防服用に係る措置 

本部長は，原子力災害対策本部の指示に基づき，又は，独自の判断により，避難又は屋内退避

の指示を行った服用対象の住民等に対し，安定ヨウ素剤を配布するとともに，原則として医師の

関与の下で，適切に服用できるよう措置を講じる。 

ただし，時間的制約等により，医師を立ち会わせることができない場合には，薬剤師の協力を

求める等，あらかじめ定める代替の手続きによって配布，服用の指示を行う。 

 具体的な手順等については，今後，原子力災害対策指針の改正等を注視しながら，別途要領等

を定める。 

 

第６ 避難等の解除 

１ 屋内退避の勧告又は指示の解除 

  本部長は，屋内退避の勧告又は指示を解除したときは，屋内退避指示等の伝達の要領に準じ，

屋内退避指示等を解除した旨を伝達する。 

 

２ 避難及び一時移転の勧告又は指示の解除 

（１）本部長は，避難及び一時移転の勧告又は指示を解除したときは，避難及び一時移転の勧告

又は指示の伝達の要領に準じるとともに，必要に応じ自力での帰宅が困難な避難者を避難時

集合場所等へ輸送するための車両を手配し，輸送する。 

（２）避難所の閉鎖に係る事項は，京都市地域防災計画一般災害対策編第３章災害応急対策計画

第７節「避難所の開設・運営」に準じるものとする。 

 

第７ 避難マニュアルの作成 

１ 避難マニュアルの作成 

この計画に基づく避難等の措置を円滑に実施するために，ＵＰＺの各地域においては，それ

ぞれ避難マニュアルを作成する。なお，地域の実情等に応じて，逐次，内容の修正を行う。 
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２ 避難マニュアルの作成に係る情報提供等 

（１）京都市（防災危機管理室）は，避難マニュアルの作成が必要な地域に対し，住民説明会を

開催するなど，市の原子力防災対策，避難マニュアル作成の必要性等，必要な情報提供を行

う。 

（２）京都市（区役所・消防署）は，地域が避難マニュアルを作成するに当たり，必要な防災指

導を実施する。 

 

３ 避難マニュアルの内容 

  避難マニュアルに定める内容は，おおむね次のとおりとする。 

（１）電話連絡網等，緊急時の情報伝達体制に関すること。 

（２）地域内の要配慮者への援助に関すること。 

（３）避難時等における自家用車の乗り合い等，住民相互の助け合いに関すること。 

（４）夜間・休日等，市職員が参集するまでの間の行動に関すること。 

（５）その他地域の実情に照らし必要な事項 

 

４ マニュアルに基づく訓練の実施 

（１）避難マニュアル作成した地域は，同マニュアルに沿った訓練を実施するとともに，訓練結

果を検証し，改善する。 

（２）京都市（防災危機管理室・区役所・消防署）は，地域が実施する訓練について積極的な情

報提供及び助言を行う。 
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参考資料１－１  

各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組みについて【原子力災害対策指針 抜粋】 

加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設（原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 

緊急事態区分

における措置

の概要 

① 原子炉の運転中に原子炉保護回路の 1 チャンネルから原子炉停止信号が発信され，その状態が一

定時間継続された場合において，当該原子炉停止信号が発信された原因を特定できないこと。  

② 原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える原子炉冷却材の漏えいが起こり，定められた

時間内に定められた措置を実施できないこと。  

③ 原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての主給水が停止した場合において，電動補助給水ポンプ又は

タービン動補助給水ポンプによる給水機能が喪失すること。  

④ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が１系統のみとなった場合で当該母線への電気の供給が

１つの電源のみとなり，その状態が１５分以上継続すること，又は外部電源喪失が３時間以上継続す

ること。  

⑤ 原子炉の停止中に１つの残留熱除去系ポンプの機能が喪失すること。  

⑥ 使用済燃料貯蔵槽の水位が一定の水位まで低下すること。  

⑦ 原子炉制御室その他の箇所からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼす可能性が生じること。  

⑧ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外との通信のための設備

の一部の機能が喪失すること。  

⑨ 重要区域において，火災又は溢水が発生し，安全機器等の機能の一部が喪失するおそれがあること。 

⑩ 燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失するおそれがあること，又は，燃料被覆管障壁も

しくは原子炉冷却系障壁が喪失すること。  

⑪ 当該原子炉施設等立地道府県において，震度６弱以上の地震が発生した場合。  

⑫ 当該原子炉施設等立地道府県において，大津波警報が発令された場合。  

⑬ オンサイト統括補佐が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障等が発生した場合。  

⑭ 当該原子炉施設において新規制基準で定める設計基準を超える外部事象が発生した場合（竜巻，洪

水，台風，火山等）。  

⑮ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあることを認知した

場合など委員長又は委 員長代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合。 

体制構築や情

報収 集を行

い，住民防護

のための準備

を開始する。

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 

緊急事態区分

における措置

の概要 

①原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生すること。

②原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての給水機能が喪失すること。 

③全ての交流母線からの電気の供給が停止し，かつ，その状態が３０分以上（原子炉施設に設ける電

源設備が実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則第５７条第１

項及び実用発電用原子炉及びその附属設備の技術基準に関する規則第７２条第１項の基準に適合し

ない場合には，５分以上）継続すること。 

④非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に電気を供給する電源が一となる状態が

５分以上継続すること。 

⑤原子炉の停止中に，全ての残留熱除去系ポンプの機能が喪失すること。 

⑥使用済み燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと又は当該貯蔵槽の水位を維持できないおそれがあ

る場合において，当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。 

⑦ 原子炉制御室の環境が悪化し，原子炉の制御に支障が生じること，又は原子炉若しくは使用済燃

料貯蔵槽に異常が発生した場合において，原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置

若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の機能の一部が喪失すること。  

⑧ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外との通信のための設備

の全ての機能が喪失すること。  

⑨ 火災又は溢水が発生し，安全機器等の機能の一部が喪失すること。  

⑩ 原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定時間にわたって通常の運転及び停止中において

想定される上昇率を超えること。  

⑪ 炉心の損傷が発生していない場合において，炉心の損傷を防止するために原子炉格納容器圧力逃

がし装置を使用すること。  

⑫ 燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがあること，燃

ＰＡＺ内の住

民等  

の避難準備，及

び早 期に実施

が必要な住民

避難等の防護

措置を行う。 
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料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがあること，又は燃料被覆管の障壁若しく

は原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがある場合において原子炉格納容器の障壁が喪失すること。 

⑬ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の判断基準として政令等

で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

⑭ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあること等放射性物

質又は放射線が原子力事業所外へ放出され，又は放出されるおそれがあり，原子力事業所周辺におい

て，緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発生す

ること。 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 

緊急事態区分

における措置

の概要 

①原子炉の非常停止が必要な場合において，制御棒挿入により原子炉を停止することができない。 

②原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生した場合

において，全ての非常用炉心冷却装置による当該原子炉への注水ができないこと。 

③原子炉の運転中に蒸気発生器への全ての注水機能が喪失した場合において，全ての非常用炉心冷却

装置による当該原子炉への注水ができないこと。 

④原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器の設計上の最高使用圧力又は温度に達すること。

⑤全ての交流母線から電気の供給が停止し，かつ，その状態が１時間以上（原子炉施設に設ける電源

設備が実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則第５７条第１項

及び実用発電用原子炉及びその附属設備の技術基準に関する規則第７２条第１項の基準に適合しな

い場合には，３０分以上）継続すること。 

⑥全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し，かつ，その状態が５分以上継続すること。 

⑦炉心損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射線量又は原子炉容器内の出口温度を検知すること。

⑧ 蒸気発生器の検査その他の目的で一時的に原子炉容器の水位を下げた状態で，当該原子炉から残

留熱を除去する機能が喪失し，かつ，燃料取替用水貯蔵槽からの注水ができないこと。  

⑨使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メートルの水位まで低下すること，

又は当該水位まで低下しているおそれがある場合において，当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。 

⑩ 原子炉制御室が使用できなくなることにより，原子炉制御室からの原子炉を停止する機能及び冷

温停止状態を維持する機能が喪失すること又は原子炉施設に異常が発生した場合において，原子炉制

御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の

全ての機能が喪失すること。  

⑪ 燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合において，原子炉格納容器の障壁が喪

失するおそれがあること。  

⑫ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態宣言の判断基準とし

て政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を

除く。）。  

⑬ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射線

が異常な水準で原子力事業所外へ放出され，又は放出されるおそれがあり，原子力事業所周辺の住民

の避難を開始する必要がある事象が発生すること。 

ＰＡＺ内の住

民避難等の防

護措置を行う

とともに，ＵＰ

Ｚ及び必要に

応じてそれ以

遠の周辺地域

において，放射

性物質放出後

の防護措置実

施に備えた準

備を開始する。 

放射性物質放

出後は，計測さ

れる空間放射

線量率などに

基づく防護措

置を実施する。
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参考資料１－２  

ＯＩＬと防護措置について（原子力災害対策指針） 

基準の種類 基準の概要と初期設定値 初期設定値※１ 防護措置の 
概要 

緊
急
防

護
措
置 

ＯＩＬ１ 

地表面からの放射線，再浮遊した放
射性物質の吸入，不注意な経口摂取

による被ばく影響を防止するため，
住民等を数時間内に避難や屋内退
避等させるための基準 

 
500 マイクロシーベルト/時 
（地上１m で計測した場合の空間放射線量率※２）

数時間内を目途に区
域を特定し，避難等を

実施。（移動が困難な
者の一時屋内退避を
含む） 

ＯＩＬ４ 

不注意な経口摂取，皮膚汚染からの
外部被ばくを防止するため，除染を

講じるための基準 

β線：40,000 cpm※３ 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 
避難基準に基づいて
避難した避難者等を

スクリーニングして，
基準を超える際は迅
速に除染。 

β線：13,000 cpm※４【１ヶ月後の値】 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

早
期
防

護
措
置 

ＯＩＬ２ 

地表面からの放射線，再浮遊した放
射性物質の吸入，不注意な経口摂取
による被ばく影響を防止するため，

地域生産物※５の摂取を制限すると
ともに，住民等を 1 週間程度内に
一時移転させるための基準 

 
20 マイクロシーベルト/時 
（地上１m で計測した場合の空間放射線量率※２）

１日内を目途に区域
を特定し，地域生産物
の摂取を制限すると

ともに，１週間程度内
に一時移転を実施。 

飲
食
物

摂
取
制

限 
※ 
９ 

飲食物に係
るスクリー
ニング基準 

ＯＩＬ６による飲食物の摂取制限
を判断する準備として，飲食物中の

放射性核種濃度測定を実施すべき
地域を特定する際の基準 

 
0.5 マイクロシーベルト/時※６ 
（地上１m で計測した場合の空間放射線量率※２）

数日内を目途に飲食
物中の放射性核種濃

度を測定すべき区域
を特定。 

ＯＩＬ６ 

経口摂取による被ばく影響を防止

するため，飲食物の摂取を制限する
際の基準 
 

核種※７ 飲料水 
牛乳・乳製品

野菜類，穀類，

肉，卵，魚，そ
の他 

１週間内を目途に飲

食物中の放射性核種
濃度の測定と分析を
行い，基準を超えるも

のにつき摂取制限を
迅速に実施。 

放射性ヨウ素 300 ベクレル 
／kg 

2,000 ベクレル 
／kg※８ 

放射性セシウム 200 ベクレル 
／kg 

500 ベクレル 
／kg 

プルトニウム及び超ウラン

元素のアルファ核種 
1 ベクレル 

／kg 
10 ベクレル 

／kg 

ウラン 20 ベクレル 
／kg 

100 ベクレル 
／kg 

※１ 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり，地上沈着した放射性核種組成が明確になった時点で必要な場合には

ＯＩＬの初期設定値は改定される。 
※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用にあたっては，空間放射線量率計測機器の設置場所における
線量率と地上１ｍでの線量率との差異を考慮して，判断基準の値を補正する必要がある。 

※３ 我が国において広く用いられているβ線の入射窓面積が20cm2の検出器を利用した場合の計数率であり，表面汚染密度は約120ベ
クレル/cm2相当となる。他の計測器を使用して測定する場合には，この表面汚染密度より入射窓面積や検出効率を勘案した計数率を
求める必要がある。 

※４ ※３と同様，表面汚染密度は約40ベクレル/cm2相当となり，計測器の仕様が異なる場合には，計数率の換算が必要である。 
※５ 「地域生産物」とは，放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された食品であって，数週間以内に消費されるもの
（例えば野菜，該当地域の牧草を食べた牛の乳）をいう。 

※６ 実効性を考慮して，計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。 
※７ その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際，ＩＡＥＡのＧＳＧ－２におけるＯＩＬ６を参考として数値を設定す
る。 

※８ 根菜，芋類を除く野菜類が対象。 
※９ ＩＡＥＡでは，ＯＩＬ６に係る飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう，飲食物中の放射性核種濃度の測定が開始され
るまでの間に暫定的に飲食物摂取制限を行うとともに，広い範囲における飲食物のスクリーニング作業を実施する地域を設定するた

めの基準であるＯＩＬ３，その測定のためのスクリーニング基準であるＯＩＬ５が設定されている。ただし，ＯＩＬ３については，
ＩＡＥＡの現在の出版物において空間放射線量率の測定結果と暫定的な飲食物摂取制限との関係が必ずしも明確でないこと，また，
ＯＩＬ５については我が国において核種ごとの濃度測定が比較的容易に行えることから，放射性核種濃度を測定すべき区域を特定す

るための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。 
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参考資料２  

避難時集合場所 

           （人口等は，平成２６年１月１日住民基本台帳による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政区 地域 世帯数 
人口 

(人) 

避難時集合場所等の名称 

所在地 電話番号 

左京区 

久多 62 100 

久多いきいきセンター 

久多下の町 203 748-2775 

左京区役所久多出張所 

久多宮の町 3 748-2020 

広河原 41 110 

元京都市立堰源小学校 

広河原能見町 87 746-0315 

ほんみち京都山林管理事務所 

広河原杓子屋町 266-1 746-0303 

右京区 
京北上弓削町 

上川行政区 
56 120 

京北第三小学校 

上弓削町弾正 27 854-0244 

弓削自治会館 

下中町東石原 5 854-0001 
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参考資料３  

ＵＰＺ付近における公用車両等の状況 
平成２６年１月１日現在 

区 場所 
区分 

常時保管場所 車種 
乗車 
定員 
（人）

車両管理責任者 台数・
乗車定
員 
合計

所在地名称 所在地 大区分 小区分 局区等 所属・課等
連絡先電話番号 

通常 夜間休日等

左 

京 

区 

久 

多 

左京区役所 
久多出張所 

久多宮の
町 
3 

軽 軽四輪自動
車 4 左京

区役所 久多出張所 （748）
2020 

（702）
1000 

（区役所代表）

3台
27人

久多 
いきいきセンタ
ー 

久多下の
町 
203 

普通 乗用車 8 保健
福祉局

久多いきい
き 

センター
運営委員会
（委託先団

体） 

（748）
2775 

別に定め
る 

駐車場 
久多宮の
町 
3 

中型 
・大型 

マイクロバ
ス 
（普通）

15 教育
委員会

調査課 （222）
3767 

－ 

花 

脊 

左京区役所 
花脊出張所 

花脊大布
施町 196 普通 乗用車 5 

左京
区役所 花脊出張所

（746）
0215 

（702）
1000

（区役所代表）

9台
73人

花背消防 
吏員駐在所 

花脊八桝
町 
1-1 

普通 その他 5 消防局 左京消防署
（746）
0062 

（746）
0062 

花背山の家 
花脊別所
町 
399 

普通 ライトバン 8 

教育
委員会 花背山の家

（746）
0576

（年末年
始を除
く）

（746）
0576 

普通 ライトバン 6 

普通 その他 7 

軽 軽四輪貨物
車 4 

軽 軽四輪貨物
車 

2 

駐車場 
花脊大布
施町 
797 

中型 
・大型 

マイクロバ
ス 
（普通）

29 教育
委員会

調査課 （222）
3767 

－ 

普通 ライトバン 7 

右 

京 

区 

京 

北 

京北合同庁舎 

京北周山
町 
上寺田
1-1 

普通 乗用車 5 

建設局
京北・ 

左京山間部
土木事務所

（852）
1819 

（852）
1855 

23 台
98 人

普通 乗用車 5 

中型 
・大型 

その他 6 

中型 
・大型 その他 6 

中型 
・大型 

その他 3 

軽 
軽四輪貨物
車 2 

普通 乗用車 5 

産業
観光局

京北農林業
振興センタ

ー 

（852）
1817 

（852）
1850 

軽 
軽四輪自動
車 4 

軽 軽四輪自動
車 

4 

軽 
軽四輪貨物
車 2 

普通 乗用車 5 

右京
区役所

京北出張所 （852）
0300 

（852）
1830 

軽 
軽四輪自動
車 4 

普通 乗用車 5 

軽 
軽四輪自動
車 4 

普通 乗用車 5 

上下
水道局

地域事業課
（京北分室）

（852）
1820 

（852）
1860 

普通 乗用車 5 

中型 
・大型 その他 3 

軽 軽四輪自動
車 

4 

軽 軽四輪貨物
車 2 

京北消防出張
所 

京北下中
町 
勝山田 8 

普通 その他 5 

消防局 右京消防署 （854）
0119 

（854）
0119 

普通 その他 5 

普通 その他 7 

周山中学校 
グラウンド 

京北下町 
折谷
3-14 

大型 
特殊 その他 2 建設局

京北・
左京山間部
土木事務所

（852）
1819 

（852）
1855 
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左京区 

久多，広河原地区

避 難 経 路 図 等

別図 
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避 難 経 路 図 等

右京区 

京北上弓削町 

上川行政区 
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